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要旨 

製造業において，自社製品とサービスを統合して提供する戦略である，製造業

のサービス化戦略が，新たな競争優位の源泉として期待されている。しかし，サ

ービス化戦略を推進することは容易ではなく，サービス化戦略の失敗を意味する

サービス・パラドクスに陥る事例が報告されている。そこで既存研究は，製造業

がサービスを製品に統合することによって事業を変革させる過程について，資源

ベース理論に基づき，資源に焦点を当て，サービス化戦略を促進もしくは阻害す

る要因について，研究を蓄積してきた。その上で，製造業が持ち合わせていない

が，サービス化戦略のために新たに必要とされる無形資源である，サービス・ケ

イパビリティに焦点を当てた研究がさらに要請されている。つまり，製造業がサ

ービス化戦略を志向し，事業を変革しようとする場合に，如何なるサービス・ケ

イパビリティによってその変化が実現されるのかという研究課題がある。 

既存研究の残す理論的課題に対して，本論文は，以下の三点について検討する

ために四つの調査を行っている。第一は，既存資源の再配置問題として，サービ

ス化戦略を検討するのではなく，サービス・ケイパビリティの開発過程に焦点を

当てることで，サービス・ケイパビリティの源泉について検討する。第二は，資

源間の相互作用性を見過ごしてきた既存研究の理論的課題と，情報通信技術の援

用が，製造業のサービス化戦略を加速させている現状を鑑み，情報通信技術がサ

ービス・ケイパビリティにもたらす影響について検討する。第三は，無形資源で

ある企業間関係が，製造業のサービス化に与える影響について検討する。 

 本論文では，主として以下の三点を明らかにした。第一に，製造業は，サービ

ス化戦略を推進するために，サービス・ケイパビリティを必要とすること，そし

て，サービス・ケイパビリティを新たに獲得するための努力としてサービス組織

の関与や部門間調整が必要であること，第二に，サービス・ケイパビリティを単

に獲得するのみならず，サービスを事業化するには，ICT 資源との相互作用の側

面について，特に汎用的な ICT 資源の導入のみならず，高度な ICT 利用が重要

であること，第三に，サプライヤーや販売代理店との企業間関係はサービス化戦

略を促進する可能性がある一方で，顧客との企業間関係はサービス化を阻害する

可能性があり，自社資源の利活用の問題としてのみ捉えるのではなく，既存のバ

リューチェーン全体における役割や企業間における関係性がもたらす影響につい

て議論する必要があること，以上の三点である。 
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1  はじめに 

1.1 本論文の背景と研究の関心 

本節では，本論文の研究背景と研究関心について説明する。 

昨今，製造業において，自社製品とサービスを統合して提供する戦略である製

造業のサービス化戦略が新たな競争優位の源泉として期待されている。 製品に

通信機能を持たせ，製品の稼働データを入手することにより可能となった，遠隔

監視サービスやコンサルティング・サービスはそのサービスの一例であり，これ

らの無形のサービスを，製品を主体として組み合わせることで，付加価値を生む

戦略である。こうした有形の製品に無形のサービスを統合して提供する戦略は， 

Vandermerwe and Rada (1988)が，Servitization(サービタイゼーション)として

概念化した。そして，欧米を中心に，とりわけオペレーションズ・マネジメント

分野で，Servitization 研究及び Product Service System(製品サービスシステ

ム，以下，PSS)研究として研究が蓄積されてきた。我が国においては，製造業

のサービス化研究として，研究が蓄積されている。 

Servitization とは，製品の提供に付加価値を与えるために，顧客志向に基づき，

物的な財である製品と広義のサービス1をバンドル化して提供することを増加さ

せる戦略であると定義される(Vandermerwe and Rada 1988)。対して，PSS は，

製品とサービスの統合された組み合わせによって，使用価値を提供する戦略であ

ると定義される(Baines et al. 2007)。 

Servitization と PSS は，概念の誕生の背景が異なり，異なる研究コミュニテ

ィで研究が蓄積されてきたが，多く類似した点を持ち，製造業はサービス化に注

力すべきであるとの共通の結論へと収斂しつつある(Tukker and Tischner, 2006)。い

ずれも，製品を主体としてサービスを統合するという概念として戦略を定義して

おり，統合という概念を重視している2。 

後に，Baines et al. (2009)は，本質を共有する両者の定義及び他の製造業のサ

ービス化戦略を扱う研究における定義を PSS の概念へ包含する形で，「製品を販

売することから製品とサービスとを統合して販売することへのシフトに関する組

織能力とプロセスのイノベーションである(Baines et al. 2009, p555)。」と定義し

た。これは，製造業のサービス化研究における，多くの先行研究において，広く

受け入れられるようになっている。つまり，製造業のサービス化研究は，製造業

 
1 サービスとして，顧客支援や製造業の持つ知識を含む。 
2 具体的な相違点は，既存研究レビューの章にて後述する。 
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がサービスによって事業を変化させるプロセスにおける，変化を達成するための

組織的な能力について関心をよせてきたことが読み取れる。 

我が国においても，欧米に後れを取りながらも，サービス化戦略を志向する製

造業が増えてきている。 

その理由の一つは，デジタル・トランスフォーメーション(DX，以下 DX)3への

関心の高まりがある。DX の本質は，デジタル技術の援用による事業変革にある

が，DX に取り組む方向性の一つに，サービスを用いた事業変革がみられるよう

になっている。また，単にアナログデータをデジタルデータ化するといったこと

では，事業変革に至らないことが議論されるように，製造業は，情報通信技術

(Information and Communication Technology, 以下 ICT)といった，通信機能を

持つ技術を援用して，製品の稼働データを取得することで，データを活用した解

析・コンサルティングを事業として行うようになる等，ICT の効果により可能と

なったサービス事業の拡張がみられる。製造業の DX にみられる近年の取り組み

と，ICT といったサービス提供のための主要技術の発展によって，サービス化戦

略に取り組む製造業が増えてきている現状が確認できる。 

また，別の理由として，サービスに対するマーケティング的，財務的期待が向

上していることが考えられる。顧客満足やロイヤルティにポジティブな成果をも

たらすというマーケティング的効果の期待(Eggert et al. 2014)や，製品に対して

相対的に利益率が高いということに起因する財務的な効果(Gebauer et al. 2012)

を期待して，サービス化戦略を促進しようとする製造業がみられるようになって

いる。これらのサービスへの期待向上の背景には，サービス化戦略に先進的に取

り組む企業事例を観察できるようになったことも影響しているだろうが，製品の

コモディティ化4から脱却しようとする製造業が，新たな競争優位を獲得するため

の戦略を模索する上で，サービスに焦点を当て始めていると捉えられる。 

しかし，日本国内の製造業のサービス化戦略の取り組み事例においては，成功

事例とされる事例はあまり多くはない現状がある。例えば，株式会社小松製作所

 
3 デジタル・トランスフォーメーション(DX)とは，デジタル技術援用による企業の

事業モデル変革を指す。つまり，企業にとって，従来提供してきた価値を見直し

(Ritter and Lettl 2018)，流通，顧客，サプライヤー，そして提携相手を見直すこと

で，新たな価値を創造し，それに伴う事業の革新を探る活動である(Gambardella 

and MeGahan 2010）。 
4 製品のコモディティ化とは「ある商品カテゴリにおける競合企業聞で，製品の違

いが価格以外にはないと顧客が考えている状態のことを指す」(楠木・阿久津 2006, 

p5)。 
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5のように製造業のサービス化によって，営業利益率を伸ばした企業は多くはない。

ひいては国内の事例のみならず，既存研究において，サービス化戦略に躓き，財政面

が圧迫され，倒産・方針転換した企業も少なくないことが報告されている

(Kowalkowski et al. 2017)。 

また，製造業のサービス化コンソーシアムの実施した第 5 回「日本の製造業 1000

社調査」によれば，回答者全体の約 60％がサービス化の必要性を認識しているもの

の，約 43％はいずれかのサービスも提供できていないことが明らかになっている6。

つまり，製造業のサービス化戦略の取り組みは，成功事例とされるような取り組みが

多くみられないのみならず，その必要性に反して，そもそも現段階では，サービス化

戦略を推進する企業も多くは見られないことが分かる。 

かくして，本論文の研究関心は，なぜ，国内製造業のサービス化戦略の成功事

例にあるような，サービス化が上手い企業がある一方で，サービス化戦略に失敗

してしまう企業があるのか，さらに，サービス化戦略を推進できない，理由はな

ぜか，という点にある。次項にて本論文の目的を説明する。 

 

1.2 本論文の目的 

 本論文の研究関心は，サービス化戦略を上手く推進できる製造業と，サービス

化戦略に失敗してしまう製造業では何が異なるのかという点にある。本研究関心

を踏まえ，既存の製造業のサービス化研究群において，どのような研究潮流に本

論文が依拠するか議論し，本論文の目的を説明する。  

製造業のサービス化に関する初期の既存研究は，収益の向上を目指してサービ

ス化するものの，サービス化が原因で収益を損なってしまう現象を，サービス・

パラドクスと定義する(Gebauer et al. 2005)。サービス・パラドクスに陥ること

は，製造業のサービス化戦略の失敗を意味する。 

サービス・パラドクスに陥る原因は，経営者の認知的な問題により，積極的に

サービス化戦略を推進できないことであるとするのが初期の研究の説明である

(Gebauer et al. 2005, Brax 2005)。経営者の認知的な問題とは，サービスに対す

る成果の期待の小ささ，サービスにより得られる売上が製品事業に比べて相対的

に小さいとする認識，組織構造変革に対する知覚リスクによると説明してきた。

製造業のサービス化研究の初期の研究にみられるように，主として，サービス・

 
5 主に，建設・鉱山機械，ユーティリティ(小型機械)，林業機械，産業機械などの事

業を展開する(https://www.komatsu.jp/ja/aboutus/profile)。 
6 (製造業のサービス化コンソーシアム『第 5 回日本の製造業 1,000 社調査』，2021

年 6 月，https://unit.aist.go.jp/harc/servitization-conso/pdf/210617_tanno.pdf)。 
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パラドクスを克服するために研究を蓄積させてきた。 

しかし，製造業が，サービス・パラドクスに陥る，つまりは，サービス化戦略

に失敗する要因は，経営者の認知的な問題のみで，説明しきることはとは難しい。

そこで，製造業の経営資源や能力について，資源ベース理論を基に，焦点を当て，

サービス・パラドクスの克服を目指す研究として，更なる研究蓄積が進められて

きているのが，製造業のサービス化研究の潮流である。失敗の要因の特定のみな

らず，促進もしくは阻害要因の特定研究として議論が進む。 

本論文は，製造業のサービス化研究において，サービス・パラドクスの克服の

ために，製造業のサービス化戦略の促進もしくは阻害の要因を特定しようとする

研究潮流に位置する。 

本研究潮流では，サービス化のために必要な資源や能力は何かを明らかにする

ことで，製造業がサービス化に成功し，競争優位を獲得する，もしくはサービス

化に失敗し，方針を変更してしまう理由を説明してきた(例えば，Ulaga and 

Reinartz 2011, Storbacka 2011, Santamaría et al. 2012, Barquet et al. 2013, 

Baines and Lightfoot 2013, Visnjic and Van 2013, Alghisi and Saccani 

2015,Salonen and Jaakkola 2015, Sjödin et al. 2016, Friend and Malshe 2016)。 

 一方で，これらの既存研究は，以下に示す 4 つの課題を残している。 

 第一は，既存研究は，既存の資源や能力の再配置を議論の前提としてきたため

に，新たな資源の獲得の視点による促進もしくは阻害要因について，相対的に十

分に掘り下げられていない点である。既存資源や能力の再配置の問題として，製

造業のサービス化戦略を検討することは，組織構造や事業モデルの変革が必要で

あることを強調する既存研究の発見に反し，限界がある。つまり，製造業のサー

ビス化戦略におけるサービス・パラドクスの克服は，既存資源や能力の再配置の

問題であると考えるよりも，サービス化のために新たに必要とする資源や能力の

内部開発の問題であると考えることが自然である。さらに，資源の捉え方は，資

源ベース理論が抱えてきた理論的課題に従えば，有形資源の特定のみならず，無

形資源としての能力の側面をより議論すべきである。これらを踏まえ，製造業が

サービス化のために新たに必要とする無形資源と定義できる，サービス・ケイパ

ビリティについて，さらに取り上げて議論すべきである。  

第二は，資源や能力間の相互依存性や相互作用効果について見落としている点

である(Sjödin et al. 2016)。相互依存性は，例えば Sjödin et al. (2016)が，コンフ

ィギュレーショナルアプローチ(configurational approach)によって，説明を試み

ているが，資源間がもたらすシナジー効果はサービス化の文脈では，あまり議論

されていない。 
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また，ICT は，資源として導入することのみで，直接的に財務的な貢献をもた

らすような資源ではなく，他の資源を活性化させるイネーブラー効果を持つこと

が議論されているが，サービス化を促進させる資源や能力にどのように影響を与

えるのかは研究蓄積がいまだ少ない。サービス事業の実現に ICT が主要な役割を

果たすことは，サービス化研究においても認められつつあるにも関わらず，議論

が多くないことは，課題を残しているといえる。  

第三は，自社外の企業との連携側面や関係性が，サービス化戦略の促進もしく

は阻害要因となる可能性については，議論の余地が残されている。資源ベース理

論に基づく，サービス・パラドクス克服のための，サービス化戦略の促進もしく

は阻害要因を特定する研究潮流においては，主たる資源として，企業内部の資源

を強調してきたが，Barney(1991)の考えに戻れば，企業が関与・管理する資源と

して，サプライヤー，顧客，販売代理店といった製造業にとって取引関係のある

企業との，連携や関係性側面についても，自社固有の資源としてみなすことがで

きる。サプライチェーンの変革が必要とされる製造業のサービス化戦略において，

どのような促進もしくは阻害要因として機能するのか，明らかにされるべきであ

る。また，課題一と合わせて議論すると，資源の再配置の問題として製造業のサ

ービス化戦略を扱うのではなく，新たな資源の獲得の問題として議論すべきであ

ることを既存研究の課題としたが，この場合，新たな資源を自社のみで獲得でき

ない場合には，自社外の企業との連携が重要であるとされることからも，サプラ

イヤー，顧客，販売代理店といった取引関係のある企業との連携，関係性側面に

ついて，更なる議論を必要としていることが分かる。 

第四は，既存研究については，事例研究に基づく記述的(descriptive)な研究蓄積

が多いという点である。これは，過去に何が，なぜ起こったかに焦点を当て，記

述的に，資源と能力の視点で，サービス化戦略を説明してきたためである。一方

で，実務家の関心が強く，サービス・パラドクスの克服の要因特定が望まれるサ

ービス化研究であるにもかかわらず，処方的なメッセージとして，断定し難いた

めに理論的課題として指摘される(Baines et al. 2020)。これは単にサービス化を

促進もしくは阻害する要因としての資源を特定してきた既存研究の課題のみなら

ず，資源ベース理論の残す課題でもあり，課題が共通している(Priem and Butler 

2001)。 

 

以上の既存研究の課題を踏まえ，本論文では，三つの RQ を導出する。 

 

RQ1 サービス・ケイパビリティは，如何なる過程で内部開発されるか？ 
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RQ2 サービス・ケイパビリティは，サービス化を促進するのか。そして促進す

る場合に，ICT はイネーブラーとしての役割を持つのか？ 

RQ3 サプライヤー，顧客，販売代理店との関係性はサービス化に如何に影響す

るのか？ 

 

 研究課題の導出については，四章において，さらに詳細に議論を展開している。 

 

1.3 本論文の構成 

本節では，本論文の全体の構成について説明する。 

本論文は，理論部と分析部の二部より構成される。論文前半，主に二，三章の

理論部では，既存研究のレビューを通して，研究潮流を捉え，上述した残された

理論的課題を明確化することを目的としている。四章では，二章，三章の文献レ

ビューを基に，研究課題についてまとめる。 

論文後半，主に五，六，七章の分析部では，理論部を基に，四章にて導出され

たる三つの理論的な研究課題について，四つの調査を通して，説明を試みること

を目的としている。 

次にそれぞれの章について具体的に説明する。 

理論部，第二章は，製造業のサービス化戦略に関するレビュー部である。本論

文で取り上げる戦略である，製造業のサービス化戦略についての研究蓄積を整理

することを目的としている。本論文の主たる関心である，製造業のサービス化戦

略について，これまでの研究蓄積についてまとめ，製造業のサービス化研究にお

ける既存研究がサービス化戦略を如何に捉えてきたか，本論文は如何に位置づけ

られるかを明らかにすることを目的とする。 

理論部，第三章は， 資源ベース理論に関するレビュー部である。資源ベース理

論が，理論として確立するまでの変遷を辿り，その論理の骨子について理解する

ことで，現代に残された理論的課題を明らかにすることを目的とする。また，本

論文が依拠する，製造業のサービス化戦略の既存研究は，資源ベース理論を用い

ているが，資源が重要であると説明する論理構造について，また資源とは何を意

味するかについて，説明力を欠く場合が多い。対して本論部では，資源ベース理

論が資源をどのようにみなしてきたか，歴史的な変遷を基にその本質を整理する

ことで，資源ベース理論に依拠する意味をより丁寧に議論できると考え，理論部

として三章にまとめる。 

第四章は，理論部を踏まえ，本論文が扱う理論的研究課題を導出する。 

分析部，第五章は，RQ1 である「サービス・ケイパビリティは，如何なる過程
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で内部開発されるか？」について検討するための分析部である。本章では，調査

1「サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力とサービス化志向の内部

開発過程の検討」を行っている。調査 1 は，三菱電機株式会社への半構造化イン

タビュー調査と社内質問紙調査の結果を用いて，サービス・ケイパビリティが如

何に内部開発されるかについて議論する。 

分析部，第六章は，RQ2 である「サービス・ケイパ ビリティがサービス化を

促進する場合に，ICT はイネーブラーとしての役割を持つのか？」について検討

するための分析部である。本章では，調査 2「ICT が製造業のサービス化に与え

るイネーブラー効果の検討」を行っている。調査 2 は，東京証券取引所に属する

4 業種，117 社のデータを分析し，実証した結果を用いて，サービス・ケイパビリ

ティがサービス化を促進する場合に，ICT は如何に影響するのかについて議論す

る。 

分析部，第七章は，RQ3 である「サプライヤー，顧客，販売代理店との関係性

はサービス化に如何に影響するのか？」について検討するための分析部である。

本章では，調査 3「サプライヤーや顧客との企業間取引関係が製造業のサービス

化に与える影響の検討」及び調査 4「販売代理店の企業間関係が製造業のサービ

ス化に与える影響の検討」を行っている。調査 3 は，サプライヤーや顧客との取

引関係が製造業のサービス化に如何に影響するかを実証分析したものであり，調

査 4 は代理店との関係性強化や教育活動が製造業のサービス化に如何に影響する

か，A 社のヒアリング調査によって検討したものである。 
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2  製造業のサービス化戦略 

2.1  はじめに 

第二章では，製造業のサービス化研究の理論的背景について説明を行う。 

製造業のサービス化研究は，Vandermerwe and Rada (1988)が製品とサービス

とのバンドル化7の概念を「Servitiation」(サービタイゼーション)と確立した事に

端を発する。 

初期の研究では，製品とサービスとが統合されて提供される戦略に対して，そ

の統合形態を類型することを目的とした議論が盛んにみられる。それは一つの理

由に，システム販売(Mattsson 1973)といった，製造業がサービスを扱うような既

存戦略と如何に異なるかを説明する必要があったためである。製品とサービスの

「統合」を強調するサービタイゼーションは，単に製造業がサービスを扱うこと

のみを意味しない8。製造業が，新たな競争優位の源泉をサービスに求め，製品と

サービスとを統合して販売しようとするために組織の能力とプロセスを変革する

ことが製造業のサービス化戦略である(Baines et al. 2009)。 

製品とサービスの統合形態の類型を基に，サービス化を如何に定義するかにつ

いて議論してきた初期の研究を踏まえ，研究関心はサービス化を達成するために

重要な資源や能力の特定へと展開される。それは，サービス化を実行しても収益

を上げることができないことを意味するサービス・パラドクスの現象(Gebauer et 

al. 2005)を克服するには，如何なる資源や能力が必要であるか明らかにする必要

があったためである。かくして，製造業のサービス化研究においては，どのよう

にサービス・パラドクスを克服するかを重要な理論的課題として扱ってきた。 

本章では，製造業のサービス化研究の理論的背景について，研究の変遷を整理

し，残された研究課題，本論文の立ち位置を明らかにする。 

以下に，論点の明確化のために各節の記述内容について整理する。 

二節では，製造業のサービス化戦略とは何であるかについて，サービス化の定

義，基本概念と統合形態の類型，その段階性について整理する。 

三節では，製造業のサービス化戦略の基本的な前提を踏まえ，サービス化戦略

の意義について，サービス化の背景，サービス化の目的と効果，サービス・パラ

ドクスについて整理する。 

四節では，サービス化戦略の意義を踏まえ，製造業のサービス化研究と資源の

 
7 バンドル(bundles)は，ここでは組み合わせを意味する。 
8 製造業が事業多角化戦略の一部として，製品と関連の無いサービス事業に取り組

むことはサービス化戦略とは 
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関係について整理する。 

五節では，製造業のサービス化研究と ICT の関係について整理する。 

六節では，製造業のサービス化研究と企業間関係について整理する。 

 

2.2  製造業のサービス化戦略とは 

2.2.1  製造業のサービス化戦略の定義 

 本項では，製造業のサービス化戦略が如何に定義されるかについてまとめ，本

論文において，製造業のサービス化戦略を如何に定義するかについて説明する。 

製造業のサービス化研究は，Vandermerwe and Rada (1988)における「製品と

サービスとのバンドル化」概念に端を発する。Vandermerwe and Rada (1988)は，

製造業のサービス化戦略を「Servitization」9という概念として確立し，「コア製

品の提供に価値を付随するために，製品やサービスをバンドル化して，もしくは

パッケージとして統合的に提供することを増加させること」と定義する。製造業

が，自らの主力製品に対して，サービスを統合することで付加価値を与えるその

プロセスが，「Servitization」 である(Vandermerwe and Rada 1988)。 

それ以降，製造業のサービス化戦略においては，とりわけ，オペレーション・

マネジメント分野で研究が蓄積されてきた。 

一方で，サービス化戦略の定義に重要な影響を与えたのは，「プロダクト・サー

ビス・システム」(Product Service System，以下 PSS)の考え方である。PSS は，

「従来の事業モデルと比較して，競争力があり，顧客のニーズを満たし，環境へ

の影響が少ないように設計された，製品，サービス，サポートネットワーク，イ

ンフラシステムである」と定義される(Mont 2002, p.238)。これは，持続可能性

や環境負荷への対応(Mont 2002)，と競争優位の確立を両立させることに焦点が

ある(Tukker 2015)。そして，製品の機能や価値の提供を重視する考え方として議

論される。ここでの製品の機能面に着目したサービスは，パフォーマンスベース・

サービスと呼ばれる。パフォーマンスベース・サービスは，製品自体の販売によ

らず，製品がその機能により生み出す成果自体を利用したサービス提供のことを

指す(Tukker 2004)。PSS には，事業と持続可能性の関係についての研究蓄積が，

背後にあり，資源の効率的な利用と循環型社会の実現のためには，製品の機能面

に着目したサービス提供が最も効果的であるという主張である(Tukker 2015)。 

Baines et al. (2009)は，ここまでの議論を踏まえ，さらに，サービス化に取り

組む製造業にとっては，既存の組織形態や業務プロセスに抜本的な変革が必要と

 
9 本論文では，Servitization は，サービス化と同義として扱う。 
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されることを踏まえ，PSS の定義を修正する。PSS とは，「製品を販売すること

から製品とサービスとを統合して販売することへのシフトに関する組織の能力と

プロセスのイノベーションである」と定義される(Baines et al. 2009, p.555)。 

本論文では，Baines et al. (2009)の定義を採用する。それは，製造業のサービ

ス化戦略を，製品の機能や価値を中心としたサービス提供によって事業を変化さ

せることへの移行とみなす前提と，それによって変更される組織のプロセスや新

たに必要とされる能力を重視すべきとの見方に依拠するためである。 

その一方で，製品とサービスの統合の戦略は，他にも，実に多様な概念によっ

て議論されてきた(Fliess and Lexutt 2017)。次項では，製造業のサービス化戦略

を説明する他の概念についてまとめる。 

 

2.2.2  製造業のサービス化戦略の基本概念 

本項では製造業のサービス化における，その他の概念についての定義とその考

え方について説明する。これは，前項を踏まえ，定義の変遷に影響したと考えら

れる，類似概念は，それぞれの焦点により，どのように議論が分かれているかを

明らかにするためである。 

「サービス・トランジッション」(Service transition)は，ハードウェアに設置

や保守運用サービスを併せて提供するといった，製品に付帯的なサービスから，

顧客の業務をサポートする，顧客志向型のサービスへの移行過程として捉える考

え方である(Oliva and Kallenberg 2003)。彼らは，工作・産業機械製造業 11 社を

対象とした調査を行い，純粋なサービス・プロバイダ(pure service provider)への

変容プロセスを，製品・サービス連続体(the product-service continuum)として，

初めてモデル化した。サービス・プロバイダは，サービスのみを提供する企業を

指す。これは，サービス化戦略を，段階的な移行モデルとして捉える視座を与え

た貢献が大きいと考えられる。サービス化における段階性については，別項にま

とめる。また，「サービス・インフュージョン」(Service infusion)は，製造業が純

粋なサービス・プロバイダに変化していくプロセスに注目している(Kowalkowski 

et al. 2012)。10 

「ハイブリット・ソリューション」は，「革新的な提供のための製品とサービス

の組み合わせ」と定義される(Shankar et al. 2009,p.95)。これは，有形の製品と

無形のサービスを組み合わせて顧客の価値を高めることの重要性を強調する考え

 
10 Servitization と同義とみなされることが多い。 
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方である(Ulaga and Reinartz 2011)11。 

「統合型ソリューション」(Integrated solution)は，「顧客の事業システムにお

ける特定の機能やタスクに関連した顧客のニーズを満たすために，物理的な製品，

サービス，情報がシームレスに組み合わされ，それぞれが単独で提供するよりも

高い価値を持つものであり，長期的な視点に立ち，提供者自身が，顧客の事業シ

ステムの一部として統合され，顧客にとってのトータルコストを最適化すること

を目的としたものである」と定義される(Brax and Jonsson 2009,p. 541)。ここで

のソリューションは，(1)顧客の要求を理解した上で構築され，(2)顧客の活動や事

業プロセスに沿ってカスタマイズされ，(3)アウトプットベースのパフォーマンス

契約の形をとり，(4)導入後サポートを提供するものである(Tuli et al. 2007)。製

造業のサービス化におけるソリューションは，一般的な課題解決のみを意味する

ソリューションとは異なり，製品やサービスがシームレスに統合され，顧客のニ

ーズを満たすことに主眼がある考え方である。 

初期の先行研究における関心は，製造業のサービス化における統合形態を概念

的に類型化することと，そうした製造業がサービス化する事業の形態の移行過程

に集中してきたことが分かる。次項では，製造業のサービス化における統合形態

の類型についてまとめ，次に Oliva and Kallenberg (2003)の製品・サービス連続

体モデルを取り上げ，サービス化の段階性についてまとめる。 

 

2.2.3  製造業のサービス化戦略における統合形態 

 本項では，製造業のサービス化における，製品とサービスの統合形態の類型化

に関する議論をまとめ，統合形態を如何にみなすことができるか説明する。これ

は，製造業がサービスを扱う既存戦略と如何に異なるかを理解するために整理す

る。 

 製造業のサービス化研究においては，製品とサービスの統合形態の類型化議論

が盛んに行われてきた。統合形態を類型する類型軸は，製品主体のロジック(Good 

dominant logic) か，サービス主体のロジック(Service dominant logic)かといっ

た主体を焦点とした軸や，サービスの特性を基に，如何なる価値を顧客に提供す

るかという提供される結果に注目する軸などである。 

 
11 Ulaga and Reinartz (2011)に依れば，「ハイブリット・ソリューション」は，

Shankar らが学会報告にて提示していた「ハイブリット・オファリング」の概念を

よりシンプルに表現したものである。ハイブリット・オファリングは，一つ以上の

商品と，一つ以上のサービスを組み合わせて提供することで，商品とサービスが

別々に提供される場合よりも多くの顧客利益を創出することであると定義される。 
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製品サポート型サービスと (Service Supporting Products，以下 SSPs) と顧客

活動サポート型サービス (Service Supporting Client activities， 以下 SSCs)の

類型は顧客の観点かつ製品中心のパラダイム(Goods-focused paradigm)の基で類

型されており，二つのクラスのサービスに分類される考え方である(Mathieu 

2001)。 

SSPs は，製品の稼働自体を保証するサービスを指し，具体的には，製品につい

てのホットラインを設置することや，その製品のメンテナンス12を行うことを示

す。これは，製造業が伝統的にサービスメニューとして提供してきた，基本的な

サービスである，インダストリアル・サービス13の概念として古くより議論され

てきた(Homburg and Garbe 1999, Raddats and Easingwood 2010)14。 

SSPs は伝統的に製造業が製品の販売に伴い，付随的なサービスとして提供し

てきたものであるのに対し，SSCs は，製造業が顧客の事業プロセスに積極的に

関与するサービスとして，SSPs に対比的に捉える。具体的には，顧客の事業に関

与するコンサルティング・サービスなどが挙げられる。この SSPs と SSCs の二

類型は，製造業のサービス化において受け入れられ，特に実証研究では広く用い

られる類型である(例えば，Eggert et al. 2014)。 

Baines and Lightfoot (2013)は，サービスの事業上の取引形態，運用及び管理

の観点からサービス類型を行い，基本サービス(base service)，中間サービス

(intermediate service)，アドバンスト・サービス(advanced service)と三つのクラ

スに分類した。基本サービスは，設置，スペアパーツの提供などのサービス，中

間サービスは，メンテナンス，技術サポートなどのサービス，アドバンスト・サ

ービスは，定期契約型のサービスなどとされる。具体的には，アドバンスト・サ

ービスという概念は，有形財と無形財を組み合わせ，顧客の事業課題を解決しよ

うとするソリューションである，つまりは統合されたサービス形態を指す

( Lightfoot and Baines 2013)。これは，複雑な価値提案方法である（Cusumano 

 
12 メンテナンスについては，戦略によってそのアプローチが異なり，その内の一つ

は機械の故障後に機器を完全に機能するように復元するという目標のために使用さ

れるサービスとして，事後対応型メンテナンス(reactive maintenance)またはオンコ

ールサービスと分けられる(Swanson 2001)。 
13 インダストリアル・サービスは，生産財取引において提供されるサービスを指す

(Jackson and Cooper 1988)。初期の研究では，サービスの提供が製品販売の前，販

売中，後のいずれかであるかといった視点で分別される(Homburg and Garbe 

1999)。  
14 メンテナンスと製品付帯型サービスの関係を補足すれば，メンテナンスは製品付

帯型サービスの概念に包含されるが，製品付帯型サービスはメンテナンスのみを指

すわけではない。 
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et al. 2015）。一方で，産業界で用いられるソリューションという概念の意味す

ることとは，異なることに注意しなければならない15。 

Ulaga and Reinartz (2011)は，インダストリアル・サービス (Industrial 

services)の分類法を基に，サービスを 4 分類の枠組みで捉えた。 一軸は Mathieu 

(2001)の SSPs と SSCs の分類に対応し，サービスの対象を捉え，二軸は，サー

ビスがインプットベースであるかアウトプットベースであるかによって類型した。

すなわち，サービスに対して，実行を約束するものか，それともパフォーマンス

を約束するものかといった，それぞれの目的の相違に焦点を当て類型されている。

先述したような，基本及び中間サービスはインプットベースとされ，アドバンス

ト・サービスはアウトプットベースとして分類できる(Raddats and Kowalkowski 

2014)。また，Windahl and Lakemond (2010)は，SSPs と SSCs の二分類の考え

方に，機器の所有権の視点を加え，類型を行っている。 

近年の製品とサービス統合形態の類型化議論では，IoT(Internet of things，以

下 IoT)利用程度との関係の視点によるサービスの類型も行われている

(Suppatvech et al. 2019)16。IoT はセンシング，通信，データ収集を含む様々な

目的のために物理的な相互接続を生む上で欠かせないようになっており(Asthon 

2009)，サービスを設計する上でも顧客データの収集やインターネットとの接続

によるリモート操作等の重要性は指摘されており，欠かせない技術である。IoT の

利用程度との関連でサービスを類型している。 

以上のように，既存研究はいくつかの分類軸を用いて，製品とサービスの統合

形態を類型化してきた。次項では，製造業のサービス化における製品とサービス

の統合形態の類型を踏まえて，サービス化戦略において，主流とされるサービス

化の段階性の考え方について，Oliva and Kallenberg (2003)の製品・サービス連

続体モデルを中心に取り上げ，まとめる。 

 

 
15 ソリューションという概念は，顧客のオペレーション上の課題に対して，製品や

サービスを組み合わせて解決することを指している(Windahl and Lakemond 

2010)。ここでは，課題解決の意味が強調される。一方で，製造業のサービス化での

製品とサービスの統合を表すアドバンスト・サービスは，製造業としての「統合」

が強調され，産業界におけるソリューションとは区別される。また，「システム販

売」(Mattsson 1973）や「ソリューション販売」(Doster and Roegner 2000）の概

念とも異なる。 
16 IoT は，機器を接続して製品の状態を提供し，サービスを提供するために予測を

行う技術の総称として定義される(Li et al. 2018, Hofmann and Rüsch 2017)。 
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2.2.4  製造業のサービス化戦略の段階性 

 本項では，サービス化の段階性の考え方について，Oliva and Kallenberg (2003)

の製品・サービス連続体モデルを中心に取り上げ説明する。これは，サービス化

戦略を如何にみなすかを決定する重要な論点であるために整理する。 

Oliva and Kallenberg (2003)は，純粋なサービス・プロバイダへの変容プロセ

スを，製品・サービス連続体として，モデル化した。これは，サービス化を移行

プロセスとして捉えたこと，その段階性を議論したことが重要である。図 1 はそ

のモデルを示している。製品の相対的な重要度が高い段階においては，サービス

が製品にアドオン(add on)される状態であり，サービスの相対的な重要度が高い

状態は，製品がサービスにアドオンされる状態であるとみなされる。設置ベース

(Installed base)のサービスを起点として，サービスの相対的な重要度を高めてい

く場合には，現在のポジションから，目指すべきポジションに向かって，モデル

に基づく右方向に移行しながら，その段階を進めることであると説明される。 

 

 

図 1  製品・サービス連続体(Oliva and Kallenberg (2003)より，筆者訳) 

 

 Tukker (2004)は，Oliva and Kallenberg (2003)の提示した段階性に依拠し，製

品志向(Product-oriented)，使用志向(Use-oriented)，結果志向(Result-oriented)

の段階を提示した。製品志向の段階では，企業は製品販売に焦点があり，サービ

スを製品にアドオンして提供する段階である。その場合のサービスは，製造業に

とって伝統的なサービスである保守・故障修理，機械設備設置，部品交換等の製

品に関連するサービス（Product-related service）である。使用志向段階では，顧

客は製品そのものではなく，製品の機能を求めることに焦点があり，必ずしも所

有することが重要であるとみなさない。この段階では，製造業は顧客要望に対応

する形で，製品のリース，シェアリング等のサービス提供を行う必要性を示唆し

た。結果志向の段階では，製造業は顧客に対してもたらされる結果をサービスと

して提供する。これは，Ulaga and Reinartz (2011)らの類型に従えば，アウトプ

ットベースのサービスの提供を行う段階である。 
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また，Neely（2008）は，統合志向（Integration-oriented），サービス志向

（Service-oriented）の段階を議論する。統合志向の段階とは，製造業が川下へ垂

直統合を行い，製品付帯型サービスを事業として取り込み，サービス提供をする

準備を行う段階である。サービス志向の段階とは，製品とサービスが一体化され

て提供される段階である。ここでは，製品とサービスが一体化されていることが，

顧客価値を実現することを事例より示唆した。 

近年では，より細分化されたサービス事業モデルの類型化と段階的移行が議論

されている。先述した，Baines and Lightfoot (2013) の研究においては，基 本

サービス，中間サービス，アドバンスト・サービスと３つのクラスのサービスに

分類されると説明したが，そこでは，段階性が導入され議論されていることが分

かる。彼らは，事例分析を通して，基本サービスよりも中間サービス，中間サー

ビスよりもアドバンスト・サービスへと，サービス化は段階的に移行することを

示唆している。 

本論文では，これらの既存研究に依拠し，製造業のサービス化戦略は，段階的

に移行する戦略であるとみなす。 

 段階的サービス移行モデルの議論がある一方で，コンフィギュレーショナルア

プローチ(configurational approach)をとり，製造業にとって，サービス化を進め

ることを段階的な移行ではなく，企業の戦略とサービス事業との組み合わせとし

て議論する研究潮流もある(Lexutt 2020)。サービス化の促進要因を戦略的視点か

ら，環境と自社資源との組み合わせとみなす議論においては，属する環境におけ

る企業がとりうるべき最適なサービス提供の形が選択されることが目標となる。 

 

2.3 製造業のサービス化戦略の意義 

2.3.1  製造業のサービス化戦略の背景と目的 

 本項では，製造業のサービス化戦略がなぜ必要とされてきたかについてその背

景と目的を説明する。 

多くの製造業にとって，高性能・高機能製品の開発といった定石が，競争優位

の源泉とならない状況がみられる(Oliva and Kallenberg 2003)。その原因の一つ

は，製品のコモディティ化現象である。製品のコモディティ化によって，同じ製

品セグメント内では，差別化することができなくなり，製品の属性の差はないと

みなされ，差別化を達成できない製品は，価格競争に巻き込まれてしまう。そし

て，価格によって製品が選択されるかつ，製品選択の変更が容易な場合には，製

造業の利益率は下落していく。 

そこで，製造業のサービス化戦略は，製品のコモディティ化に対抗するための
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手段として，求められてきた背景がある(Kowalkowski et al. 2017)。 

製品のコモディティ化への対応策となり得る理由としては，一つは，製造業に

とって，製品よりもサービスの方が利益率は高いことが考えられる(Gebauer et 

al. 2005, Khanra et al. 2021)。Kowalkowski and Ulaga (2017)に依れば，Henkel 

et al.(2004)が示したように，サービスから得られる利益は，製品事業から得られ

る利益の 2 倍から 5 倍になる。例えば，Kowalkowski et al. (2017)に依れば，エ

レベーター業界では，オーチス(Otis)やコネ(Kone) 17などの企業は，新品の機器の

利益率が約 10％であるのに対し，保守サービスの利益率は 25％から 35％に達す

る。製品と相対的にサービスは利益率が高いことを理由に，コモディティ化の対

策として製造業のサービス化戦略が必要とされてきた背景がある。 

製造業のサービス化戦略が必要とされる他の理由として，顧客からの要望があ

る。顧客は，製品に付随する製品サービスの品揃えを期待する(Kowalkowski et 

al. 2017)。製品の基本的な保守サービスのみならず，生産性向上の支援も期待す

るようになる。これらの顧客のサービスへの期待の変化は，製造業がサービス化

戦略を推進する背景の一つに考えられる。 

他に，製造業にとって，サービス化戦略が求められてきたのは，地球環境保全

にとって貢献するためであるといいった背景が考えられる(Baines and Lightfoot 

2013)。サービスを強化することによって，顧客企業の生産の効率性を改善したり，

そもそも製品から得られる効果をサービスとして提供することで製品の生産数を

減らしたりすることにより，環境負荷を低減させることができる。単にサービス

の利益率が良いことやマーケティング的効果があることのみが，サービス化戦略

が注目されている理由ではない。これは，Tukker et al. (2015)が議論してきたよ

うに，資源の効率的な利用と事業の持続可能性を求める PSS の分野において特

に，研究を蓄積してきている。製造業に，持続可能な開発が求められていること

に起因する。 

 

2.3.2  製造業のサービス化戦略の効果 

 本項では，製造業のサービス化の効果について説明する。 

製造業がサービス化戦略を推進することが，企業パフォーマンスにいかに影響

を与えるかについては，収益(Antioco et al. 2008, Malleret 2006) ，企業価値

(Fang et al. 2008)，利益(Eggert et al. 2015, RuizAlba et al. 2019)に正の影響を

 
17 Otis Elevator Company はアメリカにある昇降機製造業。KONE Corporation

は，フィンランドに本社を置く昇降機製造業。 
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与えることが先行研究の実証において明らかになってきており，財務的パフォー

マンスに対しては，概ねプラスの影響を与えることが実証されてきている(Fliess 

and Lexutt 2017, Lexutt 2020)。 

ただし，利益に対しては製品に付帯的なサービスの提供のみでは影響がないと

され，顧客の活動をサポートするより高度なサービスを提供する場合において正

の影響があるということが明らかにされている。つまり，サービス化により収益

は増えるが，利益率が向上するとは限らないことが強調される(Eggert et al. 2011, 

Suarez et al. 2013)。例えば，高度なサービスとしてのソリューション提供は，サ

プライヤーの販売能力，バイヤーとの関係に影響を受け，ソリューションサービ

スは利益率を高めることが明らかにされている(Worm et al. 2017)。すなわち，サ

ービス化戦略についてはサービス化戦略を推進すれば業績が向上するといった，

直接的な関係で論じられるものではなく，複数のモデレーター(moderators)に依

存する非線形関係で存在する(Kohtamaki et al. 2020)。 

つまり，製造業がサービス化する際の前提条件や，媒介要因についての考慮が

必要ということになる。さらに，先行研究において製品に付帯的なサービスの提

供のみでは利益に直接的な影響がないとの結果が示されたことは，より高度なサ

ービス提供への関心を高めることになっている。 

また，マーケティング的効果として，顧客満足やロイヤルティにもポジティブ

な成果をもたらすという効果がある(Eggert et al. 2014)。サービス契約は，製品

の単一の取引と異なり，長期的な契約となる場合が多く，顧客との関係性が長期

化することが一つの理由に考えられる(Kohtamaki et al. 2020)。企業ブランドに

与えるポジティブな効果も効果として議論されている(Davis et al. 2008)。 

一方で，サービス化のための組織構造の変革や競争状況の変化が企業の倒産要

因にもなる可能性について検証した研究がある(Benedettini et al. 2015)。長期的

にサービスに投資することができる製造業のみ，業績向上につながるとされてい

る(Visnjic et al. 2016)。具体的には，サービス収益が全体収益の 20%から 30%の

間に位置するクリティカルマスに達する必要があり，その時点に達すると加速的

に財務的パフォーマンスに対して，正の影響を与えるという結果が得られている

(Fang et al. 2008)。 

製造業のサービス化の効果として，財務的パフォーマンスに対して，複数の条

件はあるものの，おおむね正の影響を与えることが明らかにされており，サービ

ス提供による顧客との関係性構築がマーケティング的パフォーマンスにも正の影

響を与えることが明らかにされてきた。 
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2.3.3  製造業のサービス化戦略におけるサービス・パラドクス 

本項では，サービス・パラドクスについて説明する。これは，本論文の主たる

目的である，サービス・パラドクスの克服について議論する上で，なぜサービス・

パラドクスは発生するのかというメカニズムを明らかにするためである。 

製造業のサービス化戦略は業績に対して，おおむね正の影響を与えることが明

らかにされつつある一方で，現実的にはサービス化を実行しても収益を上げるこ

とができないことも多い。製造業のサービス化研究では，なぜそういった現象が

起きるのかを，その現象をサービス・パラドクスと概念化し，発生のメカニズム

を議論してきた。 

サービス・パラドクスは，収益の向上を目指してサービス化するものの，サー

ビス化が原因で収益を損なってしまうことであると定義される(Gebauer et al. 

2005)。図 2 に示すように，事業としてサービス化戦略を推進しようとする場合

には，組織の変革のための投資やサービス開発・提供のための投資が必要になる。

一方で，投資を重ねていくにも関わらず，収益のほとんどが既存の製品事業に依

存した状態が変化せず，サービス事業から得られる収益も大きくならない状況が

あり，その状況が継続することで，投資を回収することもままならず，収益を損

なってしまう。 

既存研究は，サービス・パラドクスの原因を，経営層のサービス化戦略に対す

る認識による問題であると議論してきた。そしてそれは，主として，製品中心的

な思考にとらわれていることが原因である。 

第一の理由に，経営者は，サービスによって得られる成果への期待が高くない

ために，サービス化を積極的に推進しようとせず，中途半端な投資や変更によっ

て，ネガティブな結果を招いてしまっていることがある。それは，既存の製品事

業により培った，良い製品を作ることが重要であるとの認識が，強調され，サー

ビスにより，顧客を獲得し，収益を上げていくことが可能であるとの認識が弱い。 

第二の理由に，サービスにより受け取る成果が製品事業に相対的に低いもので

あると見積もるがゆえに，サービス化を推進しようとしないことがある。これは，

製品事業の売上高に比べれば，相対的にサービス事業の売上高は大きくないと認

識してしまう。一製品の単価が高額な製品事業であった場合にはより一層強くそ

の認識が強調される。 

第三の理由に，リスクを高く認識するためにサービス化を推進しようとしない

ことが挙げられる。つまり，サービス化戦略は，多くの点で変革が必要であるが，

その成功確率は低いと認識する。 

これらは，サービス・パラドクスの原因として議論されてきたが，経営層の行
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動は模範であり，また，サービス化に対する認識は企業の行動指針に影響を与え

るため，重要であるとの前提がある。そして，どのようにこのパラドクスを克服

するかは，製造業のサービス化研究において重要な課題として取り上げられてき

た。つまりは，サービス化に必要な資源としての組織構造やサービス組織，能力

としてのサービス・ケイパビリティの特定が求められてきた理由は，サービス・

パラドクスに陥ることから逃れるためである。しかしながら，サービス・パラド

クスの要因は上述した理由のみで解明しておらず，サービス化戦略を促進もしく

は阻害する要因の特定が求められる。 

 

 

図 2 サービス・パラドクスの説明(Geabauer et al. (2005)より，筆者作成) 

 

2.4  製造業のサービス化戦略の議論展開 

2.4.1  製造業のサービス化戦略の議論展開 

 本項では，製造業サービス化戦略の議論展開を捉えることで，製造業のサービ

ス化研究の全体像を俯瞰する。 

 本論文のここまでの議論では，主として製造業のサービス化戦略の定義の変遷，

製品とサービスが統合された形態に対する考え方の変遷，サービス化戦略の意義

と効果についてを，サービス化戦略の研究潮流として，まとめてきた。これらの

研究潮流は，製造業のサービス化戦略の研究領域を設定するために，また，なぜ

製造業がサービス化戦略を採用すべきなのかを説明するために時間を割いてきた

(Gebauer and Saul 2014)。また，初期の研究に限らず，製造業が製品にサービス

を統合する戦略について，多くの既存研究が，概念定義や概念間の関係を慎重に

議論する研究が多いことは，製造業のサービス化研究群において，統一された枠

組みを共有しておらず，また，明確な類型化がなされていないことによる現象の

整理の困難さによるものである(Gebauer et al. 2016)。これは，製造業のサービ

ス化戦略の既存研究の特徴である。 
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製造業のサービス化戦略に関連する研究課題及び研究領域は，実に多様である。

まず，研究課題について整理する。Raddats et al.(2019)に依れば，製造業のサー

ビス化戦略における研究課題は，5 つの視点に大別できる。第一は，「サービス提

供」である。サービス化の詳細な定義とサービスの類型を目的とした研究群であ

る。第二は，「戦略と構造」である。サービス化戦略は，製造業において如何なる

影響があり，如何に戦略として競争優位の獲得を実現するか，また，サービス化

戦略を推進する組織構造として，最適な組織構造とは如何なるものか議論してき

た。第三は，「モチベーションとパフォーマンス」である。製造業のサービス化戦

略が必要とされる理由や背景と，達成すると得られる効果について議論してきた。

第四は，「資源と能力」である。製造業のサービス化戦略を促進もしくは阻害する

要因を資源と能力の観点で議論する研究課題である。最後は，「サービス開発，営

業，デリバリー」である。製造業のサービス開発過程や，顧客との接点について

議論する。 

他に，Khanra et al.(2021)は，既存の製造業のサービス化研究に対して，ビブ

リオメトリクス分析(Bibliometric analysis)を行い，引用関係を基に既存研究の特

徴を明らかにした。ここでは，4 つの研究課題に大別できる。第一は，「企業の組

織能力」，第二は，「顧客関与」，第三は，「事業モデル」，第四は，「多次元の移行

推進」である。第四の視点は，企業視点，顧客視点問わず，包括的にサービス化

戦略を推進しようとするために発生する課題について扱う。 

これらの研究課題に対して，複数の研究領域が関連していることが，製造業の

サービス化研究の特徴であると整理できる。オペレーション・マネジメント分野，

PSS 分野，サービス・マネジメント分野では，製造業主体の視点で，設計・生産・

開発，組織変更・管理における問題を企業内部的視点で扱う。また，企業外部的

環境の視点では，DX にみられるような技術革新や産業のサービス産業化の影響

を製造業のサービス化戦略の文脈で議論する。  

対して，主としてサービス・マーケティング分野では，顧客主体の視点で，顧

客の使用価値の文脈や共創の概念より製造業のサービス化戦略を議論する。マー

ケティング領域における，サービス・ドミナント・ロジック(以下，SDL)(Vargo 

and Lusch 2004)に基づいて議論される。 

製造業のサービス化戦略において，統一された枠組みが提示されない背景には，

これらの研究領域が個別に，それぞれの背景により製造業のサービス化戦略を捉

えようとする複雑さによる(Gebauer et al. 2016)。本論文では，製造業主体の視

点に立ち，資源と能力を捉えようとすることで，製造業のサービス化戦略にアプ

ローチする。対して，顧客主体の視点としての，サービス・マーケティングの視
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点は本論の範囲ではない。 

  

2.5  製造業のサービス化戦略と有形資源 

2.5.1  製造業のサービス化戦略と有形資源 

 本節では，製造業のサービス化戦略と資源の関係について説明する。まず，製

造業のサービス化戦略と経営資源の関係における全体像を俯瞰的に捉え，如何な

る資源が製造業のサービス化戦略において議論されてきたかを明らかにする。そ

して，本論における主要な概念について，次項以降にまとめる。また，本節と次

節では，製造業がサービス化のために必要とする資源について，有形資源と無形

資源としての能力の観点に分けて整理する。 

 製造業がサービス化のために必要とする有形資源は，主として人的資源，組織

構造やサービス提供のための組織，ICT 資源，成果指標等が挙げられる。 

人的資源については，製造業がサービス化を推進する上で，採用基準，人員配

置，教育方針をサービス提供に沿った形で変更せざるを得ないことが議論されて

いる。採用基準及び人員配置については，サービス化に最適な採用と配置選択が

求められる(Johnstone et al. 2014)。つまり，製造業がサービス化戦略を推進する

上では，サービスの提供者を新しく採用するのか，既存の人員を移動させるのか

の判断が求められることになる。また，配置選択についても，新たに顧客情報の

窓口となる人員を配置する必要があり（Santamaría et al. 2012），営業職におい

ても既存製品の販売とは異なるスキルがサービスの販売によって求められる

(Reinartz and Ulaga 2008, Ulaga and Reinartz 2011)。人員配置に影響がある

ために，社内の階層的関係性にとっても何らかの変化があることが指摘される

(Mathieu 2001)。そして，これらの人的資源の変更にコミットできるシニアマネ

ジャーが必要とされる（Alghisi and Saccani 2015）。人的資源については総じて，

人材管理面においても，サービス化を組織的に推進しようとする姿勢は，サービ

ス化のために必要な資源となる(Homburg et al. 2003)。 

次に，サービス化戦略を推進する上では，新たな組織構造やサービス組織が資

源として重要になる。製造業のサービス化戦略において，組織構造の変化を扱う

研究の中心的命題は，どのような組織構造であれば，サービス化が推進できるの

かという点である(Gebauer 2010，Raddats and Easingwood 2010)。製品の製造・

販売を主たる目的としてきた製造業の組織構造は，サービス提供に適したもので

はない場合があるとの見解が議論されてきており，如何なる変更が必要かについ

て研究蓄積がある。製造業のサービス化戦略と組織の関係は，次項にてまとめる。 

次に，ICT 資源は，製造業のサービス化戦略において，極めて重要な資源であ
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るとみなされる(Baines and Lightfoot 2013, 西岡・南 2017)。ICT 資源の導入

が，サービス事業の実現を可能にしていると考えることができるが，ICT 資源は

資源そのものの保有が競争優位を生むと考えるよりも，資源を活性化する資源で

あると考えることができる。この ICT 資源のもつイネーブラー効果について，製

造業のサービス化戦略でどのように議論が進んできたのかについて，次節にてま

とめる。 

製造業のサービス化戦略と有形資源について俯瞰的に捉えると，有形資源とし

ての，人的資源，組織構造やサービス提供のための組織，ICT 資源が主として議

論されてきていることが分かる。 

  

2.5.2  製造業のサービス化戦略と組織  

本項では，製造業のサービス化と組織の関係について説明する。これは，サー

ビス化のために必要な有形資源として，組織構造やサービス組織の側面において

のこれまでの議論をまとめるためである。 

まず，既存研究の議論前提は，これまで製品に焦点を当てていた組織のすべて

の要素はサービス化による影響を受けると考えられるとするところにある。なぜ

なら，製品とサービスには本質的な違いがあるためである(Baines et al. 2009)。

つまり，既存の組織構造のまま，サービス化を推進することは困難である。 

そこでの，製造業のサービス化と組織の関係性の議論における中心的な命題は，

どのような組織構造をとればサービス化が上手くいくのかという点である

(Gebauer 2010，Raddats and Easingwood 2010)。 

多くの既存研究は，サービス組織としてサービス化の取り組みによる利益と損

失を受ける別組織を用意すべきであるとの結論に同意している(Kohtamaki et al. 

2015)。つまり，サービス化を推進するには，新たにサービス部門を設けることが

望まれる。Gebauer et al. (2010)は，独立したサービス組織は企業パフォーマン

スに正の影響を与えることを実証している。また，サービス組織の設置形態につ

いては，サービスは現場レベルでの顧客との交流が必要となるため，意思決定の

権限を下位レベルのサービス管理者に分散させ，分散型サービス組織を構築すべ

きとの意見がある(Neu and Brown 2005)。サービス提供による価値を視覚化し，

そして提供体制を制度化する難しさ(Kindstrom and Kowalkowski 2009)がある

が，それに必要な組織変更を行うことがサービス化を促進することになる

(Gebauer et al. 2010)。 

一方で，サービス組織は，製品組織と統合されるべきであるとの議論もある

(Neu and Brown 2005)。それは，資源間のシナジー効果と知識のスピルオーバー
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効果を狙うべきであるとする主張による。これらの既存研究では，サービス組織

が製品組織と統合されることによる，部署横断的なコミュニケーションや情報共

有が重要であるとの見解を得ている(Antioco et al. 2008)。また，サービス提供の

実際として，データを管理し，分析する，中央集権的制御施設やその組織の必要

性が増加している観点において，サービス組織と製品組織の統合の必要性が指摘

される(Sklyar et al. 2019)。近年では，遠隔監視などサービスは，使用状況など

の現場データの活用に非常に依存しているために，(Baines and Lightfoot 2013），

現場としての，フロントエンドとバックエンドの両方を統合し管理することの重

要性が改めて考えられている(Coreynen et al. 2017)。 

ここまでまとめたように，製造業のサービス化戦略と組織の関係については，

サービス組織を如何なる形で設置するかについての検討を主として，組織構造の

変革によるサービス化の促進もしくは阻害要因を議論してきた。 

 

2.6  製造業のサービス化戦略と無形資源 

2.6.1  製造業のサービス化戦略と無形資源 

 本項では，製造業のサービス化と無形資源との関係について説明する。無形資

源として，組織の能力，組織文化や組織志向についてまとめる。まず，製造業の

サービス化戦略と無形資源の関係について，俯瞰的に整理し，それぞれの項で議

論を展開する。 

 製造業がサービス化のために必要とする無形資源は，組織能力，組織文化や組

織志向と関係がある。 

 サービスの開発・生産・提供のために必要となる無形資源としての能力は，広

義に，サービス・ケイパビリティと呼ぶことができる(Gebauer et al. 2017)。しか

し，元来，サービス・ケイパビリティという概念は，製造業がサービス化を促進

するために必要な無形資源のみを指すものではないことに注意が必要である。例

えばそれは，サービス業に所属する組織がサービス提供のために必要とする無形

資源としての能力についての意味を含み，捉えられる。我が国においても，サー

ビス・ケイパビリティの研究は盛んに行われているが，そこでは，サービス・ケ

イパビリティを「利害関係者や資源の制約を解決し，上手く結びつけ活用する能

力」であると定義する(原ら 2015)。つまり，製造業であれ，サービス業であれ，

サービス提供のために広義に必要とされる能力として捉えられる一面がある。製

造業のサービス化戦略における既存研究においても，この点について，時に曖昧

な説明の場合がある。本論文では，次項にて，製造業のサービス化戦略とサービ



 

24 

 

ス・ケイパビリティの関係として議論展開を行い，サービス・ケイパビリティの

再定義を行う。 

 他の無形資源として，組織文化としてのサービス化志向が挙げられる。サービ

ス化志向(service orientation)は，組織文化としての，サービス提供を戦略の重要

な要素として認める度合いを表す組織志向として，サービス提供のための組織設

計・変革を行う一種の能力として考えることができる(Gebauer et al. 2010)。製

造業が，サービス化戦略を推進するには，この無形資源としてのサービス化志向

が醸成されることが必要となる。 

  

2.6.2  製造業のサービス化戦略とサービス・ケイパビリティ 

本項では，製造業のサービス化と無形資源としてのサービス・ケイパビリティ

の関係について説明する。 

 サービスの開発・提供のために必要となる無形資源としての能力は，広義にサ

ービス・ケイパビリティと呼ぶことができる (Gebauer et al. 2017)。サービス・

ケイパビリティは，大別すると二類できる。一つは，サービスの開発・提供に関

わるようなオペレーション上の能力(operational capability)である。もう一つは，

サービス化のための組織構造，人員，組織文化の変革に関わる組織的な能力であ

る。本項では，これに倣い，これまでの既存研究が発見してきたサービス・ケイ

パビリティを整理する。また，全体を表 1 にまとめる。 

オペレーション上の能力としての，サービス・ケイパビリティは，総じて，サ

ービスの開発・提供のために必要な組織能力の特定を目的とした既存研究より整

理できる。初期の研究は，特にサービス・マネジメント分野において，サービス

を開発，販売，提供，制御する能力として議論してきた(Martin and Horne 1992)。

そして，サービス開発の文脈では，顧客の役割の再考とサービスの設計及び管理

の重要性を示唆した(Martin and Horne 1992)。また，サービスを開発するための

能力には，新しいサービスのアイデアの創造，サービスコンセプトの開発，市場

におけるサービスの立ち上げなどが含まれる(Gebauer et al. 2005）。さらに，単

一のサービス開発能力のみならず，マス・サービス・カスタマイゼーション能力

は，サービス開発において，重要である(Sjödin et al. 2016)。また，サービス開発

については，個々の顧客のニーズに対して，課題解決に資するようなソリューシ

ョンを提供するために，必要なサービス機能の新しい組み合わせを開発する能力

が求められる(Davies 2004)。ソリューションの開発方針については，他にも，複

数システムの統合能力や事業コンサルティング能力(Davies et al. 2006)，ソリュ

ーション提供のために社内外のサプライヤーを統合する能力(Davies et al. 2007)
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といったソリューション提供に必要とされる統合する能力が重要であることを示

唆している。また，資源の統合的な開発を必要とする上では， 

サービス開発後には，サービス市場に参入したのちにも，参入後のサービスを

拡大する能力がサービス・ケイパビリティとして求められる (Oliva and 

Kallenberg 2003)。 

Ulaga and Reinartz (2011)は，四つの資源と五つの能力を複数事例分析によっ

て特定した。資源は，既存設置製品の運用データ，製品開発・製造に関する資源，

製品の営業部と流通，ネットワーク，フィールド・サービス組織である。能力は，

データ処理および解釈の能力，遂行リスクの評価・低減能力，サービスのための

設計能力，サービス営業能力，サービス開発能力である。これは，製造業のサー

ビス化は，製造業がサービス環境(pure service environments)に進出するとみな

すことができるものの，そうであっても，サービス業で発見された資源がそのま

ま活用できるとは限らないとする考え方に基づき，既存の研究の限界を克服した。 

他に，サービス・イノベーションに関連して，イノベーション・マネジメント

能力(Gebauer et al. 2011)，機会発見のための新たなアプローチとしての感知能

力とサービスイノベーションの機会を生かすためのサービス提供プロセスの管理

及び構造化能力(Kindström et al. 2013)が重要な役割を果たすことが示唆されて

いる。 

他方，組織的能力としての，サービス・ケイパビリティは，総じて，組織構造，

人員，組織文化の変革に関わる組織的な能力であると整理できる。 

サービス化志向の醸成のためには，知識共有が必要とされ(Homburg et al. 

2003)，人的資源の採用能力，評価能力，戦略策定のプロセスにサービス化志向を

適応させることが求められる(Neu and Brown 2005)。Baines et al.(2009)は，サ

ービス・ケイパビリティとして，サービス設計，組織設計，組織変革を行う能力

の重要性を議論した。これはつまり，製造業としてサービス開発に関わる能力を

形式化したものとするために，組織的な設計や改革能力が必要であることを示唆

する。他に，バリューチェーンに関連して，自社のポジションを変更しながら，

組織的にサービス化戦略を推進していくための課題を特定する能力の重要性が示

唆される(Brax and Jonsson 2009)。 

 総じて，サービス・ケイパビリティは，サービスの開発・提供に関わるような

オペレーション上の能力の視点と組織構造，人員，組織文化の変革に関わる組織

的な能力の視点で捉えることができる。 

 本論文では，ここまでの既存研究を踏まえ，サービス・ケイパビリティを再定

義する。なぜなら，既存研究の定義するサービス・ケイパビリティは，広義の意
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味を持ち解釈を混乱させるためである。また，Ulaga and Reinartz (2011)に倣い，

サービス業で発見された資源が製造業に当てはまるとは限らないとする考えを基

礎とするためである。本論文では，サービス・ケイパビリティを，製造業がサー

ビス化のために新たに必要とする無形資源として定義する。すなわち，本論文は，

製造業のサービス化戦略に固有の資源に焦点を当てている。 

 

表 1 サービス・ケイパビリティに関する先行研究 

視点 文脈 サービス・ケイパビリティ 

オペレー

ション的 

市場機会

探索 

市場機会発見のための，連動型サービス感知，サービス・

システム感知，社内サービス感知，技術探索能力

(Kindström et al. 2013) 

  サービス市場参入能力(Oliva and Kallenberg 2003) 

  サービス機会の活用と探索(Fischer et al. 2010) 

 
設計 

開発 

サービス開発能力(Martin and Horne 1992, Ulaga and 

Reinartz 2011, Sjödin et al. 2016) 

  サービス設計能力(Ulaga and Reinartz 2011) 

  マス・サービス・カスタマイゼーション能力(Sjödin et 

al. 2016)  

  必要なサービス機能の新しい組み合わせを開発する能

力 (Davies 2004)，システム統合能力 (Davies et al. 

2006)，統合開発能力(Paiola et al. 2013) 

  データ処理及び解釈の能力(Ulaga and Reinartz 2011) 

  サービス拡大能力 (Oliva and Kallenberg 2003) 

  新たな価値観を生み出す能力(Fischer et al. 2010) 

  サービス開発プロセスの構造化(Kindström et al. 2013) 

 提供 

販売 

サービスを販売，提供する能力 (Martin and Horne 

1992) 

  事業コンサルティング能力(Davies et al. 2006) 

  サービス営業能力(Ulaga and Reinartz 2011) 

 
 

新しい収益メカニズムの採用能力 (Kindström et al. 

2013)，事業モデル設計能力(Paiola et al. 2013) 

 
 

アフターサービス販売能力，アフター・セールス・ソリ

ューションの統合能力，ライフサイクル・ソリューショ
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ンの販売能力，トータル・ソリューションの編成能力

(Paiola et al. 2013) 

  サービス提供ネットワーク開発能力(Paiola et al. 2013) 

 管理 

評価 

サービスを制御する能力(Martin and Horne 1992) 

  遂行リスクの評価及び低減能力 (Ulaga and Reinartz 

2011) ，要業績評価指標の設定(Barquet et al. 2013) 

  イノベーション・マネジメント能力 (Gebauer et 

al.2011) 

  サービス提供プロセスの管理(Kindström et al. 2013) 

  ネットワーク管理能力(Paiola et al. 2013) 

組織的 人的資源 
人的資源の採用能力，評価能力，戦略策定のプロセスに

適応させる能力(Neu and Brown 2005) 

 
 人材管理面におけるサービス化志向 (Homburg et al. 

2003) 

 組織志向 
製品とサービス・イノベーションのバランス，サービス

指向モデルの作成能力(Kindström et al. 2013) 

 組織調整 
統合ソリューションを提供するために社内外のサプラ

イヤーを統合する能力(Davies et al. 2007) 

  サービス設計，組織設計，組織変革に役立つツールや技

術を開発する能力(Baines et al. 2009) 

複合的 

 バリューチェーンにおけるポジションをシフトし，製造

重視からサービス重視に，全体的な提供物を転移させ，

マーケティング，配達，製品設計，コミュニケーション，

関係および生産の課題を管理する能力 (Brax and 

Jonsson 2009) 

 

 (1)市場志向と明確に定義されたサービス開発プロセス

の確立 

(2)顧客への価値提案に焦点を絞ったサービス提供 

(3)リレーションシップ・マーケティングの開始 

(4)明確なサービス戦略の定義 

(5)サービス組織を創造し，サービス文化を作る能力

(Gebauer et al. 2005) 
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  (1)カバーする製品を特定する能力 

(2)サービスのポートフォリオを作成する能力 

(3)サービスをサポートする事業モデルを選択する能力 

(4)アフターセールスの組織構造を変更する能力 

(5)アフターサービスの設計と管理をする能力 

(6)継続的にパフォーマンスを監視する能力(Cohenn et 

al. 2007) 

  12 のカテゴリによる 64 の能力(Storbacka 2011) 

カテゴリ: 価値調査(value research), 価値提案(value 

proposition), 価値定量化(value quantification), 価値

検証(value verification), ソリューション開発(solution 

development), ソ リ ュ ー シ ョ ン 可 用 性 (solution 

availability), ソ リ ュ ー シ ョ ン 構 成 (solution 

configuration), ソ リ ュ ー シ ョ ン 提 供 (solution 

delivery), 戦略立案(strategy planning),マネジメント

システム (management system), インフラサポート

(infrastructure support), 人的調査(human research)  
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2.7  製造業のサービス化戦略と ICT 

2.7.1  製造業のサービス化戦略と ICT イネーブラー論 

 本項では，製造業のサービス化戦略において，ICT 資源はどのように議論され

てきたのかについて説明する。これは，ICT 資源が，製品とサービスを統合する

ことを可能にしている現状を踏まえ，如何なる理由でその統合を可能にしている

かのメカニズムを明らかにするためである。 

まず，ICT は，情報や通信に関連する汎用技術18の総称であると定義できる。

他方で，ICT の企業における位置づけは変化しつつある。それは，単に業務効率

化に資する資源としてのみならず，新たな価値を創造する資源として新たに位置

づけられようとしている(総務省 2021)。 

製造業のサービス化は，ハードウェアに通信機能を持たせ，ハードウェア自体

からデータを収集する点において，情報通信技術を必要とする。また，生産設備

や周辺機器間を ICT により接続することにより，機器を遠隔監視したり，機器か

ら収集できるデータを解析したりすることにより，故障予知をすることが可能に

なる。すなわち，得られたデータを活用したサービスを顧客に提供する事業を展

開することが可能となる。そうした場合を考えれば，製造業はモノとしての製品

を生産することで役割を完結させず，サービス展開を統合した事業を行うことに

なる。これは，ICT による製造業の「ものづくり」の在り方の変革でもある19。 

ここまでまとめてきたように，製造業のサービス化には，ICT 資源が主要な役

割を果たすが，その役割は，サービス化に対して直接的効果を持つものとしてで

はなく，資源や能力を活性化させる「イネーブラー」としての側面が議論されて

きた(Kowalkowski et al. 2013)。ICT は製品の稼働状況や顧客の要望に関する情

報収集及び情報共有を可能にする技術であるが(Jong and Vermeulen 2003, 

Belvedere et al. 2013)，ICT が直接的に企業の行動を変化させるというより，む

しろ企業の持つ資源を活性化させるものとして捉えられ，ICT は間接的に製造業

が事業を変化させることに影響を与えると考えられる。ICT を物理的な資源それ

自体で考えた場合には，有形資源としての側面はあるが，ICT 導入の模倣のしや

すさを考えると，競争優位をもたらす資源とはなり難いと考えられる。 

 
18 広い範囲で多様な用途に利用される技術。 

19 ドイツが国家戦略として打ち出した「インダストリー4.0」がその例として知られ

ている。ここでは，あらゆる機器，設備，工程が ICT によりネットワーク化され，自

律的な生産体制や，柔軟な生産体制を構築し，効率的な多品種少量生産の供給体制を

実現している。 
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これらの考えを踏まえ，製造業のサービス化において，サービス化のイネーブ

ラーとしての ICT 資源の役割について研究がなされてきた。 

製品サポート型サービス(SSPs)といった製品付帯型の単純なサービス提供す

ることから，顧客活動サポート型サービス(SSCs)といったより高度なサービスを

提供するという，サービスを高度化させるときにおいては，その企業が持つ ICT

の重要性が強調される(Baines et al. 2009)。また，Penttinen and Palmer (2007) 

は，ICT が顧客とのより親密な関係性を構築することに役立ち，それにより高度

なソリューション提供を行うことができる点を明らかにしている。 ICT がソリ

ューション開発に直接的に影響を持つというより，ICT が関係性を構築するため

に機能していると説明する。また，ICT の援用の効果として，サービスの運用と

提供の効率性が改善されることが明らかにされてきた(Neely 2008, Brax and 

Jonsson 2009)。 

他には，ICT イネーブラーの議論では，ICT という技術は何ができるのかとい

う視点での議論が多い。つまり，ICT の技術的側面に焦点を当て，製造業のサー

ビス化における役割を明らかにした議論がある。例えば，Kowalkowski and 

Gebauer (2013)は，ICT の技術的役割を統合化，協同化として分類した。他にも，

基礎的な ICT 利用によって提供されるサービスは，機器の状況検知(monitor)，稼

働データの蓄積(storage)，データの移転(transmit)，及びデータの分析といった

機能によって達成されるサービスタイプであると議論されてきた(Ardolino et al. 

2018, Mattern and Floerkemeier 2010, Porter and Helpperman 2014, Baines 

and Lightfoot 2013, Baines and Lightfoot 2014, Kiritsis 2011)。 

また，西岡(2016)は，ICT の技術的側面について，7 段階の水準に分けて議論

している。そこでは，ICT による可視性といった機能水準から，自律性といった

高度な機能の水準への段階が論じられている。具体的にその各段階についてまと

める。第一段階は，監視・制御レベルである。機器の遠隔監視(remote monitoring)，

遠隔診断(remote diagnostics)によって製品の状態を監視することによって達成

される保守や修理サービスが提供される。20第二段階は，データの統合レベルで

ある。様々な機器間をセンサーとネットワークで接続することで機器から得られ

たデータを統合することができる。第三段階は，データ処理レベルである。蓄積

されたデータからモデルを立て，様々な予測が計算できるようになる。こうした

機能は，リモート監視に加え事前に故障予知を行う保守サービスの概念が追加さ

 
20 また，リモートモニタリング技術(remote monitoring technology)による，保守

担当者へ技術的サポートを行うことで，効率化された製品付帯型サービスもこの形

態に含まれる(Grubic and Jennions 2018)。 
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れたサービスが提供される(Porter and Heppelmann 2014)。第四段階は，可視性

レベルである。ICT を用いてオペレーションデータについて，分かりやすく可視

化することが可能である。例えば，平常時と異常時のレポーティングなどはその

可視化の例である。第五段階は，即応性レベルである。リアルタイム接続を可能

にする常時監視の技術によって，機器の変化に即時に反応することができる。第

六段階は，最適化レベルである。人工知能や機械学習によって，予測を基に，全

体における最適化を図ろうとする。第七段階は，自律性レベルである。人工知能

が自律加工，自律走行として，自律的に行動することが可能である。 

さらに，ICT 資源の役割を捉える上では，デジタル化との関係性の理解が重要

である。ここまでの議論を踏まえると，ICT 資源は，有形資源としては，汎用的

な側面があるために，競争優位をもたらし難い可能性を議論したが，つまりは，

ICT 利用による，目的としての組織的な変革こそがサービス化を実現する可能性

がある。言い換えれば，ICT をどのような目的で利用するか，つまりは製造業と

してのデジタル化志向が重要である側面がある。 

しかしながら，ここまで議論したように，ICT はイネーブラー的効果をもたら

すのであって，ICT が進展したことのみでは，全ての製造業が自社製品にサービ

ス統合をしようと志向するわけではなく，また，サービスを統合できるか，ある

いはサービスを統合した事業を展開できるかは議論の余地がある。 

 

2.7.2  製造業のサービス化戦略とデジタル化 

 本節では，製造業のサービス化とデジタル化の関係について説明する。これは，

前項の製造業のサービス化と ICT 資源の関係を踏まえて，ICT 資源が他の資源を

活性化する役割を持つ前提に立てば，企業としての ICT 利用の方向性，つまりは，

デジタル化の議論が製造業のサービス化に如何に影響しているかを整理する必要

がある。 

元来，製造業におけるデジタル化は，デジタル技術の利用が拡大している現象

としてサービス化とは分けて議論されてきた (Hsu et al. 2006)。つまり，結果と

してのサービス提供への関心というより，アナログからデジタルへという変化を

捉えてきた。工作機械におけるアプリケーション制御等は，人的な制御からの変

化として捉えられる例である。これにより，機械の稼働データが入手可能になり，

製造業にとっては様々な顧客アプローチが可能となっている事実がある。そして，

企業における事業モデルそれ自体の変化が期待されている(Gandhi et al. 2018)。 

デジタル化について，より具体的には，目的が二通りある(Ritter and Pedersen 

2020)。企業の諸活動には，様々な知識，知見，ノウハウ，スキルが存在する。こ
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うした企業活動に伴う無形資源はその企業の持つ競争優位源泉であるが，これら

は構造化されていないデータの形式で存在している。デジタル化の第一の目的は，

まずはこうした無形資源をデジタルデータとして記録することから始まる。    

デジタイゼーション(Digitization）とは，アナログデータのデジタル化，あら

ゆる情報のデータ化を目的とする活動である。対して，デジタライゼーション

(Digitalization)は，デジタル化された様々なデータを活用することで，企業の事

業や社会を変革する活動である。 

以上のことから，デジタル化は，製造業に価値創造と収益創造の機会を提供す

ることができ(Sklyar et al. 2019)，企業が顧客に提供する価値を再定義し，その

価値を提供するシステム自体の変革を意味する。そして，事業の変化の一つの例

として，サービス化が考えられる。 

近年では，デジタル化とサービス化の関連についての関心が高まっている。新

しい技術を製造業としてどのように適用できるかに焦点が置かれる。 

製品付帯型中心のサービス事業モデルからサービス中心の事業モデルへ変換し

ようとする事業変革において，デジタル技術の重要性を示唆する研究が増えてき

ている(Ardolino et al. 2018, Coreynen et al. 2017)。より具体的には，サービス

提供コストの削減(Grubic and Jennions 2018)，メンテナンスの効率性と効果の

向上(Rakyta et al. 2016)， 製品のパフォーマンスと可用性の向上(Wan et al. 

2017)等に貢献することが実証されてきている。他に，Coreynen et al. (2017)は，

電気制御盤を作っていた中規模の会社が，Web ベースの制御機器開発に成功する

ことで，従来の物理的な制御スイッチ技術からソフトウェア制御技術の提供へと

自らの事業ドメインを大きく変化させ，単なる装置部品を製造する企業から，ソ

フトウェアの提供へと事業モデルを大きく変化させた事例を示している。製品へ

の ICT の援用というより，制御するという目的においてデジタル化を推進してい

ることが分かる。 

デジタル化による製造業のサービス化は，サービス化におけるデジタル技術の

重要性を強調し，デジタル化のサービス化への影響について焦点を置く研究潮流

として，サービス化の目的のためのデジタルツールを使用するといった(Sklyar et 

al. 2019)，デジタルサービス化としての研究が起こっている。デジタルサービス

化の定義は表 2 に示す。それぞれの定義は総じて，これまでのサービス化研究に

対して，ICT がサービス化を実現するとする立場を取りながら，議論する点にお

いて，これまでのサービス化戦略の定義とは異なる。総じて，製造業のサービス

化戦略と ICT を用いたデジタル化の関係は密接であり，ICT を用いてデジタル化

しないでサービス化を進めようとすれば，サービス・パラドクスに陥りやすい可
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能性が示唆されている(Gebauer et al. 2021)。また，デジタル化は，サービス化を

推進する役割をもつと同時に，サービス化を実現する役割を持つということが実

証されている(Kohtamäki et al. 2020)。 

ここまでの点をまとめると，前項の ICT イネーブラー論における議論を踏まえ

て，ICT は有形資源としての効果よりも，資源や能力を活性化させる無形資源と

してのイネーブラー効果について，議論されてきており，デジタルサービス化に

みられるような近年の議論展開においても，ICT イネーブラー論を分けて議論す

るというより，デジタルサービス化の文脈において，ICT はイネーブラーとして

の効果を持つとの前提を受け入れながら，広くデジタル技術の発展とそれによる

サービス化への影響を議論しようとしている段階にある。 

 

表 2  デジタルサービス化の定義 

引用 定義 

Sklyar et al. (2019) サービス化の目的のためのデジタルツールの

使用 

Vendrell-Herrero and Wilson 

(2017) 

物理的な製品に埋め込まれたデジタルコンポ

ーネントに依存した IT 対応(デジタル)サービ

スの提供 

Kohtamäki  et al. (2019) 監視，制御，最適化，自律的な機能を通じて価

値の創造と獲得を可能にするスマートな製品

-サービス-ソフトウェア・システム(product-

service-software systems)への移行 

Porter and Heppelmann 

(2014) 

様々な製品，サービス，ソフトウェア，分析の

組み合わせを伴うスマートソリューションの

事業モデル 

Opresnik and Taisch (2015) 企業の競争優位性を高めるためのテクノロジ

ーの支援によるサービスの創造と提供 

Lenka et al. (2017) 企業のパフォーマンスと競争力を強化するた

めに，ICT を援用した物理的な商品の非物質

化 

Vendrell-Herrero et al. (2017) ICT やその他のデジタル技術の導入により，

従来の非デジタルな商品やサービスを強化す

る事業モデル 
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Kowalkowski et al. (2017) 企業が製品中心からサービス中心の事業モデ

ルとロジックに移行する，変革プロセスのた

めのデジタルツールの利用 

Sjödin et al. (2020) IoT，ビッグデータ，AI，クラウドコンピュー

ティングなどの広範な可能性を持つデジタル

技術から生じるサービス価値の増大を漸進的

に創造，提供，捕捉するために，企業とその関

連するエコシステム内のプロセス，能力，提

供物の変革 

 

2.8  製造業のサービス化戦略と企業間関係 

2.8.1  製造業のサービス化戦略とサプライヤー  

本項では，製造業のサービス化とサプライヤーの関係について説明する。これ

は，ここまで製造業のサービス化戦略と有形資源及び無形資源との関係について

議論してきたが，本項において，新たに企業間関係を無形資源として扱い，製造

業のサービス化戦略に対して与える影響を検討し，議論を拡張しようと試みてい

る。 

製造業における，特定サプライヤーとの関係性については，直接的には製品開

発活動の活性化，製品・サービス品質の向上，間接的には新しい技術や市場，そ

して新規顧客へのアクセスが期待できることが議論されてきた(Menguc et al. 

2014)。直接的な製品開発活動の活性化や，製品品質の向上は，サプライヤーが開

発プロセスに関与することでもたらされる影響から説明できる(Fang et al. 2008)。

サプライヤーの関与は，あるサプライヤーが焦点としている企業と直接的にその

企業活動に参加している程度を示す(Jean et al. 2014）。サプライヤーの関与によ

り，企業が必要としている洞察力，知識，スキル，そして経験と資源を共有する

ことができる(Menguc et al. 2014)。Menguc et al. (2014) によると，サプライヤ

ーの関与はイノベーションの程度21，すなわちその方法が斬新的か急進的かに関

わらず，新しい製品・サービス開発に有効であることが示されている。 

これらを可能とする事業システムは，相互の依存状態が強いと，より強固にな

っていくと考えることができる。相互依存の高い企業どうしは，その関係を維持

しようとし，その関係において顧客価値を追求する傾向がある(Dwyer et al. 

 
21 イノベーションには，Incremental(斬新的)か Radical(急進的)かという識別がさ

れる(Abernathy and Utterback 1978)。 
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1987)。Fang et al. (2008) によると，相互の依存状態が非常に密接の場合，情報

が隅々まで素早く行き渡るため，市場への製品投入の時間を短くすることできる

ことを指摘している。こうして得られたノウハウや知見を元に，様々な脅威に対

して対応することで，競争優位源泉となる22。つまり，企業間関係が競争優位源泉

(Anderson and Weitz 1989)となるが，それは相互の信頼性とともに相互が関係性

を続けるべくコミットする土台があることが大きな要因となる。 

信頼性による相互のコミット以外に，Hallen et al. (1991) は，B2B における

企業間関係は，信頼とパワー関係23によって構築されることに焦点を当て，特に

パワー関係において，完成品製造業の，市場における地位が強くなることで，サ

プライヤーたちがその企業の諸活動へ適合していくことを期待されることを示し

ている。 

これらのことより議論を踏まえると，製造業とサプライヤーの企業関係におい

ては，相互の依存関係があるような，安定的な関係性が構築されている場合には，

また，サプライヤーが製造業側に積極的に関与するモチベーションを持ち合わせ

ている場合には，サプライヤーが積極的に製造業に関与することで，様々なポジ

ティブな効果をもたらすことがあることを整理できる。 

また，ここで資源共有の役割を果たすのは，先に議論した ICT 資源である。ICT

をイネーブラーとして利用することで，企業が持つ資源と外部にある様々な資源

を探索，統合し，新しい価値を生み出すことが可能である(Yeniyurt et al. 2014)。

Miao et al. (2018)によると，ICT 資源は，直接的に企業業績に影響を与えるので

はなく，サプライヤーの関与を通して間接的に与えられるとしている。かくして，

こうしたサプライヤーの関与については，企業業績へのポジティブな影響が議論

されてきた。  

 

2.8.2  製造業のサービス化戦略と顧客 

 本項では，製造業のサービス化と顧客の関係について説明する。製造業のサー

ビス化に対して，顧客との取引関係は如何なる影響をもたらすと考えることがで

きるのかについて整理するためである。 

 
22 一方で，こうした資源は企業間に独特で特有なものであり，多重利用性が低くな

る。そのため競争環境が激しい場合，こうした企業間で特有の業務プロセスやそれ

を実行するための能力は急速に競争優位を失う。競争環境が激しい場合，強い相互

依存度は，それぞれの関係をロックインさせてしまい，もし大きな環境変化が発生

しても，環境適合を躊躇しがちである。 
23 パワー関係の源泉は，相手が必要とする資源を持っていることの程度，すなわち

相手が持っている資源にどれぐらい依存しているかに関係する。 
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顧客との関係性については，製造業のサービス化研究においても，研究が蓄積

され始めている。近年では，サービス化によって，契約期間が長期化するために

起きる課題について関心が寄せられている(Korkeamäki and Kohtamäki 2020)。

それは，製品の売り切り型の事業モデルと比較すれば，契約期間が比較的長くな

る可能性があり(Kleemann and Essig 2013），長期的取引慣行への対応が求めら

れる(Matthyssens and Vandenbempt 2010)。そして，複数回の再交渉が繰り返

される(Sjödin et al. 2020)ために，顧客は学習するようになり，なれ合いによる

機会主義的な行動24をとり始める(Korkeamäki and Kohtamäki 2020)。また他に

も，ソリューションという言葉が，シグナルとなって顧客に過度の期待を与える

ことによる負の要因があると議論されている(Zimmer et al. 2020)。 

これらは，企業間の関係性の強さによる負の側面の議論を参考にすることがで

きる。顧客と深い関係性を持つことは，関係性があることによる様々な効果を制

限する隠れたコストが存在する(Selnes and Sallis 2003)。関係を続けることの利

益に隠れて，関係性を続けることにより，徐々に負の側面が増えてくる(Anderson 

and Jap 2005)。緊密な関係性の負の側面は，以下の理由にまとめることができ

る。第一は，関係を続けることで短期的な利益を求めるようになること。第二は，

対人関係の緊密さによる様々な弊害，頑迷さ，自己満足の発生。第三は，顧客特

有の事業プロセスへの過剰な適合と投資，つまりロックイン効果の発生。第四は

学習効果の減退と外部環境変化への不適合である。特に，企業間で信頼関係があ

る場合には，外部変化への対応が鈍くなることが知られている(Fang et al. 2008)。

関係性が長期化することは，短期的に得られていたメリットが徐々に失われてい

くようになる(Moorman et al. 1992)。サービス分野においても，同様の傾向があ

ることが指摘されている(Grayson and Ambler 1999)25。強固な関係性の構築によ

って，顧客は協同生産者であるという認識を持つようになる(Brax and Jonsson 

2009)。 

以上のことから，製造業がサービス化を推進する上では，顧客関係の状態の把

握とその管理が重要であると考えられる。つまり，顧客関係は，サービス化の阻

害要因として働く可能性がある。 

顧客情報の取得については，サービス化を促進する要因として議論されている。

 
24 ここでは，自分にとって経済合理的な行動を優先すること。 

25 例えば，心理学の立場からは，関係性にある構成員が，その関係を密接で安全であ

ると感じれば感じるほど，その構成員は様々な問題を無視し，コンフリクトを起こし

がちである(Anderson and Jap 2005)。 
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顧客情報を取得することによって，サービス開発の精度を上げ，サービス化によ

り失敗するリスクを分散させ，成果への期待を上昇させる(Gebauer et al. 2005)。

それが故に，顧客志向の新サービス開発プロセスは，サービス化の成功にとって

重要であると考えられている(Brax and Visintin 2017)。さらに，より複雑なサー

ビスを提供しようとする場合には，顧客に関する知識をより必要とすることも示

唆されている(Kowalkowski et al. 2012)26。つまり，精度の高いサービスを提供し

ようとする程，また，より複雑なサービスを提供しようとする程，顧客データが

必要とされる。一方で，Salonen (2011)は顧客との関係性を構築するために，サ

ービス提供を行うべきだと強調している。それは，サービス提供を通して，関係

性が構築されていくと説明する。さらに，Bastl et al. (2012)は，サービス化にお

いて，顧客のニーズを満たすためにサービス化を選択するということが存在する

ということを事例分析により示した。サービス化戦略の有効性は，そういった複

雑なシステムを購入する顧客の構えと支払い意思(readiness and willingness to 

buy)によって決定されることが多い(Morgan et al. 2019)。 

総じて，製造業のサービス化と顧客の関係については，関係性による負の側面

を議論してきた研究を参考にすれば，サービス化を阻害する要因となる可能性が

議論される。 

  

2.8.3  製造業のサービス化戦略と販売代理店 

 本項では，製造業のサービス化と販売代理店の関係についてまとめる。これ

は，製造業のサービス化に対して，販売代理店との取引関係は如何なる影響をも

たらすと考えることができるのかについて整理するためである。 

製造業にとっては，製品を顧客に販売する際に，顧客企業と直接取引を行う場

合に対して，販売代理店を経由して，間接販売を行う場合がある。間接販売の場

合には，販売代理店等の中間流通業者を通して販売を行うが，それは潜在顧客へ

の到達範囲や，カスタマイゼーションの程度が影響する。販売代理店は，販売先

の顧客企業についての情報を多く持っており，また営業力を持っているからであ

る。受注製品の場合や，顧客要望に対してカスタマイズが必要な場合は，顧客と

の直接取引を行うことになる。製造業にとっては，顧客企業との直接的な取引へ

と向かうインセンティブが生まれることになる(Paiola and Gebauer 2020)。 

製造業のサービス化の分野では，サービス化された製品をどのように提供する

 
26 これは，サービス品質の視点よりも説明できる(Resende et al. 2017)。顧客情報

が潤沢であるほど，顧客にとって望ましいサービス提供が行えることによる，満足

の可能性が高まると考えられる。 
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かを検討する研究が始まっている。販売代理店との企業間関係については，代理

店の視点でその役割の変化を追う研究がみられる。例えば，プロアクティブ・チ

ャネル・パートナー(proactive channel partners)(Kowalkowski and Ulaga 2017)

や サ ー ビ タ イ ジ ン グ ・ デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ (servitizing independent 

distributors)(Hulova et al. 2019)と再定義されるように，サービス化による，販

売代理店の役割変化に焦点を当て，サービス化の文脈においても，自らの役割を

変化させ，バリューチェーンに参加しようとする販売代理店の重要性を示唆して

いる。 

これは，サービスが統合された製品を提供しなければならないという圧力が，

販売代理店に強まっているためである(Hakanen et al. 2017）。製造業がサービス

化を推進しようとする場合に，これまで議論してきたように，顧客との直接取引

を志向する場合が考えられる。それは，サービスの提供は，顧客の参加が必要で

あり，そういった場合には，これまでの販売方法では必ずしも対応できない場合

が多いためである。サプライチェーンにおける役割を維持するには，製造業が販

売する製品の再販売者から，顧客中心のソリューション提供を行う必要がある

(Hulova et al. 2019)。 

以上のことから，製造業のサービス化と販売代理店の関係について，サービス化

によって，顧客との直接販売の方法をとることが増えていると考えられる状況に

対して，代理店の視点より，如何に再販売業者としての機能のみならず，サービ

ス化に積極的に関与できる代理店へと変革できるかについての重要性が示唆され

ていることが分かる。さらには，製造業が，自社製品に関する解析・コンサルテ

ィング・サービスをサービス事業として展開することを意図した場合，販売代理

店がコンサルティング・サービスの展開を協力するかは，製造業と代理店との信

頼関係に依存することになる。サービス化による販売代理店の役割変化の重要性

を示唆する既存研究に依拠しながら，製造業と販売代理店の関係性は，如何に製

造業もサービス化に影響するかについて，議論を拡張しようと試みている。 

 

2.9  二章の結論 

本節では，二章での議論をまとめ，二章の全体像を整理する。 

ここまで，製造業のサービス化研究についての理論的背景を議論してきた。第

一に，製造業のサービス化戦略の定義について議論を展開し，製品とサービスが

統合される形態を如何にみなしてきたかについて，製造業のサービス化研究にお

ける基本概念を整理しながら明らかにしてきた。そして，製品とサービスが統合

される形態は，如何に定義することができるか，そしてサービス化戦略は如何な
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る戦略であるとみなすことができるかについて明らかにした。Fliess and Lexutt 

(2017)が議論しているように，製品とサービスの統合の戦略は，実に多様な概念

によって議論されてきており，議論を複雑にしていることが分かる。その中でも，

本論文は，Baines et al. (2009)の定義を採用し，製品の機能や価値を中心とした

サービス提供によって事業を変化させることへの移行が製造業のサービス化戦略

であり，変更のための組織変革や新たに必要とされる能力を重視すべきとの見方

に依拠する。 

さらに，製造業のサービス化戦略の背景と目的へと議論を展開し，サービス化

戦略がもたらす効果に注目しながら，製造業がなぜサービス化戦略を選択するか

について整理した。背景には，高性能・高機能製品の開発といった定石が，競争

優位の源泉とならない状況がみられる(Oliva and Kallenberg 2003)。そして，サ

ービスが製品に相対的に利益率が高いことによる期待と，また，既存研究が明ら

かにしてきたように，収益(Antioco et al. 2008, Malleret 2006) ，企業価値(Fang 

et al. 2008)，利益(Eggert et al. 2015, RuizAlba et al. 2019)に与えるポジティブ

な影響を期待して，製造業のサービス化戦略は，製造業が新たな競争優位の源泉

を獲得する戦略として認められつつあることが分かる。 

しかし，製造業のサービス化戦略においては，サービス化戦略の失敗を意味す

るサービス・パラドクスが存在している(Gebauer et al. 2005)。二章においては，

サービス化戦略の失敗はなぜ起こるかについて，そのメカニズムを整理してきた。

加えて，製造業のサービス化戦略研究において，サービス・パラドクスを克服す

るために，つまりは，製造業のサービス化戦略の失敗を克服するために，サービ

ス化戦略を促進もしくは阻害する要因を特定することが，製造業のサービス化戦

略研究の中心的命題であることが整理できた。そして，本論文は，サービス・パ

ラドクスを克服するために，サービス化戦略を促進もしくは阻害する要因を特定

するものであると位置づけられることを整理した。 

次に，サービス化戦略を促進もしくは阻害する要因について，資源の観点で議

論を展開してきた。如何なる資源が製造業のサービス化戦略の促進もしくは阻害

要因となるかについての研究蓄積についてまとめた。本論文において，製造業の

サービス化戦略に固有の資源として，サービス・ケイパビリティの概念を再定義

した。 
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3  資源ベース理論 

3.1  はじめに 

第三章では，資源ベース理論(Resource Based Theory) 27について説明を行う。 

製造業のサービス化に必要な資源や能力を特定してきた研究は，資源ベース理

論に基づき，サービス化を推進し，競争優位の源泉をもたらす資源を特定しよう

と議論してきた(例えば，Ulaga and Reinartz 2011)。しかし，既存研究において

は，資源がなぜ競争優位の源泉となるのかについて，その本質について議論する

ものは多くはないことが課題である。それは，一つに製造業のサービス化研究に

おいては，製品とサービスの統合形態について，また，サービス化を如何にみな

すかという定義の問題について盛んに議論してきたことから，サービス化を議論

するうえで，多くをその説明に充てる必要性があることが理由として考えられる。 

別の理由に，資源ベース理論の持つ課題が挙げられる。それは，資源が重要で

あるとの意味だけが先行しているとの批判である(Priem and Butler 2001, 入山

ら 2019)。つまり，資源ベース理論を援用することの意味について，安易に考え

られてしまうことが課題である。Barney (1991)に導出された，VRIO フレームワ

ークのみが重要であるとの誤解は，資源が本来持つ意味を不明確にさせてしまう

可能性がある。 

以上のことから，本章では，製造業のサービス化において，サービス化の促進

要因・阻害要因を組織の資源に求めて議論してきた研究潮流に依拠する上で，既

存研究が課題とする点を克服するために，資源ベース理論の理論的骨子を形成の

過程に沿ってレビューし，整理することを目的とする。 

 論点の明確化のために，本章の各節の目的について，以下にまとめる。 

三節では，資源ベース理論の変遷を起源より整理する。そこでは，資源ベース

理論に多大な影響を与えた Penrose(1959)の考え方に戻りながら，資源を競争優

位の源泉とみなす考え方の前提について整理する。また，資源ベース理論が登場

した背景について議論し，資源ベース理論の形成過程を整理する。 

四節では，資源ベース理論が理論として確立する過程を踏まえ，現代において

確立した資源ベース理論の骨子となる VRIO/N フレームワークについて整理す

る。 

五節では，資源ベース理論の骨子となるフレームワークを踏まえ，資源とは如

 
27 RBT は，リソース・ベースト・ビュー(RBV)やリソース・ベースト・パースペク

ティブ(RBP)と呼称される視角を単に意味するのではない。 
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何に定義できるかについて，資源のタイプとその特徴について整理する。 

六節では，ここまでの資源ベース理論の歴史的な変遷を踏まえ，現代の研究展

望について，理論的妥当性検証のための実証研究を主に取り上げ整理する。 

七節では，資源ベース理論の現代の研究展望を踏まえ，資源ベース理論への批

判と残されている理論的課題について整理する。 

 

3.2  資源ベース理論の変遷 

3.2.1  資源ベース理論の起源 

本項では，資源ベース理論の起源について説明を行う。これは，資源ベース理

論の主たる考え方の前提について明らかにするためである。 

本論文では，Foss (1997)に倣い，Penrose (1959)，Selznick (1957)，Chandler 

(1962)の三つの業績を資源ベース理論の起源として整理する。 

資源ベース理論の起源(origins)は，Penrose の『The Theory of the Growth of 

the Firm (企業成長の理論)』まで遡る。本書では，企業成長の仕組みを，企業の

持つ資源より説明し，経営者の提供できる用役(service)が，企業の成長を促す一

方で，制限をもたらす場合もあること，そして企業は，組織化されて利用される

生産資源の集合体(a collection of productive resources)であり，企業によって資

源の利用方法は異なり，同じ資源であっても企業によって異なる用役を生み出す

と説明する。企業が有する資源が企業成長に影響を与えていることを，明確に示

唆した最初の研究である。 

高橋(2002)に依れば， Penrose は，企業の成長率の限界に関心を寄せ，企業は

なぜ成長するのか，そして成長を制限する要因は何かという問いを検討する。そ

して，企業が保有する内部資源には，未利用部分があり，それによって企業範囲

の拡張が有利になるという論理によって回答する。それはあくまで，企業が成長

する過程を厳密に説明しようと試みているのであって，経営者にとって持続可能

な競争優位をもたらすための，戦略的な処方箋であることを目指したのではない

(Rugman and Verbeke 2002) 。のちに続く資源ベース理論の研究では，

Penrose(1959)における，企業が持つ資源は本質的に企業ごとに異なるという，資

源の異質性に関する主張が強調されるが，研究の意義はそこにとどまらない。 

本書では，資源ベース理論という言葉は登場しないが，のちに続く資源ベース

理論に関する研究の多くが Penrose の考えに依拠しており，多大な影響をもたら

したことから，資源ベース理論の起源であるとされる。資源ベース理論の形成に

大いに影響を与えた，Penrose の企業観や資源観について，また，Penrose (1959)

での重要な論点については，次節で取り上げる。 
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また，資源ベース理論の起源をめぐっては，資源ベース理論の骨子とされる

VRIO フレームワークを導出した論文である，Barney (1991)とする論考も見られ

るが，Barney (1991)は，理論的なフレームワークを導出し，資源ベース理論を確

立させたことで，大きな貢献をもたらしたことは揺るがない事実ではあるものの，

それは 1980 年代頃より盛んになっていた資源ベース理論に関する議論をまとめ

たものであり，企業の資源の重要性を最初に提示した論文ではないという点で，

資源ベース理論の起源とみなすことは一般的ではない。 

Foss (1997)に依れば，のちに発表される研究において，Selznick (1957)や

Chandler (1962)も資源ベース理論の考えを既に取り入れていたとされる。ここで

は続いて，Selznick (1957)，Chandler (1962)の業績について整理する。 

Selznick (1957)は，経営者能力(general manager competence)として，リーダ

ーシップを取り上げる。リーダーシップが企業の競争優位性に果たす役割につい

て，異なる企業が異なる優位性を獲得するのはなぜかという問いについて，企業

固有の能力(distinctive competence)の視点より議論した。組織28と制度を区別し

て議論することによって，その差が，企業の異質性を生んでいるとみなしている

(Selznick 1957)。組織において，リーダーシップが役割を果たし，有機体(social 

organism)29となることで，性格(organizational character)を持つようになり，さ

らにそれがアイデンティティとして確立されることにより，企業間の異質さを生

む。つまり，リーダーシップは企業固有の能力であるというのが，彼の主張であ

る。これらの議論は，Penrose と同様に，その組織と制度に対する認識が，また，

経営者の持つリーダーシップとしての能力に焦点を当てたことが，資源ベース理

論に影響することとなる。 

 Chandler (1962)は，リーダーシップの視点に加えて，組織構造の視点を導入す

る。経営の管理的枠組みが，資源利用にどのような影響を与えるのかについて議

論した。彼の分析によると，米国企業が組織構造を調整することによって，国外

での新たな事業機会を見出し，対応したことを示唆する。つまり，経営上の資源

の余剰分である「slack」を，効果的な部門化によって利用することにより，達成

 
28 Selznick (1957)は，組織(organization)の特徴について，次のように議論する。

第一に，組織は歴史的な過程によって存在する。そして個人の歴史的な発達が組織

に反映される。第二に，組織は統合された一つの社会的産物である。 第三に，組織

は機能的であり，内部，外部環境に対応するために自己の再構築が可能である。第

四に，組織は動的であり，新しい衝動，欲求，問題を生じさせることが可能であ

る。これらは，社会的な有機体(social organism)としての組織が説明されている。 
29 社会的な産物としての有機体であり，制度(institution)とみなされる。リーダー

シップの役割は，組織を制度へと変換することである。 
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したとみなす。組織構造の企業間の差が，企業としての事業活動の成功に影響す

ると示唆する論考は，組織構造を含む企業内部の資源に焦点を当てる資源ベース

理論の考え方に影響を与えている。 

以上のことから，Penrose (1959)，Selznick (1957)，Chandler (1962)の三つの

業績が，資源ベース理論の起源として整理できる。 

 

3.2.2  Penrose(1959)が資源ベース理論に与えた影響 

本節では，Penrose(1959)における，資源観，企業観，環境観について，そこで

の重要な論点について説明する。これは，資源ベース理論の骨子を形成する主た

る考え方について明らかにするためである。 

Penrose(1959)が資源ベース理論に与えた影響の一つに，資源観，企業観，環境

観の独自性がある。 

資源観については，資源(resources)が生み出す機能的側面に注目し，資源と資

源によって生み出される用役(service)を区別することが独自の考え方である。そ

れにより，資源は用役として活用される部分と，まだ活用されない未利用部分に

分けて捉えることができる。よって例えば，事業の多角化による企業の成長は，

事業に伴って，資源の未利用部分が顕在化するプロセスであると考えることがで

きる。そして，その用役の生み出し方こそが，企業の独自性へとつながる。 

企業観については，企業とは，経営資源の集合体(collection)とみなす。さらに

は集合体でありながら，管理機構(administrative organization)でもあるとみな

している。これは，組織論における主流な考え方であった情報処理コストの削減

システム機構とみなす30考え方とは異なり，さらには資源の集合体でありながら，

管理機構でもあるとみなす，二面性があるという点がその考え方の特徴である。 

環境観については，環境は，生産機会(productive opportunity)31であるとみな

す。環境は，客観的に見れば，組織の外に存在しているが，それは，未利用の資

源の利用可能性の範囲であり，つまり成長可能性としての機会であると説明する。

つまり，受動的に対応するものではない。 

これらの，資源観，企業観，環境観により，企業は，組織化されて利用される

 
30 March and Simon (1958)は，情報処理システムとして組織を捉える視座を与えた

が，情報処理システムとしての組織は，個人の限定された合理性(bounded 

rationality)に基づく環境認識に注目し，外界からの刺激を処理することによって，

意思決定が行われる情報処理を管理する機構であるとみなすことができる。 
31 生産機会は，起業家の直感や想像力(entrepreneurial intuition and imagination)

によって，主観的に，新たに発見されるものであると捉えている。 
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生産資源の集合体であるとみなし，企業によって資源の利用方法は異なり，同じ

資源であっても企業によって異なる用役を生み出すと説明する。こういった企業

が保有する資源や能力に着目し，資源が企業の成長に重要な役割を果たしている

という論述は，資源ベース理論の主たる説明の背景となっている。また，資源に

属する便益の異質性に関する示唆は，資源ベース理論における資源の異質性とい

う基礎となっている。 

したがって，Penrose(1959)が，資源ベース理論の骨子となる先行研究と位置付

けられる。 

 

3.2.3  組織の分析への関心 

本節では，資源ベース理論がどのような過程を経て確立されたか議論するため

に，Penrose(1959)が出版された以降の，当時の対抗的な考え方や背景について説

明する。 

Penrose(1959)は，資源ベース理論の起源であり，重要な影響を与えたことをこ

こまで確認した。しかし，彼女の研究は発表当時より，大きな関心が寄せられて

いたわけではない。1980 年代に入り，資源ベース理論の議論が盛んになる時期に，

その重要性が再確認された形で多く引用される。それでは，1980 年代前半には，

なぜ Penrose(1959)に依拠し，資源ベース理論を確立しようとする動きが生まれ

たのかについて説明する。 

 Foss(1997)によれば，1980 年代頃の背景として，環境分析(environmental 

analysis)の限界とそれによる戦略論の衰退があった。環境を分析することでは，

平均以上の収益を生む源泉にならないという限界である32。環境分析にもとづい

て優位なポジショニングを議論する戦略論が抱える課題であり，その課題が顕在

化してきたのが 1970 年代の終わり頃であった。そして，企業戦略レベルへの関

心から企業の機能レベルへの関心，つまり内向的な要素を取り上げる議論がその

対抗的な考え方として生まれた。 

そこで，環境分析に対抗して，組織の分析(organizational analysis)によって，

企業が既に所有している資源についての情報を分析することに焦点が向けられる。

そして，その分析を通して，その資源が特殊な(unique)資源であり，模倣され難

いのであれば，同じ競争環境であっても競争優位の源泉になるとして議論する資

源ベース理論の議論の土台が形成されていった。 

 
32 高橋(2002)によれば，同じ環境に対しては，どの企業もほとんど同じ一般に利用

可能な分析方法，概念的フレームワークを利用して環境を分析するために，同じ情

報を収集して，戦略的可能性についても似たような結論が導き出されてしまう。 
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以上のことから，環境分析によって，優位なポジショニングを議論する戦略論

への対抗として，組織の分析への関心が当時発生したことが背景にあり，

Penrose(1959)や先に挙げた主要な二つの論文が再考され，資源ベース理論とし

て確立すべき基礎を備えていったことがわかる。 

 

3.2.4  資源ベース理論の形成過程 

 本節では，Penrose(1959)が出版された以降に，資源ベース理論がどのような過

程を経て形成されたか説明する。特にここでは，資源ベース理論の骨子となった

Barney (1991)までの研究について整理する。 

まず，資源ベース理論の形成過程を議論するにあたり，基礎的な前提について

まとめる。それは，Foss(1997)に依る，二つの基本的な経験の一般化(two basic 

empirical generalizations)とする論考を参照する33。高橋(2002)に依れば，二つの

基本的な経験の一般化とは，資源ベース理論の理論的礎となった，三つの論文に

共通する考え方をまとめるものである。二つの基本的な経験の一般化は，第一は，

「戦略を遂行するのに必要な資源をコントロールするという点で，企業にはシス

テム的な違いがある。」第二は，「これらの違いは比較的安定的(relatively stable)

である。」とするものである。この二つの基本的な経験の一般化が，資源ベース理

論の起源とする論文を踏まえ，礎として形成される。しかし，コントロールされ

る資源のすべてが競争優位の源泉とならないように，競争優位の源泉として考え

るには，別に何かしらの条件が存在するとみなされる。そこで，資源ベース理論

は，二つの経験の一般化に加えて，経済学における基本的仮定34を導入すること

で，競争優位の獲得という視点を組み込んで，理論として形成していく。 

したがって，ここでは二つの基本的な経験の一般化と経済学における基本的仮

定を結ぶことによって現れる，資源ベース理論の基本構造は大きく二つに整理で

きる。第一は，「企業の資源の違いがパフォーマンスの違いを引き起こす。」，第二

は，「資源が希少(希少)で，価値があり(valuable)，他の資源と置き換えることが不

可能な時，そのレントは持続性(sustainable)をもつ。」ことが基本の構造である。 

ここまで，資源ベース理論の礎となる考えをまとめてきた。戦略論の限界に対

して，組織の分析に関心が高まってきた背景に，二つの基本的な経験の一般化と

みなされるような前提を形成したことに加えて，経済学における基本的仮定を導

入することで，競争優位の獲得という視点を組み込んで，理論として形成されて

 
33 two basic empirical generalizations の日本語訳は，高橋(2002)に従う。 
34 ここでは，企業は，経済的利益の最大化を追求するという仮定，平均以上の特別

な収益であると定義できるレント(rent)の仮定についてである。 
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きたとまとめられる。次に，既存研究は，これらの考えを如何に発展させたかを

整理する。 

Rumelt (1984）は，レントに議論の焦点を当て，レントが如何に持続性を持つ

のかについて，そのメカニズムを隔離メカニズム(isolating mechanisms)として

議論する。資源の模倣や代替を困難にしているのは，資源を蓄積する過程におけ

る因果関係の曖昧性による不確実な模倣可能性(uncertain imitability)(Lippman 

and Rumelt 1982)や，経路依存性(Dierickx and Cool 1989)である。よって，隔

離メカニズムが他社にとって働く場合，レントは持続性を持つと考えることがで

きる。 

対して，Warnerfelt(1984)は，資源の独占の視点によって，議論を展開する。

企業は資源を独占していれば，資源利用のアウトプットとしての用役を独占でき，

利潤を獲得できる35。それは，完全競争36のための条件としての，製品やサービス

の生産のための資源は企業間をコストなく移動できるという条件に焦点をあて，

その条件が成り立たない場合に，つまり，資源の独占化によって資源ポジション

障壁(resource position barrier)が働き，平均以上の利潤をもたらすとして議論す

る。 

Barney(1986)は，Warnerfelt(1984)と同様に，資源の独占化が利益をもたらす

こと議論する。ただ，Warnerfelt(1984)は，独占されるべきは，資源であれ，その

アウトプットとしての用役であれ，どちらでも構わないと議論することに対して，

Barney(1986)は，資源を独占することが重要であると主張した。なぜなら，用役

は資源がないと発生しないからである。 

Dierickx and Cool(1989)は，資源の独占の議論に対して，資源の「模倣困難性」

に注目し議論した。資源は独占できても，他社に簡単に模倣されると，その独占

によるレントの獲得は持続しないことを主張する。それは，資源の組み合わせに

着目し，資源を組みあわせることで模倣が困難になることを説明している。 

以上のように，資源ベース理論は，戦略論の持つ理論的な課題にアプローチす

る対抗的な理論として，組織の分析への関心が高まってきた背景を基に，また，

経済学における基本的仮定を導入することで，企業の資源の違いがパフォーマン

スの違いを引き起こすとする基本構造を獲得した過程を説明した。 

また，Conner(1991)は，資源ベース理論を含む資源ベースの視角を扱う先行研

究についてまとめ，資源ベース理論は，資源を基盤とする企業の理論であると認

 
35 正確には，独占されるべきは，資源であれ，そのアウトプットとしての用役であ

れ，どちらでも構わないとされる。 
36 ここでは，企業がレントを得られない競争環境とする。 
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め，資源ベース理論として構築することを強調した。 

 以上のことから，資源ベース理論は，組織の分析に関心を寄せ，二つの基本的

な経験の一般化とする前提に，レントの概念を導入することで，競争優位の獲得

という視点を組み込んで，理論として形成してきたことが分かる。さらに，その

後，競争優位の獲得を巡って，レントのメカニズムに基づく，資源の独占，資源

の模倣困難性の視点が検討され，資源を基盤とする理論として形成されてきた。

これらの既存研究の研究蓄積が，後の Barney (1991)の VRIO/N フレームワーク

にまとめられるのである。 

 

3.3  資源ベース理論の骨子 

3.3.1  資源ベース理論におけるフレームワーク 

 本項では，現代の資源ベース理論の持つ骨子について，Barney (1991)の考えに

従い整理するために，まず，Barney (1991)とは別のフレームワークについて整理

する。これは，Barney (1991)の VRIO/N フレームワークとの違いを考える上で

整理すべきであると考える。 

 Barney (1991)の導出した，資源ベース理論の骨子である VRIO/N フレームワ

ークのみならず，資源ベース理論におけるフレームワークはいくつか導出されて

おり，主に資源の特定や評価を目的として，フレームワークが導出されている37。 

 Grant (1991)は，資源ベース理論の考え方に基づき，戦略を策定するための五

段階のフレームワークを提示している。第一段階では，企業の資源を特定し，分

類する。さらに，競合他社と比較して，強み(strengths)と弱み(weaknesses)を評

価し，資源の有効活用の機会を特定する。第二段階では，企業の能力を特定する。

第三段階では，資源がレントを創造できるか，持続的な競争優位の可能性，リタ

ーンの妥当性の二点より査定する。第四段階では，外部の機会に対して資源が最

大限生かされる戦略を選択する。第五段階では，フィールドにおける埋めなけれ

ばならない資源のギャップを特定する。本フレームワークは，資源ベース理論に

おいて，戦略を立案する実践的指標となることに貢献している。 

 また，Grant (2005)では，資源の評価のためのフレームワークについて議論し

ている。そこでは，VRIO/N フレームワークとは異なり，資源を耐久性，可搬性，

再現性によって評価するフレームワークを提言した。 

 他に，Winter (1995)では，企業の内部分析において，四つの R を用いて説明す

 
37 入山ら(2019) によれば，大きく三つの目的によってフレームワークが導出されて

いる。第一の目的は，リソースの分類である。第二の目的は，リソースの評価であ

る。第三の目的は，企業リソースの特定である 
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る。それぞれ，資源(resource)，ルーティン(routine)，複製(replication)，レント

(rents)である38。 

 以上より，Barney (1991)の VRIO/N フレームワークとは他に，戦略立案のた

めの実践的指標や資源の評価を目的とするフレームワークが提言された。 

 

3.3.2  資源ベース理論における VRIN/O フレームワーク 

 本項では，現代の資源ベース理論の持つ骨子について，Barney (1991)の考え

に従い説明する。これは，資源ベース理論の骨子である考え方の主たる特徴につ

いて明らかにするためである。 

資源ベース理論において，VRIO/N フレームワークは，その骨子をなすもので

あると評価される。フレームワークは図 3 にまとめる。 

各企業の持つ経営資源は異質であり(resource heterogeneity)，企業間を移転し

ない(resource immobility)と前提を提示する。そして，その資源が，価値があり

(valuable)，希少(rarity)であり，模倣が困難(imperfect inimitability)であり，代

替 (substitutability)し難い場合に，その企業は持続的な競争優位 (sustained 

competitive advantage)を獲得すると説明される(Barney 1991)。これは，Barney

が 1991 年に論文を掲載して以降，資源ベース理論の骨子として，また資源を評

価するためのフレームワークとして確立させ，その後の研究では多く引用されて

いる。当時，資源の持つ異質性が重要であることは示唆されていたが，その議論

の具体性や解釈の困難性に対して，一般的に適用可能なフレームワークとして導

出したことが評価される。 

一方で，本フレームワークが強調されるために，資源ベース理論は，競争優位

の源泉を単に説明するフレームワークや視角であると解釈される場合も多いが，

資源ベース理論は，競争優位の獲得による，経済的な利益の創出と充当

(appropriation)を説明しようとするものであり(Barney 1986, Rumelt 1984)，「組

織関係を記述，説明，予測するための最も著名で強力な理論の一つ」(Barney et 

al. 2011)である。 

 

 
38本著書においては，企業の目標と価値観，企業が所有または管理する，もしくは，

環境内で展開できる資源と能力，戦略を実行するための組織構造と管理システムの

重要性を強調しながら，企業の内部分析の指針を与えている。 
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図 3 VRIO フレームワーク(Barney (1991)より，筆者訳) 

 

3.4  資源の類型 

3.4.1  資源のタイプ 

 ここまで，資源ベース理論の本質をまとめ，理論としての形成の過程をまとめ

てきた。本節では，資源ベース理論が取り扱う資源とは何かについて説明する。

既存研究は，資源を如何にみなしてきたか明らかにするためである。 

 資源とは，企業内で管理される，すべての資産，能力，組織のプロセス，特性，

情報，知識などであり，効率的・ 効果的に戦略の策定や実行を可能とするもので

あると定義される(Barney 1991）。この定義に従えば，企業の管理できるすべて

の要素が，資源であるとされる(Barney 2002)。またそれは，それぞれの資源につ

いて弁別されないことを意味する。つまり，ここでは能力も資源であるとみなし

てきた。 

一方で，資源と能力を区別する研究もある。また，能力こそ重要であると議論

を展開したのは，後に続くケイパビリティ視角やそれに基づく，ダイナミック・

ケイパビリティ論である(Teece et al. 1997, Eisenhardt and Martin 2000, Teece 

2007)。資源ベース理論が扱う能力については，次項にて，資源ベース理論におけ

る能力にて説明する。 

資源を如何に定義するかは，研究によって異なる。Barney (1991)では，資源を

物 理 的 資 本 (physical capital) ， 人 的 資 本 (human capital) ， 組 織 資 本

(organizational capital)に分けて説明する。物理的資本は，工場，設備，在庫，材

料などの有形的な資源である。人的資本は，営業担当者，事務担当者，研究開発

者，製造担当者など，人材としての資源である。組織資本は，企業風土・文化，

品質管理システム・ノウハウ，暗黙知(tacit knowledge)，人間関係などである。   

のちに，資源の分類について，財務，法律，情報，関係性の側面での議論が追

加される(Madhavaram and Hunt 2008)。財務的資源とは，主に現金である。他

に，負債返済力や新規株式等の入手可能性が挙げられる。法的な資源とは，法的
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な制度によって保障される資源である。例えば，特許(patents)，知的財産権

(intellectual property rights)，コピーライト(copy-rights)である。情報資源とは，

消費者や競合他社より得られる知識である。関係的資源とは，サプライヤーや顧

客との関係性そのものである。 

Barney (2010)はのちに，資源を財務資源，物的資源，人的資源，組織資源の四

つに分類して説明する。 

他に，資源を，有形資源(オペランド資源)か無形資源(オペラント資源)かとみな

す考え方がある(Constantin and Lusch 1994) 。Hitt et al. (2016)がその分類を

採用している。有形資源は，有形的な資源を指し，効果を生み出すために操作や

行為が行われる資源であると説明される(Constantin and Lusch 1994)。対して，

無形資源は，効果をもたらす資源である(Constantin and Lusch 1994)。有形資源

は，天然資源といった有限の資源であるが，無形資源は有形資源の効果をもたら

すための，蝕知できない無限の資源である。スキルやノウハウに代表されるが，

人的資源，組織的資源，情報的資源，関係的資源を含む。これは，Penrose (1959)

の考え方に戻れば，資源として提供できる用役としての効果を生み出すために用

いられるのが無形資源である。また，Grant (1991)は，無形資源として評判，ブ

ランド認知も含むと議論する。 

これらの議論を踏まえれば，無形資源の重要性は，有形資産に対して相対的に

高まっていると考えることができる。 

 

3.4.2  資源の異質性と不完全移動性 

 本節では，資源のタイプに対して，資源の特徴である，異質性と不完全移動性

について説明する。 

 資源の異質性(resource heterogeneity)は， Penrose (1959)が説明する。資源は，

資源そのものの部分と資源によって提供できる用役の部分に分けることができる

と先述したが，これは企業によって資源の利用方法は異なり，同じ資源であって

も企業によって異なる用役を生み出すと考えることができる。よって，資源の用

役の部分は，資源の使用者によってことなり，異質性があると考えられてきた。

これが，資源の異質性の基本的な考え方である 

資源の不完全移動性(resource immobility)は，資源の固定性とも呼ばれるが，

Ricardo(1817)より説明される。希少価値のある資源を保有することから生まれる

レントを議論する本研究では，例えば，土地そのものや，また，それが良い立地

であれば，保有することでレントが発生すると説明する。これは，Ricardian rents

と呼ばれるレントの一種である(Demsetz 1973)。また，それらは市場での取引は
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難しい。なぜなら，すでに保有することで価値が認められるために，所有者は簡

単には手放さないためである。この考え方に依拠すると，市場取引が難しいよう

な資源は，企業間で移動することが困難であり，その特徴が資源の不完全移動性

という基本的な考え方である。 

これらの資源ベース理論の前提は，資源の不完全移動性が資源の異質性を持続

させると考えられる。仮に企業間で資源が容易に移動できるならば，異質性のあ

る資源であっても，調達することができる可能性が存在し，結果として同質的な

ものになってしまうと考えられるためである。 

 

3.4.3  資源ベース理論における能力 

 本節では，資源ベース理論におけるに能力について説明する。資源の類型枠組

みにおいて，資源と能力を区別する研究があることを踏まえ，資源ベース理論に

ておいて，能力を如何にみなしてきたかについて明らかにする。 

Barney は，組織能力を資源に包含して扱う一方で，資源の類型の枠組みでは，

資源と能力を区別する研究がある。先述した Selznick (1957)は，企業の異質性の

源泉を独自な能力(distinctive competence)に求めていた。 

資源ベース理論において，その能力の重要性が強調されるのは，  

Kogut and Zander (1992)が，組織内部の学習によって得られる知識と外部によ

って得られる知識の結合能力(combinative capability)を強調する議論にある。 

のちに，Winter (2003)は，能力とは「特定の目的を繰り返して信頼のある範囲

で行うこと」であると定義する。この能力は，オペレーショナル能力(operational  

capabilities)とダイナミック・ケイパビリティとして類型される(Helfat and 

Winter 2011)。オペレーショナル能力は，既存の資源で既存の顧客に価値を提供

することを意味する。 

Day (1994) は，能力をインサイド・アウト能力(inside out capabilities)，アウ

トサイド・イン能力 (outside in capabilities)，スパニング能力 (spanning 

capabilities)の三つに分類している。また，Collis (1994)は企業の基本的な機能活

動を行うのに役立つ能力，企業の活動を改善するのに役立つ能力，企業が自社の

資源の本質的な価値を認識し，競合他社に先駆けて新しい戦略を開発するのに役

立つ戦略的洞察力を伴う能力の三つを提示している。 

 以上のことより，資源の考え方は，資源それ自体を意味する有形資源と，諸資

源を活用し用役を生み出す無形資源に別けることができ，無形資源においては，

その能力に関心があるとまとめることができる。 
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3.5 資源ベース理論の発展 

3.5.1  資源ベース理論の展開 

 本項では，資源ベース理論の展開について説明する。資源ベース理論は如何な

る発展の系譜をたどってきたかについて，主たる枠組みが導出された以降の研究

背景について明らかにする。 

資源ベース理論の展開として，大きく資源ベース理論の真意の探求と一般化妥

当性の確認を行うことを目的としながら，議論が展開される。真意の探求につい

ては，資源ベース理論の意図をより明確にしようと議論が重ねられてきた。それ

は，前述したように，無形資源としての能力に焦点を当てた研究展開のみならず，

既存の視点の再解釈や新たな視点の導入がなされる。 

資源ベース理論は，「アウトサイド・イン」の視点を採用しており，組織内の貴

重な資源を特定するよりも，外部環境にある重要な組織資源にアクセスすること

に焦点を当てているのだと説明する(Nienhüser 2008)。一方で，Farndale and 

Paauwe (2018)は，資源ベース理論は，本質的には，企業の内部資源の分析から

始まり，競争優位性を達成するために外に目を向ける「インサイド・アウト」の

プロセスであると議論する。以上のように，資源を如何なる視点で捉えるかを議

論し，再定義しようとする研究がみられる。 

実証分析による，資源ベース理論の一般化妥当性を確認しようとする研究は，

資源ベース理論の考え方に基づく資源が競争優位の源泉となる事実について，そ

の一般性を確かめようとしてきた。Ray et al. (2004)は，保険業界での質問紙調査

を基に，無形で社会複雑性のある資源のみが，サービスのパフォーマンスを向上

させることを示した。Song et al.(2005)では，技術関連能力が，技術変化の激し

い環境においては，財務パフォーマンスを向上させることを示した。それぞれの

実証分析については，表 3 にまとめる。全体としては，Newbert (2007)が資源ベ

ース理論に基づく実証分析をまとめて示したように，資源ベース理論を支持する

分析結果が半数を超え，その説明力は支持されるとしている。 

 

表 3 資源ベース理論による実証分析(入山ら(2019)p.75 を参照し，筆者作成) 

著者 結果 説明変数 被説明変数 追記 

Ray et 

al. 

(2004) 

＋ 

無形で社会複雑性の

ある資源 

サービスのパフォーマンス 保険業界 

環境が静

的 

Song et ＋ 
技術関連能力 財務パフォーマンス 技術変化
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al. 

(2005) 

の激しい

環境 

Newbert 

(2008) 
＋ 

資源の希少性 利益率 競争優位

を介して

効果がみ

られる 

Ployhart 

et 

al.(2011) 

＋ 

人的資源 店舗の生産性 

 

Shaw et 

al.(2013) 

－ 

人的資源の喪失 従業員パフォーマンス 一定値を

超えると

負の影響

は低減し

ていく 

 

3.6 三章の結論 

3.6.1  資源ベース理論への批判と理論的課題 

本節では，三章の結論として，資源ベース理論への批判と理論的課題を整理す

る。ここまでの議論を踏まえ，資源ベース理論において，如何なる批判があり，

理論的課題があるかについて明らかにする。 

Priem and Butler (2001)は，資源ベース理論への批判を次のようにまとめた。

第一に，主たる説明の論理が同義反復的(tautology)であり，説明がブラックボッ

クスである点である。同義反復的とは，固有な資源を獲得できたために競争優位

を獲得できたと考えられる一方で，競争優位を獲得できる企業は，固有な資源を

持っていると説明できることである。それは，資源に価値があり，その資源が希

少であれば競争優位を獲得できるのではなく，競争優位を獲得しているような企

業が持つ資源であれば，価値があるとみなされるとする反論に答えられない。説

明がブラックボックス的であることは，固有の資源があれば競争優位を獲得でき

るとすることは，説明を欠いているとの指摘である。 

第二に，基本的なフレームワークである VRIN/O は，その定義が明確でないた

め，資源を評価するための手段を与えていない点である。そもそも何がその資源

を価値あるものにしているのかという点はあまり注目されていないことは，のち

に指摘される(Schmidt and Keil 2013)。Barney(1991)では，資源の特徴を基に，

VRIN/O フレームワークにおいて，なぜ持続的な競争優位が獲得できるかを説明
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しようとしてきたが，資源を評価するための説明は持ち合わせていなかった。対

して，どの資源が価値のある資源であり，競争優位の源泉となるのかについて説

明される必要性を指摘する批判があることが分かる。 

第三は，第一，第二の課題に関連するが，処方的(prescriptive)39である研究が

多くはない点である。これは，資源ベース理論における既存研究は，資源と能力

の特定を行うことによってある現象について説明するために，記述的な研究が多

く蓄積されてきた。研究対象の状況に沿って，記述的に分析を行うことで，その

資源が如何に競争優位をもたらしたかについて議論してきた訳であるが，それは

状況に依存的な記述に基づく結論となってしまう傾向がある。また，資源や能力

を考える場合に，無限後退40が起きてしまうことが課題として考えられ，能力の

特定が困難である。対して，固有の資源や能力を特定することのみならず，経路

依存的ではない処方的な結論の導出を目指すことが，より望まれる。  

以上のことから，こうした限界を踏まえて，既存研究は有形資源を活用する無

形資源としての能力に関心をよせながら，資源ベース理論を単に持続可能性を説

明する理論ではなく，競争優位の獲得を説明するものとして議論を蓄積してきた。 

ここまでの製造業のサービス化戦略における理論的背景と，主たる説明論理で

ある資源ベース理論のレビューを踏まえ，次章にて，本論文の研究課題を導出す

る。二章においては，製造業のサービス化研究の理論的背景において，サービス

化戦略を如何にみなしてきたかについて明確化し，そして，サービス・パラドク

スという課題を克服することを目的に，資源と能力の観点によってサービス化の

促進要因・阻害要因を特定しようとする研究潮流における課題を明らかにするた

めに，これまでの研究背景をまとめた。三章においては，資源ベース理論の骨子

を歴史的な研究の変遷を基よりまとめ，理論の背景について説明を行ってきた。

そして，資源ベース理論が理論的に抱える課題についてまとめた。以上の点を踏

まえて，本論文における研究課題を導出する。 

  

 
39 ここで処方的とは，一般化されうる証拠を基に，具体的な指標を与えることとす

る。 
40 ここで無限後退とは，説明を行おうとする際に，説明の終点が無く，説明が連鎖

して続いてしまうこととする。 
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4  研究課題と概念的フレームワークの導出 

4.1  研究課題の導出 

 ここまで，二章及び三章における既存研究レビューを通して，製造業のサービ

ス化研究の理論的系譜と資源ベース理論の骨子及び理論的課題について議論を展

開してきた。まずこれまでの議論を以下に整理する。 

二章では，製造業のサービス化研究についての理論的背景について議論してき

た。初めに，製造業のサービス化戦略の定義の移り変わりを，既存研究の潮流に

従って整理した。それによって，既存研究は，製品とサービスが統合される形態

を如何にみなしてきたか，製造業のサービス化戦略とは如何なる戦略であるかを

明らかにした。本論文は，Baines et al. (2009)の定義を採用し，製品の機能や価

値を中心としたサービス提供によって事業を変化させることへの移行が，製造業

のサービス化戦略であり，これらの変更のための組織変革や，組織として新たに

必要とされる能力を重視して議論すべきとする見方に依拠している。 

次に，製造業は，なぜサービス化戦略を選択するかについて，その背景と目的

を基に整理した。背景には，高性能・高機能製品の開発といった製造業の競争優

位獲得の定石が，通用しない現状がある(Oliva and Kallenberg 2003)。そして，

既存研究が明らかにしてきたように，収益(Antioco et al. 2008, Malleret 2006) ，

企業価値(Fang et al. 2008)，利益(Eggert et al. 2015, RuizAlba et al. 2019)にと

いった財務的指標に与えるポジティブな影響を期待して，製造業はサービス化戦

略を推進しようとしていることが分かる。  

しかし，製造業のサービス化戦略においては，サービス・パラドクスが存在し

ている(Gebauer et al. 2005)。製造業が収益の拡大を狙ってサービス化を推進す

るものの，投資を回収できないことで，かえって収益を損なってしまう現象であ

る。製造業のサービス化戦略研究においては，これらのサービス・パラドクスを

克服するための研究，つまりは，サービス化戦略を促進もしくは阻害する要因を

特定し，サービス化を成功に導くための方法を検討することが，中心的命題であ

ることが整理できた。本論文は，サービス・パラドクスを克服するために，サー

ビス化戦略を促進もしくは阻害する要因を特定することを目的とする論文である

と位置づけられることを整理した。 

サービス化戦略を促進もしくは阻害する要因は，資源の観点で議論できる。二

章においては，如何なる資源が製造業のサービス化戦略の促進もしくは阻害要因

となるかについて，有形資源及び無形資源の視点で，研究蓄積についてまとめた。

本論文においては，製造業のサービス化戦略に固有の資源として，サービス・ケ
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イパビリティの概念を再定義している。 

三章では，製造業のサービス化戦略において，促進要因もしくは阻害要因とな

る資源について議論するにあたり，説明理論としての資源ベース理論の理論的骨

子の整理と，理論的な課題を鮮明にした。そこでは，資源ベース理論に多大な影

響を与えた Penrose(1959)の考え方に依拠しながら，資源を競争優位の源泉とみ

なす考え方の前提について整理してきた。次に，資源ベース理論が理論として確

立する過程と現代における確立された資源ベース理論の骨子であるVRIO/Nフレ

ームワークについて整理してきた。さらに，資源とは如何に定義できるかについ

て，資源のタイプとその特徴を基に議論を展開している。最後に，資源ベース理

論の研究展望を踏まえ，資源ベース理論への批判と，残されている理論的課題に

ついて整理している。 

以上のように，二章及び三章の既存研究レビューを通して，製造業のサービス

化研究の研究潮流と，資源ベース理論の研究蓄積について整理してきた。 

本章では，これらのレビューを基に，本論文が依拠する，サービス・パラドク

スの克服のために，資源ベース理論に基づく，サービス化を促進もしくは阻害す

る要因を特定する既存研究の理論的課題を以下にまとめ，最後に本論文の研究課

題を導出する。 

 既存研究の理論的課題として四つを挙げる。 

第一は，製造業のサービス化戦略を促進及び阻害する要因としての資源につい

て，既存の資源の再配置の問題として議論してきたために，新たな資源の獲得の

視点による，促進もしくは阻害する要因について，議論の余地がある。製造業の

サービス化戦略は，組織構造や事業モデルの変革が必要であることを踏まえれば，

既存資源の再配置の問題として，議論し続けることは限界がある。結果として，

既存研究により特定された資源は，サービス化戦略のために新たに必要とする資

源のみではない。つまり，製造業がサービス化を推進するために新たに獲得した

資源というより，既存の製造業としての事業を存続させるために獲得していた資

源が，サービス化のためにも必要である資源であるとする説明する。例えば，サ

ービス化を推進するために必要な資源として，製造業が活用できる固有の資源

(Ulaga and Reinartz 2011)は，サービス化を推進するにあたっても確かに重要な

資源であるが，それは，製造業がサービス化を志向する以前より持ち合わせてい

る資源である。新たに必要となる資源や能力についての研究蓄積は相対的に少な

く，十分に掘り下げられていないことが課題である。さらに，本論文において，

製造業がサービス化のために新たに必要とする無形資源として定義する，サービ

ス・ケイパビリティをさらに取り上げて議論することが求められる。なぜなら，
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資源ベース理論の課題を踏まえれば，有形資源の特定のみならず，無形資源とし

ての能力について，より鮮明な記述とさらなる検討が求められる。第一の理論的

課題に対して，既存の資源の再配置でサービス化が達成されると議論するより，

製造業にとって新たに必要とされるサービス・ケイパビリティが何であり，如何

に獲得されているかという過程について議論を展開すべきであると考える。 

第二は，資源や能力間の相互依存性や相互作用について見落としている点であ

る(Sjödin et al. 2016)。資源間の相互作用効果として，資源間のシナジー効果は

資源ベース理論において，議論されてきたところであるが，製造業のサービス化

戦略の文脈では，あまり議論されておらず，研究蓄積は多くはない現状がある。

相互依存性は，Sjödin et al. (2016)が，コンフィギュレーショナルアプローチ

(configurational approach)によって，説明を試みているが，研究蓄積は多くない。 

さらには，資源を活性化するイネーブラー効果をもつ ICT 資源については，製

造業のサービス化の文脈では，ICT がサービス化を促進させる資源や能力にどの

ように相互に作用するのかは研究蓄積がいまだ少ない現状がある。これは，ICT

資源の利用の影響を分析的に捉えるための手段に乏しいことが，原因であると考

えることができる。しかし，製造業のサービス化戦略にとって，ICT 利用は重要

であるとの認識は共有されつつあることを踏まえれば，資源にもたらすイネーブ

ラー効果について，更なる見当が求められる。第二の理論的課題に対して，資源

間の相互作用効果について，特に ICT 資源の持つイネーブラー効果がサービス化

戦略のための資源に与える影響を明らかにする必要があると考える。 

第三は，サプライヤー，顧客，販売代理店といった製造業にとって取引関係の

ある企業との企業間関係がサービス化に与える影響について捉えられていない点

である。なぜなら，既存研究は，主として企業内部の経営資源や能力に主に焦点

を当ててきたためである。 

一方で，サービス化を促進もしくは阻害する要因として，取引関係は無視でき

ない。なぜなら，サービス化戦略は既存のバリューチェーンにおける役割を変更

する可能性があり，その変更が可能かどうかは，取引相手に依存している。また，

資源ベース理論においては，製造業にとって取引関係のある企業との関係性につ

いては，それ自身が一種の無形資源であるとみなすことができる。企業間の関係

性も，固有の資源となる可能性を考えれば，そういった関係性はサービス化に影

響を与えると予想されるがために更なる見当が必要とされている。  

第四は，既存研究は，事例研究に基づく記述的(descriptive)な研究蓄積が多いと

いう点である。これは，過去に何が起きたか，なぜ起こったかに焦点を当て，サ

ービス化戦略の促進もしくは阻害要因を説明してきたためである。つまり，資源
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の獲得過程を明らかにしようとする上では，記述的な調査は重要である。 

一方で，それにより，実務家の関心が強く，その成功の要因の特定が望まれる

サービス化研究であるにも関わらず，処方的なメッセージとして，一般化された

結論により断定し難いことが課題となる(Baines et al. 2020)。これまでに特定さ

れた，サービス化の促進もしくは阻害要因について，より一般的な結論を導出す

ることが望まれつつある。しかし，実証分析においては，サービス化程度の測定

方法については，議論が分かれており，課題が残されている。 

以上の四つの既存研究の課題に対して，本論文では，三つの RQ を導出する。

かくして本論文の目的は，以下の三つの RQ に答え，製造業が，サービス・パラ

ドクスを克服するために，製造業のサービス化を促進もしくは阻害する要因を検

討することである。 

 

RQ1 サービス・ケイパビリティは，如何なる過程で内部開発されるか？ 

RQ2 サービス・ケイパビリティは，サービス化を促進するのか。そして促進す

る場合に，ICT はイネーブラーとしての役割を持つのか？ 

RQ3 サプライヤー，顧客，販売代理店との関係性はサービス化に如何に影響す

るのか？ 

 

 さいごに，議論の明確化のために，導出された RQ と既存研究の理論的な課題

の関係についてまとめる。RQ1 は，既存研究における理論的な課題の 1 に対応し

た研究課題として導出している。RQ2 は，既存研究における理論的な課題の 2 及

び 4 に対応した研究課題として導出している。資源や能力の相互依存性について

残されている課題については，本論文では取り上げない。RQ3 は，既存研究にお

ける理論的な課題の 3 に対応した研究課題として導出している。理論的な課題の

4 については，本論文における調査 2「ICT が製造業のサービス化に与えるイネ

ーブラー効果の検討」と調査 3「サプライヤーや顧客との企業間取引関係が製造

業のサービス化に与える影響の検討」を通して，実証分析を行い，その分析の結

果を基に，一般化の可能性を検討する。 

 

4.2  概念的フレームワークの導出 

 前節では，二章及び三章における既存研究レビューのまとめを踏まえ，本論文

が依拠する研究群である，サービス・パラドクスの克服のために，資源ベース理

論に基づく，サービス化を促進もしくは阻害する要因を特定する研究が残す理論

的課題について議論し，本論文の研究課題を導出した。本節では，研究課題を踏
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まえ，本論文全体としての概念的フレームワークを図としてまとめ，さらに，五

章以降の，各章の研究射程を明らかにする。 

 本論文の研究課題を踏まえた，概念的フレームワークを図 4 に示す。研究課題

に基づき，製造業がサービス化戦略を推進する場合には，サービス・ケイパビリ

ティが重要な促進要因となることを考える。さらに，サービス・ケイパビリティ

が重要な促進要因として考えられる点に加え，ICT の利用程度がそれらの関係を

促進することを想定している。また，製造業のサービス化戦略に対して，仕入先

や販売先との企業間関係が，サービス化戦略の促進要因もしくは阻害要因として

働くことを想定している。 

  

 

図 4 本論文の概念フレームワーク 

 

ここで，五章以降の議論の明確化のために，概念フレームワークに基づく，各

章の射程についてまとめる。五章，六章，七章の射程については，図 5 に示して

いる。 

五章の射程は，サービス・ケイパビリティにある。製造業のサービス化の促進

要因もしくは阻害要因を検討する研究群における理論的な課題に対して，製造業

がサービス化のために新たに必要とする無形資源である，サービス・ケイパビリ

ティに焦点を当て，サービス・ケイパビリティとは何であるか，そして如何なる

過程で開発されるかについて明らかにすることを目的としている。 

六章の射程は，サービス・ケイパビリティサービス化の関係性について，さら

にその関係をイネーブルする ICT にある。第一に，サービス・ケイパビリティが，
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製造業のサービス化を促進する要因であるかについては，検討されるべきである。

第二に，既存研究は資源の相互作用の側面について，課題を残している点に対し

て，本研究課題は，ICT 資源がサービス・ケイパビリティに与える影響について

明らかにする。 

七章の射程は，企業間関係とサービス化の関係にある。サプライヤー，顧客，

販売代理店との企業間関係は，無形資源としてサービス化戦略を促進もしくは阻

害する要因であると考えられるために，関係性がサービス化戦略に如何に影響す

るかについて明らかにする。 

 

 

図 5 概念フレームワークにおける各章の射程 
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第五章の要旨 

本章は，RQ1 である「サービス・ケイパビリティは，如何なる過程で内部開発

されるか？」に対して，調査 1「サービス・ケイパビリティとしてのサービス開

発能力とサービス化志向の内部開発過程の検討」を行い議論するものである。本

調査の方法として，三菱電機株式会社への半構造化インタビュー調査と社内質問

紙調査を行っている。調査の結果として，サービス開発能力は，自社サービス子

会社を製作所での開発方針会議の段階で参画させることや，相互の出向と相互の

技術供与，営業やマーケティング担当者との定例会議を行う等を通して，サービ

ス子会社との連携側面を強化していくことで，自社製作所内のサービス開発能力

を新たに開発しようとしていることが分かった。サービス化志向は，サービスと

は何であるかという解釈の多義性による認識のばらつきが確認され，それがゆえ

に内部でのサービス化志向の開発を困難にしている現状が明らかになった。分析

結果を踏まえると，サービス・ケイパビリティが開発される過程について明らか

にした点において重要な示唆を与えていると考えられる。これは，本論文で主と

して取り扱うサービス・ケイパビリティの特徴を明らかにしたのみならず，既存

研究が残す課題である，サービス・ケイパビリティの開発過程について，その手

順を詳細に明らかにし，さらには，サービス・ケイパビリティの獲得の困難さを

示唆する結論を得たことは，製造業のサービス戦略研究に与える影響は大きい。 

 

5 製造業のサービス化戦略とサービス・ケイパビリティ 

5.1  はじめに  

 理論部においてこれまで議論してきたように，サービス・パラドクスの克服の

ために，サービス化戦略を促進もしくは阻害する要因を，資源ベース理論に基づ

いて議論する既存研究については，その資源について，既に所有している資源の

再配置の問題として議論してきたことを，理論的課題としてまとめた。そこで，

製造業がサービス化のために新たに必要とする無形資源であると本論で定義する

サービス・ケイパビリティについて，今後さらに議論展開されるべきであること

を述べた。 

Baines et al. (2009)は，サービス・ケイパビリティとして，サービス設計，組

織設計，組織変革を行う能力の重要性を議論してきた。それはつまり，製造業が

サービス化を促進するには，製造業としてサービスの設計に関わる能力と，組織

的な設計や改革の能力が製造業のサービス化において重要であるということを意
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味する。これらの考え方に依拠し，本論文では，サービス・ケイパビリティとし

て，特にこのオペレーション上の能力であるサービスの設計・開発に係る能力と，

組織的能力である組織設計・変革を行う能力を重視する。 

加えて，既存研究の理論的な課題として，無形資源としての能力の開発過程の

議論が希薄であることを述べた。つまり，サービス・ケイパビリティを開発する

過程については，議論の余地がある。一方で，先進的なサービスの提供には製造

業にとって，これまでに所有していない新たな能力の開発が必要であることは既

に示唆されている(Forkmann et al. 2017)。そこで，既存研究を踏まえ，サービ

ス・ケイパビリティとしての，オペレーションの能力であるサービスの設計・開

発に係る能力と，組織的能力である組織設計・変革を行う能力が，如何に開発さ

れるかについて明らかにする必要がある。 

以上のことから，本章では，RQ1 である，サービス・ケイパビリティは，如何

なる過程で内部開発されるか？について答えるために，三菱電機株式会社への半

構造化インタビュー調査と社内質問紙調査として，調査 1「サービス・ケイパビ

リティとしてのサービス開発能力とサービス化志向の内部開発過程の検討」を行

った。 

 

5.2  理論的背景 

5.2.1  製造業のサービス化とサービス・ケイパビリティ 

製造業がサービス提供において必要とする能力は広くサービス・ケイパビリテ

ィと表現できる(Gebauer et al. 2017)。それは，Martin and Horne (1992)が，製

造業のサービス・ケイパビリティについて，サービスを開発，販売，提供，制御

する能力として重要性を議論して以降，サービス・ケイパビリティを特定しよう

と議論する研究が展開されてきた。本論文では，既存研究を踏まえ，サービス・

ケイパビリティを，製造業がサービス化のために新たに必要とする無形資源であ

ると定義する。 

サービス・ケイパビリティとしての，オペレーション上の能力であるサービス

の設計・開発に係る能力は，サービス開発能力(Sjödin et al. 2016)として表現で

きる。また，組織的能力である組織設計・変革を行う能力は，サービス化志向

(service orientation) (Gebauer et al. 2010)として考えられる。 

サービス開発能力(service development capability)は，オペレーション上のケ

イパビリティとして，その重要性が強調されてきた (Sjödin et al. 2016, 

Kindström and Kowalkowski 2009)。サービス開発能力は，顧客のために価値を

創造する新しいサービスの提供を行う能力として定義される(Kindström and 
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Kowalkowski 2009)。 

本論文では，とりわけ研究開発能力をサービス・ケイパビリティにおけるサー

ビス開発能力の代理変数として重視する。この理由は，研究開発は製造業におい

て重要な能力であることは言うまでもないが，製造業がサービス統合するに際し，

開発段階からサービス統合を設計・開発できるかが重要性を持つからである。ま

た，開発プロセスが体系化され確立されている必要があるが，そのサービス開発

プロセスの多くの活動は研究開発活動として形式化されているためである。これ

は，サービス開発能力を発展させる源泉となるのは研究開発活動であることを主

張する既存研究に依拠している(Sjödin et al. 2016)。他にサービスの開発能力に

ついては，サービスのための設計能力(Baines et al. 2009,Ulaga and Reinartz 

2011)としてその重要性について議論されている。 

サービス化志向(service orientation) (Gebauer et al. 2010)は，組織的なサービ

ス・ケイパビリティであり，サービス化を志向する企業文化(corporate climate)

として捉えられる(Gebauer et al. 2010)。組織的なサービス・ケイパビリティは，

組織として変革を行う能力であり，組織構造，人的資源をサービス化に沿って変

更するための能力の一部として議論される(Jovanovic et al. 2019)。 

本論文では，サービス化志向は，無形資源であり，サービス・ケイパビリティ

として捉えている。また，サービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向を

重視する理由は，技術的環境変化や事業上の需要があったとしても，企業として

サービス化志向がなければハードウェアにサービスを統合する誘因が生まれない

ことは想像に難くないためである。また，製造業がハードウェアとしての製品に

ついて，顧客に販売する際に，サービスを統合した提供ができるかどうかは，組

織的な改編を伴うものであり，組織設計等に関わるケイパビリティが重要である

と考える。製造業として，組織設計や変革は，企業としてサービス化を志向する

か否かに現れると考える。特に既存研究は，経営者の価値観として，サービス化

を志向する程度は，サービス化にとって重要であると議論してきた(Gebauer 

2008)。 

 

調査 1 サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力

とサービス化志向の内部開発過程の検討 

5.3  研究方法  

5.3.1  事例研究の目的 

 本項では，なぜ本事例研究を行うのかについて説明する。 

本章では，研究課題に基づき，どのようにサービス・ケイパビリティが内部開
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発されるかを明らかにすることを目的とするため，事例研究を採用する(Yin 

1994)。Yin (1994)は，「どのように」「なぜ」といった研究課題がある場合には，

説明的な(explanatory)方法による，事例分析，歴史分析，実験が望ましい分析方

法であると説明する。それは，なぜなら，「どのように」「なぜ」といった研究課

題は，単なる頻度や発生率よりも，経時的な追跡が必要な操作的結びつきを扱っ

ているためである。 

本章では，これに倣い，どのようにサービス・ケイパビリティが内部開発され

るかを明らかにし，サービス・ケイパビリティの概念的理解を深めることを目的

として，事例分析を行う。 

次に，上述した目的のために，どのような事例分析を行ったかを説明する。 

 

5.3.2  事例分析の方法 

 本項では，事例分析の方法について説明する。 

事例分析に用いたデータは，株式会社三菱電機のリビングデジタルメディア事

業本部に属する41冷熱システム製作所にて，複数回のインタビューと社内質問紙

調査によって取得したデータ及び公開資料やニュース記事といった二次資料であ

る。 

インタビューについては次のように分析を行った。インタビューは，半構造化

インタビューを採用している。それは，半構造化インタビューは，比較的オープ

ンに組み立てられた，つまり，回答自由度の高いインタビュー状況の中で，イン

タビュイーのものの見方が明らかになるとの期待があるインタビュー方式である

との考えに従っているためである(Flick 2015)。インタビューのガイドについて

は，Flick (2015)に倣い，インタビューのトピックを事前に作成している。インタ

ビューは，2020 年 10 月より，2021 年 3 月までの期間において，五回行ってお

り，それぞれ，90 分ずつである。インタビューを行う部屋には，主たるインタビ

ュイーの他に，インタビュイーとは異なる課に所属する二名の同席者がある。 

インタビューデータは，定性コーディングの方法を取った。コーディングとは，

データを分解したり，概念化したり新しくまとめたりする様々な作業である。五

回のインタビューの音声は，文字起こしを行い，合計で 79 枚のワードファイル

にまとめられた。コーディング過程では，Flick (2015)に倣い，まず，オープン・

コーディングを行い，データを意味や概念ごとに類型し，カテゴリごとに整理を

行った。ここでは，カテゴリごとに整理することが目的である。ここでの，イン

 
41 2021 年 10 月現在 
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タビューの分析結果については，インタビュイーと後日，再度コミュニケーショ

ンを取り，得られた結果の確認を行い解釈の妥当性を確認している。これは，コ

ミュニケーションにより，得られたデータの妥当性を得ることができるとする考

え(Flick 2015)に従っている。以上の方法により，インタビューデータの分析を行

っている。インタビューの分析は，サービス・ケイパビリティとしてのサービス

開発能力がどのように開発されるのかという点を議論するために主に用いている。

以降，インタビュー調査は調査 1-1「サービス・ケイパビリティとしてのサービス

開発能力の内部開発過程の検討」として扱う。 

社内質問紙調査は，次のように分析を行った。まず，質問紙調査の配布対象は，

冷熱システム製作所における 11 部署 44 課である。その内，各課 3 名に配布し

た。3 名は職位別の 3 名に回答してもらうように依頼している。これは，回答者

の偏りをなくすためである。社内での，総配布数は 132 件で，回収数は 80 件で

あり，回収率は，60％であった。配布方式は，オンライン回答形式を用いており，

配布期間は，2021 年 2 月 25 日～2021 年 3 月 3 日の間である。質問票の内容は，

表 6 にまとめている。また，実際に調査に使用した質問票は，巻末付録に掲載し

ている。回答については，五段階の尺度を採用している(1=当てはまらない，2=あ

まり当てはまらない，3=どちらともいえない，4=やや当てはまる，5=当てはまる)。 

質問紙調査の分析については，次のように分析を行った。データとしては，80

サンプルを用いて分析している。分析は，一つに，「冷熱システム製作所における

サービスとは何か」という自由記述を類型化している。加えて，部署間・年齢間

での，個人属性としてのサービス化志向の平均値の差の検定を行っている。ここ

では，サービス化志向は，単に経営層が持つ志向としてのみならず，組織全体の

組織文化として鮮明に捉えるために，個々の社員の持つサービスへの認識を基に

議論測定している。 

社内質問紙調査は，事例分析の中での役割として，サービス・ケイパビリティ

の内部開発過程を捉えるためのデータとして，特に，サービス・ケイパビリティ

としてのサービス化志向の現状を明らかにするデータとして用いられる。以降，

社内質問紙調査は，調査 1-2「サービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向

の内部開発過程の検討」として扱う。 

 ここまで，事例分析の具体的な方法について，説明してきた。次に，事例研究

としての，妥当性を確認するために，事例選択の妥当性と事例分析の妥当性につ

いてどのような基準に従って，分析を進めてきたかについて説明する。 
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5.3.3  事例選択の妥当性 

 本項では，事例選択の妥当性について説明する。 

本事例分析では，株式会社三菱電機のリビングデジタルメディア事業本部に属

する冷熱システム製作所のサービス化への取り組みを事例として扱う。本事例は，

サービス化を推進しようとする企業の国内における代表事例であると考えられる

ため，採用している。代表事例とは，理論カテゴリにおける代表事例であると定

義される(田村 2006)。ここでの理論カテゴリは，サービス化の発展過程である。

つまり，本事例は，製品付帯型サービスの提供段階から，顧客活動サポート型サ

ービス提供としてのソリューション型サービスの提供段階へと発展しようとして

いる過程にあり，サービス・ケイパビリティを獲得しようとしていることから，

その内部開発の過程を捉えるために適切な事例であると考えている。 

 

5.3.4  事例分析の妥当性 

本項では，分析の妥当性について説明する。 

本事例分析については，特に，インタビューによる事例分析では，事例分析と

しての妥当性を保証するために，Yin(1994)が提示する妥当性及び信頼性を確保す

るための戦術に倣い，分析を行っている。Yin (1994)は，事例分析において，主に

四つの点について確認することを求めている。 

第一は，構成概念妥当性(Construct validity)についてである。研究対象である

概念に対しての分析は，正しい運用方法が確立されていることを確認する必要が

ある。そこでは，証拠のレビュー，複数の証拠源の利用，が必要とされる。 

本論文においては，これに倣い，情報提供者としてのインタビュイーの発言を

本論文内もしくは巻末付録に引用し，本論文の読者に対して証拠の提供を行う。

また，この発言内容を記述する意味は，Yin (1994)が，「どのように」といった研

究課題による事例分析においては，説明的な記述を求めているが，これに対して，

説明を順に整理するために重要である。複数の証拠源の利用については，第一に，

Flick (2015)の考えに倣い，コミュニケーションによる妥当化のプロセスを行って

いる。これは，インタビュイーに解釈の結果を提示し，解釈の齟齬がないかを議

論している。また，インタビューの同席者二名には，インタビューの内容につい

て繰り返し議論を行うことによっても，その妥当性を確認している。第二に，

Farquhar et al.(2020)に倣い，インタビューデータのみならず，その他の二次デ

ータを部分的に用いて，解釈を補足している42。 

 
42 本論文で取り扱う事例は，事業部単位での取り組みを扱うため，記事や企業の公
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第二は，内的妥当性(Internal validity)についてである。ある条件が他の条件に

つながるという因果関係の推論は慎重に確認される必要がある。一方で，Yin 

(1994)に依れば，内的妥当性は因果関係を明らかにしようとしない事例研究にお

いては，強くは懸念されないと主張する。 

本事例分析の目的は，Yin (1994)に倣い，サービス・ケイパビリティとしてのサ

ービス開発能力が，どのように形成されるかについて探索的にそして，説明的に

調査するために，本妥当性が，懸念される程度は高くないが，Yin (1994)に倣い，

因果関係について議論する場合には，その推論結果について事実としての誤りが

ないか，コミュニケーションによる妥当化のプロセスを取ることで，誤りを防ぐ

努力を行っている。 

第三は，外的妥当性(External validity)についてである。事例研究の知見が一般

化できることを確認する必要がある。ここでの一般化とは，単一の事例分析によ

って得られた結果が他の事例においても同様に当てはまるという一般化を指すの

ではなく，事例分析結果を理論へと一般化することを試みることを指す。つまり，

統計的な一般化に依拠するのではなく，分析結果をより広い理論に当てはめるた

めに努力する分析的一般化に依拠する試みが重要である。具体的には，発見され

た事実に対して，既存研究の理論的な背景に依拠しながら考察を行うことが求め

られる。 

本事例分析においては，事例の分析結果として，事実のみ記述するのみならず，

サービス・ケイパビリティとしての開発過程に関する理論的な過去の発見に依拠

しながら，議論することで，本妥当性について考慮している。 

第四に，信頼性(Reliability)についてである。事例研究の手順を踏めば，事例研

究から得られた知見が再現できることを示すことができるかを確認する必要があ

る。 

本事例分析においては，仮に本事例分析を追試する場合においても，類似した

結論が導かれるために，標準化されたインタビューのためのガイドラインを設計

している。 

本論文の事例分析においては， Yin (1994)に倣い，結果の解釈の妥当性を確保

するために，以上の四点に注意を払い分析を進めている。 

 

 

開資料における情報として多くは共有されないために，インタビューの分析を補足

できる文献は多くないことが課題である。 
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5.3.5  事例概要  

 本項では，事例の概要について説明する。 

冷熱システム製作所は，和歌山県にある主に業務用空調を扱う製作所である。

本社リビングデジタルメディア事業本部に所属する。業務用空調市場においては，

日本国内で 2 番手に位置する出荷台数を誇る43。対して，国内最大手は，ダイキ

ン工業株式会社である。 

 現状の事業環境とサービス提供状況については，図 6 に示す。冷熱システム製

作所44の主な役割は，空調機器の設計，製造，生産である。販売は，自社と資提携

のある販売代理店が担当する。顧客は，ここでは，簡単化のために空調機器の設

置場所を意味するが，主にオフィスビルや商業ビルである。 

 そこでの，サービス提供の役割については，冷熱システム製作所は，製品のデ

ジタル化のための設計変更と，サービス提供のためのツール設計開発である。現

状は，主にサービスの提供は，三菱電機の連結子会社である三菱電機ビルテクノ

サービス株式会社(図中には呼称である MELTEC と表記)が担当しており，遠隔

での監視による保守対応を行っている。冷熱システム製作所としては，製作所と

して，顧客にソリューション型のサービス提供を行うことができるように志向し

ている段階である。それは，競合企業である，ダイキン工業の動向から影響を受

けている。ダイキン工業では，新たに空気を販売するという，従量課金制の空調

サービスを志向していた。これは，空調事業において，空調機能としてのパフォ

ーマンスを販売するという画期的なサービスであると認められ，三菱電機におい

ても，それに代替するサービスのアイデアを求める必要があった。 

 

 
43 日本冷凍空調工業会 HP 及び社内調査にて確認 
44 図内では社内呼称である，冷電と記載。 
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図 6 冷熱システム製作所の事業環境(筆者作成) 

 

5.3.5.1  調査 1-1 「サービス・ケイパビリティとして

のサービス開発能力の内部開発過程の検討」概要 

 本項では，調査 1-1 の概要についてまとめる。 

 調査 1-1 では，サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力の内部開

発過程を明らかにするために，主に五つのインタビューを行っている。インタビ

ューは，2020 年 10 月より，2021 年 3 月までの期間において行われた。それぞ

れ，90 分ずつ行っている。それぞれの目的と冷熱システム製作所におけるインタ

ビュー担当者は表 4 に示す。また，インタビューのために用いたガイドラインに

ついては，表 5 に示す。 

 

表 4 半構造化インタビューの目的と対象者 
 

目的 担当者 

①  三菱電機ビルテクノサービスとの業務連携につい

て 

冷熱システム製作所

営業部二名 

②  三菱電機ビルテクノサービスへのメンテナンスツ

ール開発について 

冷熱システム製作所

設計部二名(内一名，

三菱電機ビルテクノ

サービスへの出向経

験者) 

③ 市場の品質保証業務について 冷熱システム製作所

品質保証部一名 
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④ 稼働データについて 冷熱システム製作所

設計部，業務改革担

当 

⑤ 顧客データについて 冷熱システム製作所

サービスツール担当 

 

表 5 半構造化インタビューのガイドライン 

目的 詳細 

担当業務や所属組織の基本

的な情報について 

どのような組織か：組織の人数，規模，在籍者

の経歴や雰囲気，協力体制，サービスの持つ意味 

どのような業務か：日常の担当業務や日常的な

タスク，取り組み，ミッション，業界に対する強

み 

どのような目標があるか：日常の課題，中長期

の目標，顧客に対する活動の目標，成果の目標，

評価の仕方，時間をかけて取り組むべき課題 

日常的な業務の変化につい

て 

ICT 利活用状況と業務の変化：IT 利活用，ICT

導入，デジタル化といった取り組みの中で実感し

た変化やその事例，そもそも何が変わったのか何

をもたらしたか，変わりつつあるのか，変わって

いないのか 

フィールド・サービスの高度化の側面，料金体

制の変化の側面，サービス担当者や顧客の変化の

側面 

得られるデータの取り扱い

について 

データの取り扱い方と考え方：稼働データ，顧客

のニーズの扱い，実際の利用状況 

組織間でどのような活動が

行われているかについて 

日常的な相互の活動：通常の業務やり取り，そ

れぞれの役割，その必要性や印象，効率化への取

り組み，相互の印象と理解，相互の要望と権限，

調整活動や連携体制，お互いの長期目標 

日常的な相互の協同と不満：協同によるメリッ

トデメリット，体制，改善のための取り組み 
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5.3.5.2  調査 1-2「サービス・ケイパビリティとしての

サービス化志向の内部開発過程の検討」概要 

 調査 1-2 では，サービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向の内部開発

過程を明らかにするために，質問紙調査を行っている。質問紙調査を行う理由は，

サービス化志向は，それは単に経営層が持つ志向としてのみならず，組織全体の

組織文化として，個々の社員の持つサービスへの認識を基に議論し，その現状を

捉えるためである。 

本質問紙調査の配布対象は，冷熱システム製作所における 11 部署 44 課である。

その内各課 3 名に配布した。3 名は職位別の 3 名に回答してもらうように依頼し

た。配布数は 132 件で，回収数は 80 件である。回収率は，60％であった。配布

方式は，オンライン回答形式を用いており，配布期間は，2021 年 2 月 25 日～

2021 年 3 月 3 日の間である。質問票の内容は，表 6 にまとめている。それぞれ，

五段階の尺度を採用している(1=当てはまらない，2=あまり当てはまらない，3=

どちらともいえない，4=やや当てはまる，5=当てはまる)。 

また，実際に用いた調査票は本論文の付録に掲載している。 

  

表 6 質問紙調査の測定項目と詳細 
 

測定項目 詳細 

1 属性情報 回答者属性 

2 勤務状況について 勤務形態・勤務状況認識 

3 冷熱システム製作所のサー

ビスについて 

(自由記述) 

サービスとして何を想定するか 

自事業の将来への展望 

4 個人のサービス化志向につ

いて 

サービスに対する価値観による 

個人のサービス化志向 

5 部署のサービス化志向につ

いて 

部署のサービス化志向 

6 顧客志向について 顧客志向(顧客への考え方) 

7 デジタル志向について デジタル志向(デジタル技術導入への考え方) 
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5.4 分析結果  

5.4.1  調査 1-1「サービス・ケイパビリティとしてのサービ

ス開発能力の内部開発過程の検討」結果  

 本調査における五つのインタビューによって得られた結果について，半構造化

インタビューのためのガイドにおける目的ごとに分けて，インタビューの結果を

まとめる。インタビュイーの発言については，その記述を分析の妥当性の確認た

めに提示する必要があるが，ここでは論点の明確化のために，主たる部分を文中

にまとめ，その他の部分は巻末付録にまとめる。 

 

5.4.1.1 担当業務や所属組織の基本的な情報について 

 本調査においては，複数の部署の担当者にインタビューを行っているため，こ

こでは，冷熱システム製作所としての担当業務についての全体像を整理する。こ

れは，サービス化戦略を志向する上で，事業環境としてどのような背景があるか

を理解する必要があるために，以下にまとめる。 

 まず，国内の商流について，業務用エアコン45については，また，国内の空冷品

の多くは，主に三菱電機の販売会社より，販売会社の支店・営業所もしくは代理

店を経由して販売される間接型販売を採用している46。新たに建設される商業ビ

ルといった非居住建物47への設置を想定した場合には，サブコンと呼ばれる，大

手設備関連業者や，ゼネコンと呼ばれる建設業者が売り先となる48。商流につい

ては，ビルの施主や管理会社とは異なる，ビルの設計者に製品を販売する点があ

るために，製品の商流が複雑化している。加えて，製品の設置や試運転に関して

電気工事や住設工事が必要であるといった基本的なサービスの側面を考えると，

より複雑な事業環境であることが分かる。 

そして，この事業環境の複雑さは，冷熱システム製作所にとって，事業の変革

を困難にしている要素であると認識されている。事業環境について，次のように

説明をする。 

 

「国内の空調の商流は，何層にもなっているし，関係会社が多いから，新しいこ

とをしようにも，全体の最適というか，部分最適の話だけでは進められないのが

 
45 業務用のエアコンを指し，パッケージエアコン，ビル用マルチエアコンを含む。

商業施設やビルにおいて，オフィスや店舗に設置される対人空調機である。 
46 発言内容については巻末付録を参照。 
47 建設物の形態は居住もしくは非居住と大きく分類されその形態によってそれぞれ

の建築担当業者が異なる。 
48 一方で，工場や食品店舗向けエアコンは，冷熱工事店が売り先となる。 
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ありますね。」 

 

「サービスを考えるにしても，そもそも営業先としての顧客のニーズを考える場

合に，誰にとって嬉しいかっていうのは勿論考えますが，工事店さんにとっても，

うれしい必要があるとか，ユーザーというのもそれぞれ課での担当相手が顧客で，

という感じですね，全体としては。」 

 

 既存の事業環境における複雑さは，事業変革を困難にしていると認識している

ということに加え，それは，自社の取り組みの関係会社への影響について，無視

できない状況であるためである。それは，冷熱システム製作所が持つ役割が，主

に空調製品の設計・製造と保守業務に利用するツールやシステムの開発であると

明確に分担されてきたことに起因していると考えることができ，販売から，設置

や試運転に係るサービス，故障対応等のサービスについての運用を委譲してきた

ことを考えれば，事業変革が必要である場合に，全体最適を考えなければならな

い状況であることが分かる49。 

また，事業環境の複雑さは，関係先が多いことに加えて，三菱電機本社の組織

編成と，その現状のサービス体制に起因する部分がある。この点について，次の

ように説明する。 

 

「これまでも，事業をまたがるサービス運用を実施してきて，この総合的なサー

ビス体制は三菱電機としての強みですが，新規アイテムを検討する際の意思疎通

を図らなければいけない関係者が多いのは課題で，いかに迅速に検討を進めるか

がずっとテーマ。」 

 

「もうちょっと洗いざらい喋りますけど，三菱電機ね，本社からいって工場まで

ダーっていろんな階層がある中で，そこに関連会社も紐づいて，規定だったりで

その階層ごとのところですね，ある程度レベル合わせしなきゃいけなかったりと

か，工場の中でもですねセイギ(制御技術)50のメンバーと空調機のメンバーとで

もいろいろあってですね，会話する人が多くてですね，話が進まないんですよも

う，それでメーカーに任せると話が遅いと。」 

 

 
49 発言内容については巻末付録を参照。 
50 括弧内筆者補足。 
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 サービス関係の関連会社は，三菱電機ビルテクノサービス51，三菱電機システ

ムサービスが存在する。三菱電機ビルテクノサービスは事業内容として，トータ

ルビル管理サービス，ビル診断及びコンサルティング，総合リニューアル等を行

っている。トータルビル管理サービスとして，昇降機，冷熱機器等ビル設備の遠

隔監視及び制御を行っているほか，それらの販売，据付，保守も行っている。主

に昇降機等のビル設備を取り扱っているが，副次的に空調冷熱設備についても取

り扱っている。三菱電機システムサービスは，環境及び省エネルギ―支援や社内

連携事業支援，家庭用電化製品及び住宅設備製品関連事業を行っている。主に FA

システム機器，家庭用電機機器を取り扱っており，一部小型業務用空調も取り扱

っている。 

これらのサービス子会社は，それぞれ三菱電機本社の別本部のもとにある関連

会社である。主に，業務用空調の保守業務を担当している，三菱電機ビルテクノ

サービスは，本社ビルシステム事業本部52に属する。一方で，冷熱システム製作所

は，リビングデジタルメディア事業本部53のもとにある製作所である。また，冷熱

システム製作所が属するリビングデジタルメディア事業本部には，空調の保守サ

ービスを主に取り扱うサービス子会社は存在しない。これらのことから，三菱電

機ビルテクノサービスは，ビルマネジメント型のサービスの一部として空調関連

サービスを提供しているのであって，空調関連サービスは主たるサービスではな

い。実際に，三菱電機ビルテクノサービスの売り上げの構成の半分以上は，昇降

機の保守・管理業務によるものである。これは，空調機に反して，昇降機には，

法令点検が義務付けられているために，売上を得やすいという背景がある54。 

この自社の組織体制，サービス体制による複雑さは，意思決定を遅延させてい

るとの認識がみられた。一方で，冷熱システム製作所としては，三菱電機ビルテ

クノサービスが提供するビル管理のサービスに空調関連のサービスも内包されて

いる現状から脱却して，サービス化を組織として図りたいという背景があること

が分かる。ただ，これまで見てきたように，これまでの事業環境においては，関

係会社との関連や，現状のサービス体制がその複雑性をもたらしており，関係会

社への影響を鑑みないで，新たなサービスを進めることは困難であると考えてい

る。これは組織間の連携側面における発見として後にまとめるが，冷熱システム

製作所の考え方としては，サービス会社に対して，お互いの事業に侵食しないで，

 
51 社内呼称は，メルテック。 
52 社内呼称は，ビル本。 
53 社内呼称は，リ本。 
54 発言内容については巻末付録を参照。 
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いかに連携して新しいこと行うか考えており，少なくともこれまでは，それは明

文化されているわけではないが，明示的に守られてきたと説明する。 

 

5.4.1.2 日常的な業務の変化について 

 ICT 利活用やサービス化を志向することによる業務の変化への認識についてま

とめる。これは，サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力の内部開

発過程を明らかにする上で，変化への認識を明らかにすることを目的としている。 

まず，ICT 利活用による変化の側面を考える以前に，冷熱システム製作所とし

て，空調製品単体での ICT 導入は進みがたい状況があることが示された。それは

一つの理由として，高品質を追求してきた過去の性能の改善によって空調は壊れ

にくいとして，製品を常時監視するためのシステムの導入へのコストがメリット

を上回らないと認識していることが挙げられる。 

 

「これまでに性能改善に尽力してきた結果としては，非常に壊れにくく，今は

データにはないけど，製品寿命も長くなってきているというのはあるよね。ICT

といった技術でデータを吸い上げるとかももちろん分かるけど，そもそもそのデ

ータをどう使うかとか，データを保存しておくクラウドもお金がかかる訳だから，

もうかりますか？ってのがありますね。」 

 

空調の起動最適化のために AI を導入しており55，他の局面での高度な ICT の

利活用がみられるものの，製品を常時監視することや，稼働データを蓄積させる

ことで故障予知を行うといった点は，冷熱システム製作所が主として，空調単体

で進めるには障壁があると認識されていることが分かる。 

またそれは一つの理由に，サービス子会社である三菱ビルテクノサービスが運

用するビル管理システムには，ICT 利活用による空調管理も含まれており，これ

らの，運用の範囲で稼働状況等のデータを基に，省エネ支援や買い替え訴求を行

っていることがある56。サービスの子会社にとっては，ICT 利活用によるサービ

スの高度化を図るといった業務の変化が考えられるが，冷熱システム製作所にと

っては，運用を任せているために，運用に基づく機能改善要求に回答するなど製

品機能改善の側面からみると通常の業務との変化が感じられない可能性がある。 

 
55 三菱電機 HP ニュースリリースより引用。

(https://www.mitsubishielectric.co.jp/news/2020/0227-b.html)（2022 年 1 月 13 日

アクセス） 
56 発言内容については巻末付録を参照。 
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一方で，先の，製品が壊れにくくなっているという点については，不具合情報

を扱うフィールド・サービス担当者は，性能向上によって，製品が高度化してき

たことは，部品数が増え，その分不具合の数は増えていると認識している。 

 

「複雑化することで，構成部品が増えれば，当然，製品の故障の確率っていうの

は，それぞれの部品の確率。になってくるんで。だからいくら設計で品質を上げ

ようと話してても，それと同じぐらい部品とか部品点数が増えたりとかすれば，

そういうことはまああるかなと思うし。」 

 

 これは，不具合情報として問い合わせのある情報が，故障ではない状態も含ん

でいるために57部品数の増加等により影響を受ける形で，不具合が増加している

と認識している可能性がある。従って，それぞれの意見を踏まえても，これまで

の製品性能の向上による，故障のしづらさがあるゆえに，サービス化を促進する

ために，重要な役割を持つ，製品への ICT 導入が進まないとする認識があること

が分かる。 

空調製品への ICT 導入が進まない，別の理由として，故障時の緊急対応性が顧

客にとって価値があると認められにくいと考えていることが挙げられる。一つは，

空調が故障した場合に被害が大きいようなデータセンターや病院の場合において

は，冗長性を考えた製品導入が既になされている58。言い換えれば，壊れても問題

がないように，室内の機器の予備を設置していたり，室外機との通信手段を複数

用意したりしている。そこでは，仮に空調が故障した場合であっても，すぐに利

用者の安全が脅かされることはない。それにより，空調は，相対的に安全面での

規制の強い昇降機のような製品と比べると，故障時に事後的に対応することで問

題ないと認識される。商業用ビル，オフィスビル等であった場合には，実害があ

る場合には早急な対応が必要となるが59，ただ，寒さや暑さを我慢する程度であ

れば，故障確認後に連絡を受けたサービス担当者が訪問し修理する現状のシステ

ムで満足であると考えていることが分かる。 

また，故障時の現場対応経験者は，故障対応について，次のように説明する。 

 

「えっと故障予知ってなってくると冷媒漏洩とかだと徐々に漏れてくるんで，

まあちょっと予測はできるにしても，ちょろちょろものだと場所を探すのが大変

 
57 発言内容については巻末付録を参照。 
58 発言内容については巻末付録を参照。 
59 発言内容については巻末付録を参照。 
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でなんとも言えないですけど，ちょっと通報があって，行って見つけられません

でしたとかっていうのがあるんですね。でそうすると大きなビルって基本的にビ

ルの管理会社みたいなのが入っていてオーナーに雇われたビルの管理会社はオー

ナーにこれはどういう現象で，それでこれは他には影響しませんよとか。他にも

影響があるんですとかって報告をしなきゃいけないんですけど，それで困るんで

すね。だから，それは予測ができるから常にいいかというとそうではない現状が

ありますね。」 

 

ここまでの，空調製品への ICT 導入が進まない理由を考えると，製品性能向上

の結果として故障頻度が減少傾向にあり，多くはない故障のために冷熱システム

製作所が主体となって，ICT 導入によるコストをかけることが，望ましいとされ

ない認識があることが分かった。また，顧客視点で考えても，故障状態を如何に

短くするかということは，価値として認識されづらいことが分かる。そういった

認識が，冷熱システム製作所に共有されていた。特に営業担当者や保守サービス

経験者は，顧客と接する機会が多く，顧客のニーズを理解しているがために，そ

のように認識している。 

製品への ICT 利活用による変化への認識という視点に戻ると，冷熱システム製

作所としては，上述した理由から，主となって製品への ICT 利活用を進められて

いる訳ではないために，これまでの業務と比べて変化が起きていると認識はされ

ていないことが分かる。 

サービス化を志向することによる変化として，一つは，顧客の変化についての

認識が挙げられる。サービスやソリューションを訴求することによって，顧客に

とって過度の期待を発生させていると考えている。 

 

「ゼネコンやサブコンからの問い合わせはやっぱり，メーカーであるうちにくる

んですよね。そうなると，いろんな段階での質問とかが，色々来るので設計業務

を圧迫しているのは事実ですし，ゼネコンやサブコンは聞いてくることが深いの

で，時間がとられるんですよね。」 

 

「サービスっていうのを頑張りますとアピールすると，なんでもかんでも頼まれ

るみたいなところはありますね。ソリューションって書いてあるから，何でも大

丈夫でしょ？みたいな。うちとしてはもちろん製品保証の範囲はこれまでと同じ

ようにやるんですが。」 
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顧客からの問い合わせが設計まできて，設計が品質対応等に時間を取られすぎ

ていることを課題として挙げている。これは，業務用空調であるために，ゼネコ

ン，サブコンといったエンジニアが設計関連情報を求める傾向が高いという，製

品の特性もあり， 設計業務担当者しか対応できないこともあるためではあるもの

の，無料のサービスを含めたサービスを顧客が求める傾向がみられると認識して

いる。に労力を割こうとする，もしくはそれが求められるようになっていると部

分的に認識されている。 

次に，冷熱システム製作所内でのサービスへの認識の変化がある。これまでの

冷熱システム製作所内でのサービスは，三菱ビルテクノサービスがサービスを提

供するために必要なシステムを意味することが多くの認識にあったが，サービス

の持つ重要性を製作所内で考えるようになり，ソリューション提供を訴求するよ

うになったことで，冷熱システム製作所の収益に直接貢献するような事業化され

たサービスを志向する変化がみられるとの認識が部分的にみられた。 

 

「どうしても工場にいるとその事業拡大とか規模拡大とか売上拡大っていう絵の

中で，工場に実入りが増えるっていうというところで，製品の販売数とかにフォ

ーカスされがちなので，メルテックのためになるアイテムっていうのを作って，

売ってもらうってことで考えてはきていて。ソリューションをね，いろいろうち

でも懸案してはいくんですけど。保守サービスをやりやすいっていう人のために

アイテムを増やしたら，楽にはなるんでしょうっていう元々のやっぱそこにつま

ってって感じですよね。今皆さん粛々やるんですけど，早く工場でビジネス化し

ていけなっていうところが課題になっちゃっててっていう気はしますね。」 

 

 これらの，冷熱システム製作所内で部分的にみられた，サービスへの認識の変

化は，サービス開発能力の形成に影響していると考えられる。それは，サービス

を如何なる形で事業にするかを決定していく指標となっており，つまりはサービ

ス会社との連携を訴求するのか，対競合もしくは顧客のニーズを優先して，冷熱

システム製作所が主導でサービス提供を行う新たな変革を行うのかに影響する。

他にも，冷熱システム製作所が主体となるサービスを想定しながらも，サービス

子会社との競合を避けることを考える声もあったが，いずれにせよ，サービスを

どのように見なすかという変化は，今組織内で起きている段階であり，変化に影

響する要因として，サービス子会社への認識があることが分かる。 
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「まあ，和歌山の方も，やっぱりこう空調データを蓄積してってやると，システ

ムがいっぱいできてしまうので，それがちょっとイメージに僕もあって，じゃあ

どうなるのかなっていうのは確かに難しいところで，ちょっとメルテックとうち

の立ち位置は，こういうふうにして行きますか？っての話をして行かないといけ

ないところ。ただ，あのまあ過去のノウハウがあるので。あのうまあメルテック

っていうのは，まあほとんど国内の会社なので，はいまあ，国内はあのメルテッ

クようかせるけど，まあ，海外には三菱が作ったシステムを展開して，まあ海外

には今度は販社とか，販売会社の方で，まあ和歌山が作ったシステムで，あのま

あ保守というか，まあそれに近いことをやってもらうと。」 

 

冷熱システム製作所が主体となって新たなサービスを展開することが，空調を

専門とする競合企業であり，市場での売り上げがトップであるダイキン工業株式

会社に対応する戦略となりうる可能性は共有されつつあるが，サービス子会社と

の今後の取り組みの方向性については，まさに検討段階であることが分かる。 

 

5.4.1.3 得られるデータについて 

ここでは，データの側面を中心に得られた結果についてまとめる。主にここで

取り扱うデータは，製品の稼働データについてである。 

 サービス開発のためには，製品の稼働データや顧客データの取得が重要である

が，既存のシステムにおいては，三菱電機ビルテクノサービスを通して製品の稼

働データを取得している現状がある。 

ただ，そういった状況であるにも関わらず，取得できるすべてのデータに，冷

熱システム製作所が完全にアクセスできるわけではないということが示された。 

その理由として，一つは，データの所有権の問題にある。データをめぐる所有

権の問題は，少なくとも現段階では明示的に規定を持ち合わせていなかったため

に，三菱ビルテクノサービスに閉じてしまう部分がある。 

 

「そのデータの，所有権とか既得権とかは，もちろん全部が全部ではないけど，

明示してこなかった部分もあるというか，契約書にはっきり書くことができれば

いいんですが，アイデアとしてもどうしたらいいのかなというのはありますね。

…(中略)課金して頂いているお客様の稼働データ以外も，基本的には現状とって

いないというのもあります。」 
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「ファシーマは，メルテックが商材として販売・運用を行っていることになって

いるから，メルテックとお客さんとの契約状況に依存している状況があって，他

の三菱がやっているビル管理のサービスに関しても別の事業部であったり，その

サービス会社さんがやっている所なので，完全にはうちも自由にというわけには

いかないのがある。」 

 

「ファシーマってありますよね。実はメルテックの開発で，メルコ60本体はこの

仕様に手だせないんですよね。これって大規模ビルの管理でわかりやすく言う

と，部屋でどこの電気は使ってますとか，どこの機器は稼働していますとかカメ

ラでモニターしてという。それで，こっちは(別のビル管理サービス)61は中小規

模という一応，ビルの区分けをして。これはメルコ本体が開発したので我々が手

が出せると。別会社間のやっぱりコンフリクトの妥協案として契約というふうに

して。お互いも似たような展開にしていると。既にそういった衝突みたいなコン

フリクトがあったために別システムとして用意する必要がビジネスとして発生し

てたっていう。」 

 

つまり，冷熱システム製作所にとっては，既に，同じグループ企業間であって

も，またサービスのための子会社としての立ち位置である企業間であっても，デ

ータの所有権を明確にできていない現状と，商材としての商圏の影響もあり，容

易には手を出せない部分があることが分かる。現状は，冷熱システム製作所が制

作したサービスツールによって取得された製品稼働データは，運用を担当してい

る三菱電機ビルテクノサービスが所有している。 

冷熱システム製作所が，機器の稼働データに完全にアクセスできるわけではな

い理由として，別にデータ構築のシステムにあることが分かる。ファシーマ62の

設計に関与してきた関係者はメルテックでの運用の状況を次のように説明する。 

 

「意外とね。このメルテックのシステムってはていうのはあんまりでデジタル化

されているかというと，結構，アナログな部分も多くて。パソコンのデータみた

いに自由にこうなんだろうな。入手できて利用できるかというと，ちょっとそう

 
60 冷熱システム製作所の社内呼称。 
61 括弧内著者補足。 
62 三菱ビルテクノサービスが運用するビル管理システムの商品名。 
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なってない。回線もあの全然この時代にあのなんだろうな，その別にクラウドを

使ってるわけでもないし，どっちかって言えば，もう昔の簡単な，アナログのモ

デルね。isdnとかちょっとね世代的にはこうかなり古いあのものを実は使ったり

していて，逆にそういったものの方が実は信頼性が高い。結構その震災とかが起

きた時に 1 番最初に復旧するのがやっぱり電話回線とかで，その電話回線を，ア

ナログではあるんだけど，そう言ったものを使って，あのうまあ信頼性を重視し

ているみたいな所があるんですね。その今後の目標として，よりデジタルなシス

テムへの変換とかっていう意味ではなくて，もうその辺，内政の意味で，こうそ

のね。まあ，さすがに，もうそろそろ。」 

 

サービスの運用をビルテクノサービスに委譲してきたために，サービス提供の

ために利用されるデータの多くは，現状のシステムでは，三菱ビルテクノサービ

スに閉ざされていることが分かる。少なくとも，冷熱システム製作所から，即時

に稼働データを確認できるような状況ではない。 

それは，データの所有権の問題，機器の稼働データがクラウドに保存されるよ

うなシステムでは現状無いということ，サービス担当者の属人的な入力等によっ

て構造化されていないデータであること等が理由に挙げられた。 

 稼働データ以外では，製品の不具合に関する情報や機能改善に影響するような

情報は，冷熱システム製作所に対して，三菱ビルテクノサービスや代理店より，

品質保証部を通して開示される63。 

 

5.4.1.4 組織間での活動について 

 冷熱システム製作所とサービス子会社としての三菱電機ビルテクノサービスと

の間での活動について，まとめる。 

まず，冷熱システム製作所と三菱電機ビルテクノサービスの関係性について，

これまでの発見を踏まえながら，冷熱システム製作所が関係性をどのように捉え

ているかについてまとめる。両社は，三菱電機のグループ会社ではあるものの，

事業本部が異なることによる上位の意思決定主体や調整先が異なる点，三菱電機

ビルテクノサービスは既に空調機のサービスに頼らないでも，昇降機のサービス

の事業利益で黒字の運営を行えている点が基本的な背景にある。これらのことを

踏まえれば，それぞれが独自のサービス提供を訴求しようとする誘因もあり，互

いに協力しない可能性も考えられる。三菱電機ビルテクノサービスへの出向経験

 
63 発言内容については巻末付録を参照。 
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のある担当者は，当時のことを次のように説明する。 

 

「冷電側がその保守データの方の保守サービスの方で，ちょっとデータ収集で

乗り出してくるってなった時に，なんでうちらの事業を食いつぶすのかっていう

のとか，保守はうちだぞ，みたいな声は上がりましたね。」 

 

空調機のデータについて，互いに開示されないデータが存在することがみられ

たように，個別に閉ざされた側面が一部ある。それに対して，冷熱システム製作

所として，個別に閉ざされた状況を改善した全体最適な解を求めようとすると，

そのための変更は，バリューチェーンにおける事業役割の重複とみなされる場合

がある。そしてそれは，これまで保守サービスを担当してきた三菱ビルテクノサ

ービスにとって，自社の事業を奪われるのではないかとの認識を生んでいること

が分かる。  

一方で，あくまでそれは三菱電機ビルテクノサービスにおける一部の声であっ

て，冷熱システム製作所としては，協力の体制をこれまで強化してきたように，

データを得る・顧客との長いつながりで囲い込むという長期的な目標が共有でき

ていると認識が共有されている。また，品質保証関係業務については，そもそも

役割が重複するだろうとは認識していない64。三菱ビルテクノサービスとの連携

側面について，次のように説明する。 

 

「メルテックがやってる事業が，うちがとっちゃうみたいなことは無くて，メル

テックがやっているサービス事業のためにあのうもう結構協力してるみたいな感

じがあってクールリモートのシステムはうちが和歌山の方で，作って売っている

んですけど，そこで儲けようとろうとかには一切なくて，あのほぼ原価でこう提

供しているような感じで，そのかわり，メルテックは何をするかっていうと，ま

あさっき言ったんですけど，まあ，ちょっとお客さんとつながりをずっと保ち。 

続ける感じになるんでまあ何かあれば，あの毎月報告に行ったりもするし，あの

まあ長く付き合っていれば，そのリニューアルで，もう古くなってきて性能デー

タとかもメルテックが見るし，お客さんに提出もできるので，そろそろなんかそ

の性能おちてきたかなとか，そういったことがあれば，もうリニューアルしたら

どうですか？みたいなところを提案してくれるので，結果的にそのリニューアル

に進めば，うちのユニットが売れるみたいな。そのメルテックとかの関係で言う

 
64 発言内容は巻末付録参照。 
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と，かなり長いサイクルで，全体を見てるっていうのがあるかな。別のシステム

は提供するけど，その先にあるリニューアルきたときにはうち。だからメルテッ

クとしてはお客さんとのつながりをこうなるべく作ってもらって，あのまあ囲い

込みをつくってもらって，三菱陣営に，トータルはいてもらうということで，そ

れがないとお客様も一回三菱入れたかもしれないけど，使ってみて。じゃあダイ

キンのほうが安いねってなったらダイキンになっちゃったりとかね，するわけな

ので。そういう長い 10 年，15 年みたいサイクルの中で，事業展開している。」 

 

ここまでの状況をまとめると，それぞれに閉ざされたデータがあり，また，三

菱ビルテクノサービスは昇降機の事業を主な収益減としていることなどから，冷

熱システム製作所は，独自のサービスを訴求しようとする動機づけがあることが

分かる。一方で，これまでの保守サービスの運用実績や，製品販売への貢献を考

えれば，三菱ビルテクノサービスを排除して，新たにサービスを考えることは困

難であるとの認識も同時にみられる状況である。この相反する状況が課題である

ことは，冷熱システム製作所内でも共有されている。この状況に対して，次のよ

うに説明する。 

 

「やっぱそこがですねちょっとジレンマがあるのが実態なんですよね，おそら

く。三菱電機がメルテックを持ってる良さっていうのはメーカーサービスでメー

カーの色を出してサービスのところに手を出せるところのはずなんですよ。ダイ

キンさんはそういうサービス形態は取れてないんですね。メーカーのサービスが

なくって，自分の中の特約店というかですねそういうサービスとか保守工事とか

ちょっと見に行ってくれるお客さんのところと，手を結んでるっていうスタイル

なので，ダイキンにしても，うちのメルテックは脅威であるはずなんですよ。 

だからここをうまく伸ばしていくっていう絵を作りたいっていうのが本筋とし

てはある。が，一方で，他にもさらに費用が高いっていう話があって，当然費用

が高いとお客さんにかかってくる話になるので，そこまで受け入れてもらえるサ

ービスを作れるかどうかっていうのも，そのメルテックの範疇になりますけど，

が少し課題なのかな。」 

 

「でまあメルテックもうちも保守だけをやってるわけじゃないので，なんかもう

会社会社の中で，別事業部で別会社みたいな感じになっちゃってるので，何とか

一体化しようっていう動きでやっているんだけど，営業の仕事もこんなに違うし
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で，なかなか足並みが揃いにくいところがある。」 

 

冷熱システム製作所が三菱ビルテクノサービスとの関係性をどのように捉えて

いるかということについては，いくつかの意見はあるものの，一貫して共有され

ているのは，新たなサービスを冷熱システム製作所が提供していく場合であって

も，これまで連携してきたように，これからも三菱ビルテクノサービスとの協力

体制をもって拡張すべきだという認識である。それは，冷熱システム製作所が，

これまでも利益度外視で三菱ビルテクノサービスにサービス提供のためのツール

を提供してきたように，また，空調の競合企業への影響の視点で考えても，三菱

ビルテクノサービスが脅威となると認識していることなどが理由であることが分

かる。 

次に，冷熱システム製作所と三菱ビルテクノサービスの具体的な連携側面につ

いてまとめる。 

冷熱システム製作所は，製作所内に部としての営業部を設置しているが，本営

業部の活動の一環として，三菱電機ビルテクノサービスとの定期的な合同会議が

開かれており，そこでは，これまでも連携のために，情報を共有してきたことが

分かる。ここでは，製品の性能向上のための要望を三菱ビルテクノサービス側か

ら集めるのみならず，協調のために議論を重ねる場である。 

 

「あの業務技術連絡会っていうのをやってます「ぎょうぎれん」って通称はいう

んですけど，メルテックさんと我々空冷の製品の間の協調をしていくにあたっ

て，あのどういう連携をとっていったらいいかみたいなことをですね，ここの本

部長さんとか，うちの社長も出てもらってするという，半期に 1回あるケース的

な会議です。冷電がいわゆる業務用空調機とか，チラーとか，低温機なんかを拡

販するために，我々は工場として事業やっていくための，メルテックさんとの打

ち合わせというか意見交換ですかね。こういうことをお客さんが困ってますと

か，そういう機能改善に影響するような話もしたりするんですけど，もっと大枠

の全体の戦略みたいなところを共有したりもします。…(中略) ソリューション

というかこれなんかアイテム開発できないかとかですね，そういった企画をして

まして，そこでもメルテックさんと定期的に会話しています。あと，それは定期

的なんですけど，アイテムごとにいろいろ打ち合わせをするようなこともやって

ます。」 
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業務技術連絡会以外にも，定期的にソリューション開発のための会議を行って

いたり，定期的ではないが，個別の商品ごとに打合せをしたりする機会があるこ

とが分かる。メルテックは，競合他社製品であっても保守を行うなど，他社製品

の機能や性能についても多くの情報を持っているため，その経験に基づく要望で

あると，冷熱システム製作所にとって技術的に困難な場合や，コスト面で乗り越

えられない場合もあり，要望の多くは答えられないことが多い65。 

また，冷熱システム製作所の営業担当者との合同会議のみではなく，冷熱シス

テム製作所としての開発方針会議においても，三菱電機ビルテクノサービスの担

当者を早期の段階で参画させ，サービスを開発に組み込むための努力を行ってい

ることが分かった。 

 

「開発もいくつかの種類があるけど，先行開発の会議とか。開発段階それぞれ，

参加者の設定が異なってるのは，もちろんあって，…(中略)営業の担当者が参加す

るような，時にはメルテックの関係者も入れて，ニーズの側面というか，サービ

ス的な部分を議論すると。」 

 

これは，これまでまとめてきたように，サービス開発のために，連携強化を行

うという組織的な志向が共有されていたことに加えて，冷熱システム製作所が実

際にソリューションを開発しようとする場合の，現状の実践されている活動であ

る。この活動は，冷熱システム製作所としてのサービス開発能力に影響を与えて

いると考えることができ，製作所内での開発会議段階で，サービス提供側面を組

み込んで議論しようとしていることを示している。 

また他に，冷熱システム製作所内には，三菱電機ビルテクノサービスへの出向

経験者が多く存在し，設計業務や営業業務にその経験が生かされていることが分

かった66。サービスツールの設計業務担当者も，出向経験によって，顧客のニーズ

に触れたことで，空調事業として求められるサービスの必要性についての理解が

進んだという感覚を持っている。 

品質保証部と三菱電機ビルテクノサービスの連携側面については，既存のシス

テムにより品質不良に対する即時対応が取れる仕組みが確立してあり，そこに大

きな課題はないと品質保証担当者は認識している67。 

 
65 発言内容については巻末付録を参照。 
66 発言内容については巻末付録を参照。 
67 発言内容については巻末付録を参照。 
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5.4.2  調査 1-1「サービス・ケイパビリティとしてのサービ

ス開発能力の内部開発過程の検討」の発見事項のまとめ 

 本節では，調査 1-1「サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力の内

部開発過程の検討」における発見事項についてまとめる。 

調査の結果として，サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力は， 

サービス子会社である三菱電機ビルテクノサービスの担当者を開発方針会議の早

期の段階で参画させることや，相互の出向とサービスに関する技術供与，自社営

業やマーケティング担当者と三菱電機ビルテクノサービスの担当者の定例会議を

行う等を通して，サービス子会社との連携側面を強化していくことで，冷熱シス

テム製作所としてのサービス開発能力を新たに開発しようとしていることが分か

った。 

冷熱システム製作所としては，これまでの製品付帯型のサービスを提供するた

めのシステムによって，新たにソリューションを訴求する場合に，三菱電機ビル

テクノサービスの利益を無視できないという現状があるものの，それがゆえに，

これまでの協力体制を基にしながら，サービス開発能力を獲得しようとしている

と考えることができる。 

 

5.4.3  調査 1-2「サービス・ケイパビリティとしてのサービ

ス化志向の内部開発過程の検討」結果  

 本調査においては，主に三つの分析結果を，次にまとめる。これは，サービス・

ケイパビリティの内部開発過程を明らかにすることを目的としていることを踏ま

え，論点を明確化するためである。 

第一は，質問紙における「冷熱システム製作所におけるサービスとは何か」と

いう自由記述を類型化した結果である。 

第二は，個人属性としての「サービス化志向」について，部署間での一元配置

分散分析による平均値の差の検定を行った結果についてである。 

第三は，個人属性としての「サービス化志向」について，年齢間での一元配置

分散分析による平均値の差の検定を行った結果についてである。 

 

5.4.3.1  回答者傾向 

 回答者の属性情報についてまとめる。 

 回答者の年齢は，7 カテゴリに分けている。これは，年齢によって個人の特定
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を避けるためである。最頻値は 45 歳から 49 歳のカテゴリで，全体の 23.8％を占

める。表 7 に示している。 

回答者の所属する部署は，10 の部署であり，最頻値は営業部のカテゴリで全体

の 18.8％を占める。表 8 に示している。全ての回答の記述統計については，巻末

付録に載せている。 

 

表 7 回答者の年齢 

カテゴリ 度数 全体に占める割合 

25~29 歳 7 8.8 

30~34 歳 9 11.3 

35~39 歳 13 16.3 

40~44 歳 12 15 

45~49 歳 19 23.8 

50~54 歳 18 22.5 

55~60 歳 2 2.5 

合計 80 100 

 

表 8 回答者の所属部 

部署 度数 全体に占める割合 

PAC 開68 4 5 

総務 1 1.3 

経理 4 5 

営業 15 18.8 

製造管理 13 16.3 

品質保証 12 15 

圧縮機製造 5 6.3 

冷熱システム製造 5 6.3 

空調システム製造 10 12.5 

制御機器技術 11 13.8 

合計 80 100 

 

 
68 PAC 開はパッケージエアコン開発の略称である。 
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5.4.3.2 サービスの類型の結果 

 ここでは，「冷熱システム製作所におけるサービスとは何か」という自由記述の

結果を類型化した結果についてまとめる。 

サービスとは何を想定するかについて，自由記述で回答し，その結果について，

サービス単位として成型し，分類を行った。複数回答ができるため，合計で 141

の回答があり，同義とみなされるものは統合する。 

分析の結果，以下の表 9 に示すように，冷熱システム製作所内において，サー

ビスの持つ意味の解釈がばらついていることが示された。 

 これは，Mathieu (2001)のサービス類型より考えれば，製品付帯型サービスと

しての製品のためのサービスと顧客活動サポート型サービスとしての顧客の事業

を支援するようなサービスに大きく二類することができる。回答結果には，保守・

メンテナンスや機器監視・見える化，故障予知といった製品付帯型サービスをサ

ービスとして認識している一方で，コンサルティングや最適化利用支援など顧客

活動サポート型サービスをサービスとして認識しているという解釈の多義性が示

された。 

 

表 9 自由記述項目の分類結果 

分類 回答結果 

保守・メンテネンス ・保守・メンテナンス 

・アフターサービス 

・保守お任せサービス(商品名) 

・く～るリモートメンテナンス(商品名) 

・ビル空調管理システム 

・コールセンターの設置 

・保守用システム提供，保守支援 

不具合・問い合わせ対応 

 

・不具合対応 

・問い合わせ対応 

機器監視・見える化 

 

・リモート監視 

・遠隔監視 

・空調運転データ販売 

・稼働データの見える化 

・人流・密度見える化 

故障予知 ・故障予知 
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顧客事業支援 

 

・コンサルティング 

・最適化利用支援 

・運転状態診断 

・販社，代理店，工務店支援 

・スペックイン支援 

・課題解決 

・システム提案 

・機器選定相談 

顧客満足度向上 

 

・顧客満足向上 

・付加価値全般 

・関係保持のための手段 

その他抽象的概念 

 

・無形物 

・製品提供以外の手段 

 

5.4.3.3 サービス化志向の部署間での比較の結果 

 次に，サービス化志向について，部署 9 カテゴリ間による平均値の差の検定と

3 カテゴリ，スタッフ系，開発・製造・設計系，販売・施工・保守系カテゴリ間に

よる平均値の差の検定結果をまとめる。これは，個人のサービスに対する認識を

基にサービス化志向について測定し，そのサービス化志向について部署間での傾

向の比較を行うものである。 

サービス化志向は，サービスに対する価値観の項目の平均を用いている。各部

署の平均値は，表 10 に示す。サービスに対する価値観の項目は 5 項目あり，「Q17

サービスは，財務的に可能性があると思う」，「Q18 サービスは，商品の売上を補

うと思う」，「Q19 サービスは，収益性が高いと思う」，「Q20 サービスは，製品の

販売強化に役立つと思う」，「Q21 サービスは，顧客との関係を改善すると思う」

である。尺度の信頼性を確認するために天井効果を確認したところ，Q18，Q20，

Q21 に天井効果が確認されたが，本論文においては，探索的な調査であることを

鑑み，サービス化志向の変数として 5 つの回答項目の平均を用いている。これは，

回答者バイアスを回避するために，調査においては，個人を特定しないことや人

事情報等に用いることはないことを明記していたが，望ましい回答を行おうとす

ることによる影響を受けている可能性が考えられる。 

まず，部署間比較において，回答数の少ない総務部を除き 9 カテゴリ間で，サ

ービス化志向の比較を行った。その結果，表 11 に示すように，分散分析の結果は

統計的に有意な結果は示されなかった。 
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一方で，部署の 9 カテゴリを，スタッフ系，開発・製造・設計系，販売・施工・

保守系の 3 カテゴリに類型し，サービス化志向について分散分析を行った結果，

表 13 に示すように，5％水準で有意な結果が示された。つまり，部署の役割ごと

に，サービス化志向は差があることが示された。また，その後の多重比較の結果，

表 14 に示すように， スタッフ系部署は開発・製造・設計系，及び販売・施工・

保守系の部署に比べて有意に回答傾向が低く，差があることが示された。 

9 カテゴリにおける部署間の比較においては，サービス化志向の分散分析の結

果は有意な結果とはならなかったが，全ての項目の分散分析を行った結果，表 15

に示すように，個人のサービスに対する認識としての「Q24 サービスについて議

論する機会が増加していると思う」や，部署としてのサービス認識や現状への質

問である「Q30 顧客への様々なサービス提供を重要課題と認識している」につい

ては，分散分析の結果有意な結果が示された。 

 

表 10 サービス化志向の各部署の平均値 

  度数 平均値 標準偏差 

冷熱システム製造 5 4.02 .30 

圧縮機製造 5 3.91 .29 

製造管理 13 3.87 .59 

制御機器技術 11 3.87 .44 

営業 15 3.85 .48 

PAC 開 4 3.82 .24 

全体 79 3.79 .48 

空調システム製造 10 3.72 .39 

品質保証 12 3.67 .51 

経理 4 3.21 .74 

 

表 11 サービス化志向の部署間の分散分析の結果 

 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 

グループ間 2.113 8 .264 1.136 .351 

 



 

91 

 

表 12 サービス化志向の 3 カテゴリの平均値 

 度数 平均値 標準偏差 

スタッフ系 5 3.28 .66 

開発設計製造系 48 3.86 .43 

販売施工保守系 27 3.77 .49 

 

表 13 サービス化志向の 3カテゴリ間の分散分析の結果 

  平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 

グループ間 1.508 2 .754 3.430 .037 

 

表 14 サービス化志向の 3 カテゴリ間の多重比較の結果 

(a) 

部署 3 カテゴリ 

(b) 

部署 3 カテゴリ 

平均値の差 

(a-b) 
標準偏差 有意確率 

スタッフ系 開発設計製造系 -.57* .22 .011 

 販売施工保守系 -.49* .22 .034 

開発設計製造系 スタッフ系 .57* .22 .011 

 販売施工保守系 .08 .11 .468 

販売施工保守系 スタッフ系 .49* .22 .034 

 開発設計製造系 -.08 .11 .468 

 

表 15 3 カテゴリ間の多重比較の結果 

  
平方和 自由度 

平均平

方 
F 値 

有意確

率 

Q24 サービスについ

て議論する機会が増加

していると思う 

46.809 8 5.851 4.419 .000 

Q30 顧客への様々な

サービス提供を重要課

題と認識している 

25.345 8 3.168 2.139 .043 

 

5.4.3.4  サービス化志向の年齢間での比較の結果 

 ここでは，年齢を 3 つのカテゴリとしての若手層，中間層，上位層に分けて 

に分けカテゴリごとの平均値の差の検定を行っている。年齢間のサービス化志向
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の平均値は，表 16 に示す。 

 サービス化志向については，年齢カテゴリ間の分散分析を行った結果，表 17 に

示すように，有意な結果は示されなかった。 

 一方で，年齢カテゴリ間で他の項目を比較したところ，表 19 に示すように部

署におけるサービス化志向について「Q31 サービス化のための目標は部署内で共

有されている」に対し統計的に有意に回答傾向に差が認められた。また，その後

の多重比較の結果より，若手層は中間層，上位層よりも回答傾向の平均が有意に

低い傾向があることが示された。つまり，サービス化のための目標が明確に共有

されていない可能性が認識されていると考えられる。 

また，表 19 に示すように「Q33 サービス化のために他の部署と積極的に交流

している」に対し統計的に有意に回答傾向に差が認められた。その後の多重比較

において，若手層は中間層・上位層よりも回答傾向の平均が有意に低い傾向があ

ることが示された。これは，中間層・上位層はサービス化のために他の部署と積

極的に交流していると認識している一方で，若手層はそう認識していないことが

明らかになったといえる。 

「顧客志向」の変数についても，表 19 に示すように，統計的に有意に差が認め

られた。顧客志向は，「Q39 顧客が満足のいく購買となるように心がけている」，

「Q40 顧客が自らのニーズに気づくように支援している」，「Q41 顧客のニー

ズを満たすような商品を提供している」，「Q42 商品について正しく説明してい

る」，「Q43 顧客をだましたり操ったりするような手段は使わないよう心がけて

いる」，「Q44 顧客について知らないことが多いと思う」についての回答平均を

用いている。多重比較の結果より，表 20 に示すように，上位層は若手層・中間層

よりも回答傾向の平均が有意に低い傾向が示された。これは，サービス化に重要

とされる顧客起点で考えることに影響を与える顧客志向が若手中間層は上位層よ

りも高いことが示された。 

 

表 16 サービス化志向の年齢間の平均値 

 度数 平均値 標準偏差 

若手層 29 3.76 .47 

中間層 31 3.85 .50 

上位層 20 3.75 .47 

 

表 17 サービス化志向の年齢間の分散分析の結果 
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  平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 

グループ間 .189 2 .094 .398 .673 

 

表 18 年齢間の記述統計 

  度数 平均値 標準偏差 

Q24 サービス化のための目標

は部署内で共有されている 

若手層 29 1.97 .98 

中間層 31 2.68 1.35 

上位層 20 2.55 1.27 

合計 80 2.39 1.23 

Q 30 サービス化のために他の

部署と積極的に交流している 

若手層 29 1.83 .92 

中間層 31 3.19 1.32 

上位層 20 2.95 1.35 

合計 80 2.64 1.34 

顧客志向 若手層 29 3.43 .83 

中間層 31 3.53 .85 

上位層 20 3.03 .72 

合計 80 3.37 .83 

 

表 19  年齢間の分散分析の結果 

  
平方和 自由度 

平均平

方 
F 値 

有意確

率 

ｓ 8.298 2 4.149 2.835 .065 

Q33 サービス化のため

に他の部署と積極的に

交流している 

30.561 2 15.280 10.512 .001 

顧客志向 3.281 2 1.641 2.468 .091 

 

表 20  年齢間の多重比較の結果 

 

(a) 

年齢 

3 カテゴリ 

(b) 

年齢 

3 カテゴリ 

平均値の差 

(a-b) 

標準 

偏差 

有意 

確率 
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Q31 サービス化のた

めの目標は部署内で

共有されている 

若手層 中間層 -.71* .31 .026 

上位層 -.58 .35 .101 

中間層 若手層 .71* .31 .026 

上位層 .12 .34 .714 

上位層 若手層 .58 .35 .101 

中間層 -.12 .34 .714 

Q33 サービス化のた

めに他の部署と積極

的に交流している 

若手層 中間層 -1.36* .31 .001 

上位層 -1.12* .35 .002 

中間層 若手層 1.36* .31 .001 

上位層 .24 .34 .483 

上位層 若手層 1.12* .35 .002 

中間層 -.24 .34 .483 

顧客志向 若手層 中間層 -.10 .21 .633 

上位層 .40 .23 .092 

中間層 若手層 .10 .21 .633 

上位層 .50* .23 .034 

上位層 若手層 -.40 .23 .092 

中間層 -.50* .23 .034 

 

5.4.4  調査 1-2「サービス・ケイパビリティとしてのサービス

化志向の内部開発過程の検討」の発見事項のまとめ 

サービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向は，冷熱システム製作所内

で，まずサービスとは何であるかという認識のばらつきによる解釈の多義性が確

認された。 

部署の 9 カテゴリを，スタッフ系，開発・製造・設計系，販売・施工・保守系

の 3 カテゴリに類型し，サービス化志向について分散分析を行った結果 5％水準

で有意な結果が示された。これは，部署の役割ごとに，サービス化志向は差があ

ることが示された。 

また，9 カテゴリにおける部署間の比較においては，個人のサービスに対する

認識としての「Q24 サービスについて議論する機会が増加していると思う」や，

部署としてのサービス認識や現状への質問である「Q30 顧客への様々なサービス

提供を重要課題と認識している」については，分散分析の結果有意な結果が示さ

れたことから，サービスへの価値観としてのサービス化志向に反して，部署間で



 

95 

 

サービスを重要課題として認識しているかどうかに差が示された。これは，サー

ビス化を推進していくうえでは，全ての部署が変革の影響を受けることを考えれ

ば，サービスの提供を重要課題であるとみなしているかの認識が異なることは，

冷熱システム製作所としてのサービス化志向の形成に影響すると考えることがで

きる。 

また，年齢カテゴリ間での比較においては，サービス化志向については，分散

分析を行った結果，有意な結果は示されなかった一方で，部署としてのサービス

認識や現状への質問である「Q31 サービス化のための目標は部署内で共有されて

いる」に対し統計的に有意に回答傾向に差が認められた。そこでは，サービス化

のための目標は，若手層にとっては部署内で共有されているとは認識していない

可能性があると考えられる。 

また，「Q33 サービス化のために他の部署と積極的に交流している」に対し統計

的に有意に回答傾向に差が認められた。中間層・上位層はサービス化のために他

の部署と積極的に交流していると認識している一方で，若手層はそう認識してい

ないことが明らかになったといえる。 

「顧客志向」の変数についても，統計的に有意に差が認められた。多重比較の

結果より，上位層は若手層・中間層よりも回答傾向の平均が有意に低い傾向が示

された。これは，サービス化に重要とされる顧客起点で考えることに影響を与え

る顧客志向が若手中間層は上位層よりも高いことが示された。 

よって，サービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向は，サービスの解

釈の多義性と部署間や年齢間の認識差が確認でき，その内部開発を困難にしてい

る可能性が示された。 

 

5.5 ディスカッション 

 ここまでの調査は，RQ1 である「サービス・ケイパビリティは，如何なる過程

で内部開発されるか？」について検討してきた。そこで，三菱電機株式会社への

半構造化インタビュー調査と社内質問紙調査を行い，サービス・ケイパビリティ

としてのサービス開発能力とサービス化志向が如何に内部開発されるかについて

明らかにしたものである。 

調査の結果について，それぞれまとめる。サービス・ケイパビリティとしての

サービス開発能力は，自社のサービス子会社を開発方針会議の段階で参画させる

ことや，相互の出向と技術供与，自社営業やマーケティング担当者との定例会議

を行うこと等を通して，サービス子会社との連携側面を強化していくことで，組

織内のサービス開発能力を新たに開発しようとしていることが明らかになった。 
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これは，サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力は，サービス子

会社である組織の支援を受けながら，製造拠点である製作所において，その能力

を開発しようとしていると考えることができる。サービス開発能力を発展させる

源泉となるのは研究開発活動であるが(Sjödin et al. 2016)，それは既存の製造業

としての取り組みを延長することが望まれるのではなく，サービス化を推進する

上では，サービス組織の関与が重要であることが示唆された。本調査において，

サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力について，新たな無形資源

としての開発の過程について焦点を当てたことにより，無形資源の具体的な開発

過程を明らかにしたことは示唆があると考えられる。 

サービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向については，サービスとは

何であるかとの想定に，認識のばらつきが確認され，それがゆえに組織内部での

サービス化志向の開発を困難にしている現状が明らかになった。それは，製造業

が元来持ち合わせていない企業文化としてのサービス化志向を獲得しようとする

がゆえに起きている問題であると考えることができ，組織として統一された指標

を提示することにより，その解釈の多義性を乗り越える必要がある。 

サービス化志向は，経営層の持つ志向と従業員の持つ志向とでそれぞれ，価値

観と行動指標として 4 つの次元で表されるが(Gebauer et al. 2010)，本調査にお

いて，従業員層のサービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向について，

その開発過程における課題について明らかにしたことは示唆が大きい。なぜなら，

これまで製品に焦点を当てていた組織においては，すべての要素がサービス化に

よる影響を受けるため(Baines et al. 2009)，その影響は従業員レベルでも起こり

うる。顧客の期待の変化を受け入れなければならず，既存製品の活動にも影響を

及ぼす可能性はあるために，全社的な指針としてのサービス化志向を検討する以

前に，従業員レベルのサービス化志向について，議論される必要が考えられる。

また，意思決定の権限を下位レベル分散させ，分散型サービス組織を構築すべき

との意見があるように(Neu and Brown 2005)，従業員レベルでのサービス化志向

の醸成を求める必要性が示唆される。 

本論文では，とりわけサービス・ケイパビリティとしての，オペレーション上

の能力であるサービスの設計・開発に係る能力と，組織的能力である組織設計・

変革を行う能力を取り上げてその内部の開発過程を議論してきたが，これらのサ

ービス・ケイパビリティは，サービス化という新たな機会に対応するダイナミッ

ク・ケイパビリティとして考えられる素地がある(Teece et al. 1997, Eisenhardt 

and Martin 2000, Teece 2007)。特に，組織的能力としてのサービス・ケイパビリ

ティは，組織内外のコンピテンスを統合，構築，再構成する能力であるダイナミ



 

97 

 

ック・ケイパビリティ(Teece et al. 1997)として考えることができる場合がある。

本論文は，資源ベース理論に基づく，無形資源としてのサービス・ケイパビリテ

ィを扱うものであり，本章はその開発過程を議論してきたが，ダイナミック・ケ

イパビリティにより説明できる部分がある。ゆえに，本論で注目した，新たにサ

ービス・ケイパビリティを開発する活動そのものは，資源ベース理論の枠組みに

留まらず，議論が展開されるべきである。 
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第六章の要旨 

本章は，RQ2 である「サービス・ケイパビリティは，サービス化を促進するの

か。そして促進する場合に，ICT はイネーブラーとしての役割を持つのか？」に

対して，調査 2「ICT が製造業のサービス化に与えるイネーブラー効果の検討」

を行い検討するものである。本調査の方法として，東京証券取引所に属する加工

組立型製造業 4 業種，117 社のデータを用いて，サービス・ケイパビリティとし

てのサービス開発能力とサービス化志向を扱い，ICT が如何に影響するのかにつ

いて実証分析を行っている。サービス化程度及び ICT 利用程度については，公開

資料の内容分析による量的変数化を行っている。分析の結果として，サービス・

ケイパビリティとしてのサービス開発能力がサービス化を促進すること，また高

度な ICT 利用によるイネーブラー効果が示された。分析の結果より，ICT の利活

用の水準がサービス・ケイパビリティに与えるイネーブラー効果を明らかにした

といえる。これは，サービス・ケイパビリティがサービス化を促進する要因であ

る事実を実証分析により示したのみならず，ICT 資源がサービス・ケイパビリテ

ィに与えるイネーブラー効果を明らかにした点において，製造業のサービス化研

究における既存研究が抱える，サービス化程度及び ICT 利用程度の測定の困難さ

の課題に対処し，限界を克服した研究である。 

 本章は，博士候補者資格論文として提出後，サービソロジー論文誌69にて掲載

された論文を修正するものである。 

 

6 製造業のサービス化と ICT 

6.1  はじめに 

 理論部においてこれまで議論してきたように，製造業のサービス化戦略におけ

る，資源ベース理論により，促進もしくは阻害要因を特定する先行研究は，サー

ビス化を促進する資源について，サービス化する以前より持ち合わせている資源

の再配置の問題に関心を寄せているために，サービス化のために新たに獲得され

る無形資源であるサービス・ケイパビリティについては，議論の余地があり，さ

らなる研究を必要としている課題がある。さらには，四章において明らかにした

ように，資源間の相互作用の点が見落とされていることが課題として残されてい

 
69 須賀涼太，南知惠子(2021), “情報通信技術が加工組立型製造業のサービス化に与

えるイネーブラー効果の検討,” サービソロジー論文誌，5(3)，1-12. 
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る(Sjödin et al. 2016)。 

ICT 利用とサービス化戦略の関係については，製造業のサービス化において，

サービス化のイネーブラーとしての ICT 資源の役割について研究がなされてき

た。ICT 資源は，直接的に財務的な貢献をもたらすような資源ではなく，間接的

に他の資源を活性化することで効果をもたらすとする考えである。 

また，理論部でまとめたように，ICT が製品とサービスを統合することを可能

にしているとの考えが共有されている。つまり，製造業のサービス化と ICT の関

係は密接であり(Gebauer et al. 2021)，ICT がサービス化を実現する役割を持つ

ということが実証され始めている(Kohtamäki et al. 2019)。 

しかし，サービス化を促進させる資源に焦点を当て，特に無形資源としてのサ

ービス・ケイパビリティに対して，ICT 資源がどのように影響するのかは研究蓄

積がいまだ少ないという課題を残している。それに対して，本章では，理論部の

既存研究を踏まえ，(1)製造業のサービス化戦略において，サービス・ケイパビリ

ティがサービス化を促進する場合に，ICT はイネーブラーとしての役割を持つの

か，(2)ICT の高度利用が製造業のサービス化戦略に対して影響を与えるのかを研

究課題として設定する。 

 

6.2  理論的背景 
6.2.1  製造業のサービス化戦略と ICT 

 本項では，理論部での既存研究レビューを踏まえ，製造業のサービス化戦略に

おいて，ICT 資源はどのように考えられるかについて説明する。 

サービス化戦略に与える影響以前に，ICT 資源がもたらす事業への影響は，二

つの概念，深化(Exploitation)と探索(Exploration)に分けて議論することができる

(Ritter and Pedersen 2020)。深化としては，現状の事業システムの効率化とマー

ケティングの強化により，既存の事業戦略の更なる掘り下げを目的として，ICT

資源が活用される。そして，ICT 資源を用いて既存顧客の理解をさらに深めるこ

とに焦点がある。他方，探索としては，新たな事業システムを創造することを目

的として ICT 資源が活用される。つまり，導入目的の視点で考えれば，事業シス

テムへの影響は異なることが分かる。  

また，サービス化戦略の文脈では，理論部でまとめたように，製品サポート型

サービス(SSPs)といった製品付帯型の単純なサービスを提供することから，顧客

活動サポート型サービス(SSCs)といったより高度なサービスを提供するという，

サービスを高度化させる場合においては，その企業が持つ ICT 資源の重要性が強

調される(Baines et al. 2009)。つまり，サービスを高度化するために必要な ICT
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資源を活用することが重要になる。また，Penttinen and Palmer (2007)は，事例

研究により，ICT 資源が顧客との親密な関係性を構築することに役立ち，それに

よって高度なソリューション提供が可能となる点を明らかにしている。つまり，

ICT 資源が高度なソリューション開発に直接的に影響を持つというより，ICT 資

源が顧客との関係性を構築するために機能していると説明する。また，ICT 資源

の援用の効果として，サービスの運用と提供面での，効率性が改善されることが

明らかにされてきた(Neely 2008, Brax and Jonsson 2009)。 

理論部での ICT イネーブラーの議論と，ここでの議論を踏まえると，ICT 導入

によってサービス化が推進されるというより，製造業がサービス化戦略を推進す

る際に，こうした ICT の機能がなくてはサービス化が起こらない可能性が考えら

れる。その点では，ICT はサービス化を促進するものであるが，直接的に ICT が

サービス開発に影響を与えるというより，企業の資源を活性化させる，イネーブ

ラーとしての影響を持つと考えられる。 

 

調査 2 ICT が製造業のサービス化に与えるイネーブラー効果

の検討 

6.3  仮説導出 

 本章における，二つの研究課題，(1)製造業のサービス化戦略において，サービ

ス・ケイパ ビリティがサービス化を促進する場合に，ICT はイネーブラーとして

の役割を持つのか，(2)ICT の高度利用が製造業のサービス化に対して影響を与え

るのか，について仮説を導出する。 

製造業のサービス化戦略については，ハードウェアとしての製品にサービスを

統合した事業形態として捉えることができるが，理論部で議論してきたように，

この事業形態は，サービスの重要度が高くなる段階的なものとして捉えられる。

つまり，段階的にハードウェアにサービス要素が加わり，サービスの比重が高く

なっていく事業形態への変化として捉えられる。それは，サービス化しているか

否かという戦略ではなく， 製品に付帯する保守運用サービスから，顧客の活動を 

サポートするサービスにおいては，サービス統合の事業形態として，高度化して

いると捉えられる。さらに一つの機械への付帯サービスと，工場の最適化コンサ

ルティング・サービスを比較した場合，事業の形態としては，後者の方が明らか

に前者より高度化していると想定される。 

このサービス化を進行させる要因として，先行研究により，製造業がサービス

化のために新たに必要とする無形資源としてのサービス・ケイパビリティを想定

する。 先行研究において議論されてきた，開発・提供に関するオペレーション上
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の組織能力に関し，とりわけサービス・ケイパビリティとしての，オペレーショ

ン上の能力であるサービスの設計・開発に係る能力は，サービス開発能力(Sjödin 

et al. 2016)が製造業にとってサービス化を促進すると考えられる。そこで，下記

の仮説が導きだされる。  

 

H1:サービス・ケイパビリティであるサービス開発能力は，製造業のサービス化と

正の関係がある  

 

また，組織においてサービス化への志向が高まり， サービス化が推進されると

考えられる。サービス化志向 (Gebauer et al. 2010)は，組織的なサービス・ケイ

パビリティであると考えられ，サービス化を志向する企業文化である(Gebauer et 

al. 2010)。本論では製造業におけるサービス化に対する志向の醸成は，技術的環

境変化や事業上の需要変動があったとしても，企業としてのサービス化志向がな

ければ製品にサービスを統合する誘因が生まれないと考えられることから，以下

の仮説を導出する。  

 

H2: サービス・ケイパビリティであるサービス化志向は，製造業のサービス化と

正の関係がある 

 

ICT は他の組織的な資源を活性化するイネーブラーであるという考え方により，

ICT は直接的に企業業績を向上させるのではなく，企業内のオペレーションの効

率化や製品の高度化により間接的に業績向上に貢献すると考えられる。また，ICT

は利用の可否ではなく，ICT の水準により利用効果が変化すると考えられる。デ

ータ収集にとどまる ICT 機能の利用か，あるいは AI を用いるような高度なレベ

ルの ICT を利用するかにより，実現されるサービス化のレベルが異なると想定さ

れる。つまり高度な ICT の利用はサービス・ケイパビリティが製造業のサービス

化を促進する際に，間接的に効果を持つと想定される。よって以下の 2 つの仮説

を導出する。ここで間接効果は，サービス・ケイパビリティが サービス化に影響

を持つ際の交互作用として捉えられる。  

 

H3:高度な ICT の利用は，サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力

との交互作用 により，サービス化に正の影響を与える  

H4: 高度な ICT の利用は，サービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向と

の交互作用により，サービス化に正の影響を与える 
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6.4  研究方法 

 製造業のサービス化の水準を目的変数とし，サービス・ケイパビリティとして

のサービス開発能力，サービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向，コン

トロール変数を説明変数候補とする，順序ロジット回帰分析を行った。 

データ収集に関しては，企業の公開資料である決算説明会資料に記述されてい

る定性的な情報について，内容分析を行い，質的なテキスト・データをコード化

することにより計量化し，リサーチ・モデルの分析データとして用いた。本研究

では，Cao and Li (2015)を参考に，探索的なサービス化程度の測定方法の構築を

行った。 

製造業のサービス化程度の測定に関する，先行研究においては，製品とサービ

スの一体化程度およびサービスの設計プロセスの測定(例えば Gebauer 2008)が

行われてきており，また，サービスによる収益と製品による収益の比率をサービ

ス化程度として測定する研究がある(Crozet and Milet 2017)。あるいは，例えば，

Eggert et al. (2014)の研究のように，製品付帯型と顧客活動サポート型(ソリュー

ション型)という二類型で測定している研究も存在する。 

すなわち，既存研究において，サービス化を測定する方法については，コンセ

ンサスの得られた測定手法が確立されているとはいえない状況である。本章では，

製造業のサービス化について，製造業が事業モデルを変化させる戦略と捉え，段

階的に把握できるものと考えている。製品付帯型から顧客活動サポート型，サー

ビス・パフォーマンスの提供型と，サービスの統合度が高くなると同時に，サー

ビス提供の事業モデルが高度化するという考え方のもとに，サービス化の程度を

測定している。より具体的な分析手順については次項以下，操作化とコードブッ

ク作成手順について記述する。 

 

6.4.1  操作化手順 
6.4.1.1 サービス化程度についての測定尺度 

本章では，企業の活動に関する公開資料として，2019 年度に公開された決算説

明会資料に記載されているサービス提供に関する記述を質的な資料として収集し，

それらのテキスト・データを計量化するための操作化を行った。 

 製造業のサービス化の事業形態については，Suppatvech et al.(2019)の研究で

は，IoT 利用のオペレーションが製造業にとって，実際にどのようなサービス事

業になるか(例えば，製品付帯型サービス提供など)に対応させた類型化を行って

いる。 
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また，Baines and Lightfoot (2014)の研究では，基本サービス，中間サービス，

アドバンスト・サービスの 3 段階サービスを想定し，段階的な移行を主張してい

る。上記の類型化および段階的移行を踏まえ，南・西岡(2020)及び Nishioka et 

al.(2020)は，サービス化程度が製品に付帯する基本的なサービスから，製品付帯

について高度化したサービス，さらに顧客活動のサポートサービス， 複合サービ

スによるソリューション，ソリューションの高度化の考え方に従い，サービス化

事業モデルを高度化するものとして類型化している。 

本研究のフレームワークでは，この段階的な類型化に従い，サービス化程度を

尺度化する。  

内容分析手法実施のための，コードブック作成のプロセスについてはまず，各

企業の決算説明会資料におけるサービス提供に関する記述を抜粋し，その記述に

より説明される副次的なカテゴリを特定した。例えば，提供されているサービス

の説明の記述において「機器の故障予知などライフサイクル全体で顧客に価値を

提供しています。」という文には，「機器の故障予知」というラベルを与えた。 

次に，副次的なカテゴリがサービス化程度のフレームワークの各レベルを表す

概念と適合されるかの確認を製造業のサービス化研究の専門家と行った。ここで

はコードブック作成のプロセスの妥当性を保証するために，コードにおいて重複

しているもの，曖昧なもの，不適切なものを削除する作業を繰り返し行い，特定

のコードが一致するまで議論を行った。その後に別の製造業のサービス化研究の

専門家 1 名が，特定されたコードについての整合性を検討し，3 名で改めて繰り

返し議論し，副次的なカテゴリがそれぞれのどの概念を表しているかの確認を行

った。重複されるカテゴリはここで削除される。例えば，「機器の故障予知」は「機

器の予兆保全」と同様のカテゴリとしてラベルを与え，サービス化のレベルにお

けるレベル 3 である「Advanced SSPs」の概念を表す副次的カテゴリとして分類

した。結果として，例えば「Advanced SSPs」の概念を抽出するコードとして「故

障予知」「予兆保全」「事前把握」が当てられることは，複数回議論を繰り返し確

認の上，決定した。参照したフレームワークと導出されたコード表については，

表 21 に示す。 

 

表 21 サービス化レベルの概念説明とコード 

サービス化レ

ベル 
概念説明 コード 
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①SSPs’ 

enhancement 

a)提供する製品をサポートする基

本的サービス． 

b)製品とインターネットを接続し.

データの蓄積，処理を行うことによ

り提供されるサービスレベル． 

a)メンテナンス，アフタ

ーサービス，保守，保全 

b)センシング，センサー，

検知 

② Efficient 

SSPs’offering 

製品とインターネットの接続に加

え，遠隔での操作，管理が行われる

サービスレベル． 

遠隔，遠隔操作，遠隔管

理 

③ Advanced 

SSPs 

製品とオンデマンドに接続されて

おり，製品使用状況等を高度に分析

し，製品の故障予知，予防保全が行

われるサービスレベル． 

事前把握，予知，予防保

全，故障予知 

④SSPs’ 

platform 

提供される製品とサービスがシス

テムとして統合され，そのシステム

を販売するサービスレベル． 

システム販売．ソフトウ

ェア販売，システムイン

テグレーション  

⑤ Sharing 

service 

製品の所有権が移転しない使用志

向によるサービスレベル． 

シェアリング，利用者間

共有，シェアドサービス 

⑥ Usage-

based service 

製品の機能の利用に焦点を当てて

提供が行われるサービスレベル． 

時間制料金，定期契約，

利用ごと，従量制 

⑦Solution a 

顧客のビジネスプロセスにおける

単一工程をサポートするサービス． 

コンサルティング(技術

コンサル，経営コンサ

ル)，製品使用トレーニン

グ，ビジネスアドバイス

サービス 

⑧Solution b 
 

顧客のビジネスプロセスにおける

システム内での複数行程を統合し

最適化を目的としたサービス． 

プロセス最適化，生産プ

ロセス設計，製造プロセ

ス設計，工場設計，工場

制御 

 

6.4.1.2 ICT利用程度についての測定尺度 

 ICT 利用程度を測定するコードの特定についても，サービス化程度を測定する

ためのコードブックの作成と同様の手順で行ったが，収集する資料については，

次節以下に詳述する。 
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企業が導入している ICT の水準においては，ICT の持つ技術レベルに着目し類

型化された西岡 (2016)を参照した。この研究では，ICT の技術的側面を 6 段階の

レベルとして類型しながら，ICT の技術水準の段階性について議論している。本

論ではこれに基礎的なレベルである監視・制御のレベルを加え，7 段階の水準と

して採用している。例えば，技術により達成される成果に注目し，情報の処理・

蓄積が行われることを成果としては ICT のレベル 1 とし，機械や装置などが自律

性を持つという成果は，技術的複雑さをもつとし，ICT のレベル 7 として位置づ

けている。コードブックの作成のプロセスについては，ICT 利用状況に関する記

述を企業の公開資料における決算説明会資料より抜粋し，記述に対する副次的な

カテゴリを特定した。例えば，ICT の利用に関する文脈において，「AI・ICT 活用

で，運転状況のデータ収集や分析，可視化に取り組み，発電効率の向上や安定的

な運転に努めてきました。」という文章においては，ICT によってデータや運転状

況の可視化が達成されていることを確認し，「可視化」というラベルを与えた。次

に副次的なカテゴリとしての「可視化」は ICT の技術レベルのどの概念に適合さ

れるかについて，コードブック作成のプロセスの妥当性を保証するために，サー

ビス化程度の測定における妥当性の確認の方法と同様の方法を行っている。例え

ば，ICT のレベルの 4 は，可視性のための ICT と定義されるが，「可視化」はこ

の概念を抽出するためのコードとして当てた。参照したフレームワークと導出さ

れたコード表については，表 22 に示す 

 

表 22 ICT レベルの概念説明とコード 

ICTレベル 概念説明 代表となる技術 コード 

①監視・制御 

機器監視，機器制御

を可能にする技術 
 

IoT，センサー IoT，IoT の言い換

え 

センシング，  

②データの

統合 

相互接続，機種間接

続を可能にする技術 

センサネットワーク 相互接続，機種間

接続，MtoM 

③データ処

理 

大容量のデータ蓄積

を可能にする技術 

クラウド 

ビックデータ 

プライベートクラウ

ド 

クラウド 

ビッグデータ，デ

ータセンター 

④可視性 
可視化を可能にする

技術 

xR（エックスアー

ル） 

MR，AR，可視化，

見える化 
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MR 

⑤即応性 

リアルタイム接続を

可能にする技術 

5G 

エッジコンピューテ

ィングフォグコンピ

ューティング 

5G，常時監視，リ

アルタイム 
 

⑥最適化 

プロセスにおける最

適化，全体における

最適化を可能にする

技術 

AI 

機械学習 

AI，知能化，機械

学習 

⑦自律性 

自律稼働，自律走行，

自律加工といった自

律的な行動を可能に

する技術 

アクチュエータ 

ロボット+AI，自律，

自動 

(AI 搭載)ロボット 

(AI 搭載)アクチュ

エータ 

 

6.4.2  分析手順 
6.4.2.1  データセットと変数定義 

 データ収集を行う対象は，日本の東京証券取引所上場製造業 4 業種(機械，電気

機器，精密機器，輸送用機器)であり，企業総数は 632 社である。ここでは，一部

に加え二部，マザーズ，JASDAQ における上場企業を含む。コーディングの対象

資料は，2019 年決算期公開資料，同一決算年度の決算短信，有価証券報告書，株

主通信等の別の公開資料を対象に分析を行った。すべての資料において，サービ

ス化情報と，ICT 導入の情報の両方が同時に含まれているわけではないため，対

象となった 632 社のうち，サービス化程度及び ICT 利用程度について併せて測

定できた 117 社のデータを分析対象とした。さらに対象企業 117 社の財務情報に

ついて，日経 NEEDSFQ を用いて収集を行った。 

以下データセット作成の手順について記述する。サービス化程度は，コードブ

ックを用いてコーディングを行い 8 段階の順序尺度として測定した。また，順序

ロジット分析を採用する上で，平行性の検定を行っている70。 

 
70 平行性の検定とは，順序尺度を目的変数とする順序ロジット回帰において，独立

変数の効果がどの段階においても一定であるとする平行性の仮定を検証するための

検定である。つまり，目的変数の一番目のカテゴリと二番目のカテゴリ間への独立

変数の効果 は，二番目のカテゴリと三番目のカテゴリ間への効果 と等しいとする

仮定である。 
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コードブックは，操作化手順にて記述したプロセスで導出されており，表 21 に

示している。2019 年決算期における決算説明会資料においてサービス化程度の測

定できた企業については同一決算年度の決算短信，有価証券報告書，株主通信等

の IR 資料を分析し，その結果の妥当性の確認及び測定の精緻化をしている。 

コーディングプロセスでは，文章内(テキストデータ)に，「コード」として特定

の言葉が含まれていればその言葉を抽出する。例えば，「計測データを活用したコ

ンサルティング・サービスを提供している」という記述は，「コンサルティング」

というコードの検索により抽出され，「コンサルティングを行っている」というラ

ベルを与える。「コンサルティングを行っている」という活動は，サービス化レベ

ルにおける 7 段階目であるため，本ケース(企業）はサービス化においてレベル 7

としてみなされる。 

また，コーディングの結果より，同一の企業にて，より上位のサービス提供を

行っている記述が見られる場合においては上位の段階にあるとした。測定された

結果の妥当性を確保するために，収集された文章において確認されるサービスが

コーディングの結果示されるサービス化レベルと整合的であるか，客観的測定が

できたかについて，サービス化程度の測定できたデータのそれぞれのケースを一

つずつ製造業のサービス化研究の専門家と繰り返し議論した後に，別の製造業の

サービス化研究の専門家 1 名にその結果の妥当性について確認をとった。 

サービス化程度については，目的変数として分析に用いている。ICT の利用程

度についても同様に，質的データを計量化する方法をとった。作成したコードブ

ックを用いて，7 段階の順序尺度として測定している。コーディングに用いたコ

ードブックは表 22 に示す。順序尺度として測定されるのは，前節で議論したよ

うに，技術的側面に順序性があるとする既存研究に依拠している。 

ICT 利用程度の測定についてもサービス化程度の測定と同様に，2019 年決算

説明会資料を含め，IR 資料よりコーディングし，測定を行った各企業については，

さらに補完的に決算短信，有価証券報告書，株主通信等の IR 資料を分析し，その

結果の妥当性の確認及び測定の精緻化をしている。 

コーディングプロセスでは例えば「AI を活用した最新アプリケーションを導入

しています。」という文章は，「AI」というコードを用いた検索により抽出され，

「AI 利用」というラベルをつける。AI 利用をしていることについては，ICT レ

ベルの 6 段階目に該当するためレベル 6 にあると判断する。 

サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力及びサービス化志向の変

数を，説明変数候補として分析に用いている。 

また，ICT 利用程度のサービス化についての影響は，イネーブラーとして捉え
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ており，間接効果を検証するために，それぞれの変数との交作項を作成する。ICT

利用程度は，主効果が無いという仮定を持ちながらも，分析上，主効果が現れな

いことを確認するために，説明変数候補としてモデルに用いている。 

サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力の代理変数として，売上

高研究開発費比率を用いている。売上高研究開発費比率における研究開発費用の

内訳については，サービス開発に関する研究費用のみを計上しているものではな

いが，既存研究に従い，サービス開発における形式化された活動とみなすことが

でき，かつ形式化されたサービス開発はサービス開発能力の源泉であることを踏

まえ採用している(Sjödin et al. 2016)。 

サービス・ケイパビリティとしてのサービス化志向については，2019 年決算期

における中長期計画において，サービス提供に関する記述があれば 1，なければ

0 とするダミー変数を作成している。これは，中長期の事業目標に対して，全社

的な取り組み目標としてサービス提供を掲げている場合には，掲げていない場合

よりもサービス化志向が醸成されているとみなして測定している。 

ICT の間接効果を検証するため，サービス・ケイパビリティとしてのサービス

開発能力及びサービス化志向については，ICT 利用程度と掛け合わせた交差項を

作成し分析に用いている。コントロール変数として，業種ダミー，資本金の変数

を用いている。変数定義については，表 23 にまとめている。 

表 23 変数定義表 

変数名 変数定義 

サービス化程度 
サービス化程度を表し，8 段階のサービス化レベルを

持つ順序尺度 

ICT 利用程度 
ICT 利用程度を表し，7 段階の ICT 利用レベルを持つ

順序尺度 

売上高研究開発費比率 
2019 年決算期売上高における研究開発費の占める割

合 

売上高研究開発費比率

×ICT 利用程度 

売上高研究開発費比率と ICT 利用程度の交差項 

サービス化志向 

2019 年決算期における中長期計画にサービス提供

に関する記述があれば 1，なければ 0 とするダミー変

数 

サービス化志向×ICT

利用程度 

サービス化志向と ICT 利用程度の交差項 
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6.4.2.2 分析モデル 

 本論での分析モデルは，定式化すると以下の通りである。目的変数に順序尺度

のサービス化程度を用いているため，順序ロジット回帰を採用している。回帰モ

デルで使用した変数についての記述統計は表 24，相関係数は表 25 に示す。 

 

𝑙𝑜𝑔𝑖𝑡(Pr(𝑌𝑖𝑠𝑒𝑟𝑣)) = 𝛼 + 𝛽1𝐼𝐶𝑇 + 𝛽2𝑅𝐷 + 𝛽3(𝑅𝐷 ∙ 𝐼𝐶𝑇) + 𝛽4𝑆𝑂 + 𝛽5(𝑆𝑂 ∙ 𝐼𝐶𝑇) +

𝑚𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒𝑟𝑦𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦 + 𝑡𝑟𝑎𝑛𝑠𝑝𝑜𝑟𝑡𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦 + 𝑒𝑙𝑒𝑐𝑡𝑟𝑖𝑐𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦 + 𝛽6𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑙   

 

𝑌𝑖𝑠𝑒𝑟𝑣:サービス化程度 

𝛽1𝐼𝐶𝑇 :ICT 利用程度 

𝛽2𝑅𝐷 : 売上高研究開発費比率 

𝛽3(𝑅𝐷 ∙ 𝐼𝐶𝑇) : 売上高研究開発費比率×ICT 利用程度 

𝛽4𝑆𝑂: サービス化志向 

𝛽5(𝑆𝑂 ∙ 𝐼𝐶𝑇) : サービス化志向×ICT 利用程度 

𝑚𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒𝑟𝑦𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦:機械ダミー 

𝑡𝑟𝑎𝑛𝑠𝑝𝑜𝑟𝑡𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦:輸送用機器ダミー 

𝑒𝑙𝑒𝑐𝑡𝑟𝑖𝑐𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦:電気機器ダミー 

𝛽6𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑙 :資本金 

 

6.5  分析結果 
6.5.1  記述統計 

 分析に用いた 117 サンプルについての記述統計量を表 24 に示す。サービス化

程度の最小値は 1，最大値は 8 となっている。売上高研究開発費比率は，平均値

が 4.55%，最小値が 0.06%，最大値が 45.35%となっている。資本金の対数をと

った値は，平均値は 8.9336，最小値 5.53，最大値は 13.04 となっている。また，

変数間の相関係数については表 25 に示しているように多重共線性の問題は発生

していないことが確認できた。 

  

機械ダミー 業種が機械であれば 1 とするダミー変数 

電気機器ダミー 業種が電気機器であれば 1 とするダミー変数 

輸送用機器ダミー 業種が輸送用機器であれば 1 とするダミー変数 

資本金（対数） 資本金の対数をとった値 
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表 24 記述統計 

 

表 25 相関係数 

 

表 26 平行性の検定 

 

6.5.2  分析結果  

 まず，説明変数候補について，平行性の検定結果は表 26 に示すように，非有意

となったため，目的変数を順序尺度として用いる順序ロジット回帰による分析に

適していることが確認できた。また，目的変数のカテゴリ 5 及び 6 については出

変数 度数 平均値 
標準 

偏差 
最小値 最大値 

サービス化程度 117   1 8 

ICT 利用程度 117   1 7 

売上高研究開発費比率 117 4.55 5.82 0.06 45.35 

売上高研究開発費比率×ICT

利用程度 
117   0.15 317.45 

サービス化志向 117   0 1 

サービス化志向×ICT 利用程

度 
117   0 7 

機械ダミー 117   0 1 

電気機器ダミー 117   0 1 

輸送用機器ダミー 117   0 1 

資本金(対数) 117 8.93 1.50 5.53 13.04 

  1 2 3 4 

1 サービス化程度 1    

2 ICT 利用程度 .229* 1   

3 売上高研究開発費比率 .263** .038 1  

4 資本金(百万円) .106 .264 .127 1 

モデル 対数尤度 カイ 2 乗 自由度 有意確率 

帰無仮説 376.050    

一般 258.309 117.74 36 .128 
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現確率が低く，観測数が少ないために，分析手続き上除外されているが，実現値

に従い，また平行性の検定の結果を踏まえ，本論の分析結果の解釈方法には影響

を与えていないとして分析を行っている。分析結果については，表 27 にまとめ

ている。 

分析の結果，次のような傾向が示された。ICT 利用程度は，説明変数としては，

有意な傾向が示されなかったため(β=.170, ns)，サービス化程度に対して主効果を

持たないことが検証された。売上高研究開発費比率はサービス化程度に対して，

5％水準で有意な正の傾向が見られた(β=.244, p<.05)。これにより，仮説 1 におけ

る予想と整合的な傾向が示された。また，売上高研究開発費比率と ICT 利用程度

との交差項は，10％水準で統計的に有意な傾向が見られ，ICT 利用は間接効果を

持つということが検証された(β=.038, p<.10)。これにより，仮説 3 における予想

と整合的な傾向が示された。これは，サービス化の程度に対して，サービス開発

能力が単独で促進要因となることを示唆しているとともに，ICT 利用との交差項

も有意な傾向が見られたことから，ICT はサービス開発能力を活性化するイネー

ブラー効果を持つことが示された。サービス化志向については，主効果について

は有意な傾向が示されなかったが(β=.590, ns)，ICT 利用程度との交差項について

は，サービス化程度に対して 10％水準で有意な傾向が見られた (β=0.207, p<.10)。

これは仮説 2 の予想を支持する傾向は示されなかったが，仮説 4 の予想と整合的

な傾向が示された。つまり，サービス化志向のみでは，製造業のサービス化は促

進されないことを示唆し，ICT はサービス化志向を活性化するイネーブラー効果

を持つ傾向があると示唆される。また，コントロール変数についてはいずれも有

意な傾向は見られなかった。モデルの評価を示す値は，Cox Snell が 0.274，

Nagelkerke が 0.282，McFadden が 0.090 を示している。これらのモデルの適合

指標は，尤度を基に導出された疑似決定係数である。0 から 1 の間の値をとり，

相対的な基準は無いが，1 に近ければより望ましいとされる。 

 

以上の結果より改めて仮説に対する結果についてまとめると，「サービス開発能

力は，製造業のサービス化と正の関係がある」という仮説 1，「高度な ICT の利用

は，サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力との交互作用により，

サービス化に正の影響を与える」という仮説 3，「高度な ICT の利用は，サービス

化志向との交互作用により，サービス化に正の影響を与える」という仮説 4 にお

ける予想と整合的な傾向が示された。 
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表 27 分析結果 

 

6.6  ディスカッション  

6.6.1 理論的貢献  

 本論の理論的貢献として，サービス・ケイパビリティと ICT 利用程度の関係

について，ICT のイネーブラー効果を明らかにした点が挙げられる。仮説の 3 及

び 4 について統計的に有意な傾向が見られ，ICT がサービス・ケイパビリティを

活性化しサービスを高度化しているということが示唆される。特に，サービス化

志向のみではサービスの高度化にはつながらないということを示唆する傾向は，

高度な ICT の利用により，サービス・ケイパビリティが活性化されることを示し

Ordered Logit 

 係数 標準誤差 

ICT 利用程度 0.170 0.107 

売上高研究開発費比率 0.244** 0.122 

売上高研究開発費比率×ICT 利用 0.038+ 0.019 

サービス化志向 0.589 0.597 

サービス化志向×ICT 利用 0.206+ 0.114 

機械ダミー 0.469 0.722 

電気機器ダミー 0.331 0.726 

輸送用機器ダミー -0.223 0.947 

資本金(対数) 0.089 0.120 

cut-point1 1.286  

cut-point2 2.055+  

cut-point3 2.836**  

cut-point4 3.997***  

cut-point7 5.135***  

Cox Snell 0.274  

Nagelkerke 0.282  

McFadden 0.090  

Number of Observation 117  

***  は 1% 水準で有意，** は 5% 水準で有意，+ は 10% 水準で有意であるこ

とを示す。cut-point は目的変数の各カテゴリの生じる確率を左辺に置くそれぞ

れの回帰式における切片部分にあたり，閾値を示す。 
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ており，高度な ICT の利用がサービス化志向と併せて必要とされる事を示唆する

結果を得た。これは製造業のサービス化において ICT のイネーブラー効果を示し

たことに加え，ICT の単なる利用のみならず，「高度な」ICT の利用の組み合わせ

の重要性を与える点で理論的なフレームワーク構築につながる貢献点といえる。 

デジタル技術導入がサービス化を促進するという分析結果は，ICT 利用が新た

なサービス事業の提供を可能にしている側面を示唆している。ICT が生産財メー

カーの持つ資源を統合し，協働させることで，新たなサービス事業の提供を可能

にしている。 

分析結果から，ICT の高度利用がサービス化事業の進展に影響を与えることが

明らかになった。これは，生産財メーカーにとって，ICT 導入はサービス化の進

展に確かに影響を与えるものの，その導入の目標や活用の水準がデジタイゼーシ

ョンとしてのアナログデータのデジタル化にとどまる場合よりも，デジタライゼ

ーションとして事業自体を変更しようとする目標や活用の水準である場合の方が，

サービス化は進展しやすいと考えられる。言い換えれば，製品の品質を保証する

ための既存のサービス活動の活性化のために ICT を利用するのみでは，サービス

事業の拡大は達成されないということになる。 

また，サービス開発能力については，その活動そのものがサービスの高度化に

影響を与えることが，仮説 1 の予想と整合的な傾向が見られたことから示唆され，

実証的なアプローチによって効果を特定できた点を貢献に挙げることができる。

しかし一方で，仮説 2 の予想に整合的な傾向が見られなかったことから，サービ

ス化志向それ自体ではサービスの高度化について直接的な影響を与えない可能性

が示されている。これは，サービス化志向は経営層のサービス化に対するコミッ

トメントを表すが，志向のみで活動が伴わない場合にはサービス化が進行しない

という可能性を示唆していると考えられる。高度な ICT 利用が同時に行われる場

合には，その影響がサービスの高度化に対して有意な傾向が見られていることか

らうかがえるように，サービス化に対して組織的に何が行われているかについて

併せて考える必要性があるだろう。 

次に，本研究の実証研究の貢献としては，サービス化程度及び ICT 利用程度に

ついて量的変数へと変換し測定するためコードを作成したことが挙げられる。サ

ービス化程度の測定の問題についてコンセンサスが得られていない中で

(Calabrese et al. 2019)，既存研究のフレームワークに基づいてコードブックを作

成し，質的データを計量化し分析した点については，既存研究の限界を部分的に

克服したと言える。サービス化の程度および ICT 利用の程度について，分析枠組

みを提示できたことは当該分野の研究を発展させる可能性につながると思われる。 
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6.6.2  実務的貢献  

本稿における実務的貢献点については，製造業のサービス化推進に対して，ICT

のイネーブラーとしての影響を検証できたことである。ICT 利用それ自体で製造

業は事業の形態を変革できるというより，製造業がサービス化志向を持ち，サー

ビス開発においてケイパビリティを持つ場合に，ICT は資源を活性化させるイネ

ーブラーとして機能するということである。さらに ICT の利用の有無ではなく，

利用する ICT のレベルが高くなればなるほど，サービス・ケイパビリティが活性

化されることが明らかになったということは，実務的には，ICT 導入に際し，高

度利用とその成果を考慮した事業形態を検討することになるだろう。高度利用と

サービス化の事業形態の関連性を本研究により示したことは，実務的にサービス

化を進める上で具体的な事業モデルを念頭におき，ICT 導入を進められるという

点で意味があろう。 

今後サービス化を推進する企業にとって，保守サービス開発を提供するにとど

まらず，遠隔制御に加えて故障予知や，装置の自律的なオペレーションや，生産

設備全体の最適な制御など，高度な ICT 導入により，より高度なサービス化を進

めていくことが実務的に重要であるといえる。また，サービス化を推進するケイ

パビリティにはサービス開発とともに組織的な次元の両者が重要であることを検

証できたことは，今後の組織設計や開発戦略という点において，実務的には意味

があると言える。 

 

6.6.3  限界と今後の研究 

本フレームワークによる測定結果及び実証研究における限界として，第一に，

現実で観測されないサービスレベルがあったことは，無視できない。これは，シ

ェアリング型のサービス事業レベルが，BtoB 企業の多くにはまだ浸透していな

という現状を示している可能性が理由として考えられる。しかし，既存研究を踏

まえれば，シェアリング型事業は，事業モデルの一種として検討できることから

(Suppatvech et al. 2019)，本フレームワークでも同様に，シェアリング型の事業

形態が理論的に考えられるという立場は変わらない。一方で，コードが本概念の

抽出に適しているかを今一度慎重に確認する必要があるかもしれない。 

第二に，サービス化志向については，サービス化志向の有無をダミー変数とし

て測定していることが結果に影響を与えている可能性は否定できない。サービス

化志向についてもサービス化程度と同様に，より精緻な測定尺度を開発していく

必要があると思われる。 
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第三に，サービス化程度測定方法における分析対象資料について，分析対象と

した資料の，範囲，期間については今後引き続き慎重に議論される必要がある。

例えば，より詳細な記述が得られるヒアリングデータとの突合や複数期間におい

てコーディングを行いパネルデータとする方法が今後考えられる。また，コード

ブック及びコーディングについての妥当性をより確保するために，コードブック

の精緻化，コーダーを増やす等の方法を検討している。量的データ化の工程につ

いては，妥当性を確保するために共著者間及びサービス化の専門家間で繰り返し

議論を行ってきたが，改善の余地を残している点については引き続き精度の向上

をはかりたい。 

製造業のサービス化と ICT の関係については既存研究にあるようなイネーブ

ラー効果が見られた。今後はサービス化志向の精緻化および組織能力についての

一層精緻な研究を推進していくことが必要となろう。 
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第七章の要旨 

本章は， RQ3 である「サプライヤー，顧客，販売代理店との関係性はサービ

ス化に如何に影響するのか？」について，調査 3「サプライヤーや顧客との企業

間取引関係が製造業のサービス化に与える影響の検討」及び調査 4「販売代理店

の企業間関係が製造業のサービス化に与える影響の検討」を行って議論している。  

調査 3 の方法は，144 社の加工組立型製造業を対象とした公開資料に基づく内

容分析からデータを収集し，サプライヤーや顧客との取引関係が製造業のサービ

ス化に如何に影響するかを実証分析している。分析の結果として，サプライヤー

との企業間関係はサービス化を促進することを示唆する結果が示された一方で，

顧客との企業間関係は，サービス化を阻害する可能性があることを示唆する結果

を得た。分析の結果より，サプライヤーと顧客に対する企業間関係における取引

依存関係が，製造業のサービス化に影響する可能性を明らかにした。これは，無

形資源としての企業間関係について，取引依存状態を基に，製造業のサービス化

への影響を実証する最初の論文であり，既存研究の限界を克服するものである。

なお，調査 3 は，国民経済雑誌71にて掲載された論文を修正・加筆したものであ

る。 

調査 4 の方法は，販売代理店との企業間関係が製造業のサービス化に如何に影

響するか，A 社への半構造化インタビュー調査によって分析するものである。分

析の結果として，販売代理店への教育活動や技術支援によって，信頼関係が構築

され，資本提携の無い販売代理店が，A 社がサービス化を促進するために協力す

ることが示された。分析の結果より，販売代理店に対する企業間関係が，サービ

ス化に影響する可能性を明らかにした。 

 

7 製造業のサービス化と企業間関係 

7.1  はじめに 

 本章では，RQ3 である「サプライヤー，顧客，販売代理店との関係性はサービ

ス化に如何に影響するのか？」について検討するための調査を行っている。 

本章では，調査 3 及び 4 を行っている。調査 3 は，サプライヤーや顧客との取

引関係が製造業のサービス化に如何に影響するかを実証分析したものであり，調

 
71 須賀涼太，西岡健一，南知惠子(2021)“生産財メーカーにおけるデジタル・トラ

ンスフォーメーションと市場条件，”国民経済雑誌，224(13)，5-33． 
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査 4 は代理店との関係性強化や教育活動が製造業のサービス化に如何に影響する

か，A 社のヒアリング調査によって検討したものである。 

サプライヤー，顧客，販売代理店といった製造業にとって取引関係のある企業

との企業間関係がサービス化に与える影響については，捉えられていないことを

理論的課題として挙げた。これはつまり，製造業のサービス化戦略は，顧客との

取引関係，つまりチャネル選択の変更を伴うことになり(Miao et al. 2018)，この

変更が可能かどうかは，顧客との依存関係(Dwyer et al. 1987)に影響を受けるこ

とが想定される。サービス化戦略の促進もしくは阻害要因を特定する研究におい

ては，主として，企業内部の資源を強調してきたが，これは，Barney(1991)の考

えに依拠すれば，企業が関与・管理する資源として，サプライヤー，顧客，販売

代理店といった製造業にとって取引関係のある企業との企業間関係についても，

自社固有の資源としてみなすことができる。 

本章は，サービス化戦略への影響要因として，顧客，サプライヤーとの取引依

存関係に焦点を当て，加工組立型製造業４業種(機械，輸送，電気，精密)を対象と

した実証研究により明らかにするものである。 

本章の構成は以下のようになる。まず本研究の理論的背景について，既存研究

に関するレビューを行い，仮説を構築する。次に 144 社を対象とした公開資料に

基づく内容分析からデータを収集し，サービス化と影響要因との解析結果を示し，

最後に考察と今後の研究の方向性について示す。 

 

7.2  理論的背景 
7.2.1  製造業のサービス化と企業間取引関係  

 理論部でのレビューを踏まえて，企業間関係について，サプライヤー，顧客，

販売代理店との関係性がサービス化戦略にもたらす影響についてまとめる。 

 第一に，サプライヤーとの企業間関係については，Miao et al. (2018)によると，

ICT 資源を用いることで，製造業とサプライヤーは相互の関与を高めていくこと

が可能となることを説明している。そして，相互依存度の高さにより，生産性，

市場への製品投入の速さなどについて，良い面が促進され，事業システムが強固

になっていくと考えられる。ただ，相互に関与する背景には，相互の信頼性の高

さが重要であることを彼らは指摘している。サプライヤーとの関係性による効果

は，サービス化戦略の推進においても，影響を与えることは予想できるが，既存

研究において，その効果を直接的に捉えようとするものはない。 

次に，顧客との企業間関係については，顧客の要望に応えることにより，製造

業は様々な製品やサービスを開発することができ(Cannon and Perreault 1999)，
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競合企業に対して有利な位置づけを取ることを可能とする(Day 1994)。しかし，

競合企業に対して，競争優位を持つ製造業においても，その競争優位を拡張し続

けることは難しい現実がある。こうした場合に，自社にとって有力な顧客の要望

に応じた製品やサービス開発を行い，新技術の開発よりも，既存技術を元に，既

存顧客へ対応することに注力する傾向が強い(例えば Christensen 1997)。つまり，

特定の顧客との強い結びつきを維持しようとする傾向は，イノベーションの発生

においては，負の影響があると考える議論がある。特定の顧客への集中は，既存

顧客の目を通して，現実の事業環境を見ることとなる(Slater and Narver 1998)。

つまり，顧客関係においては，相互依存度の高さによる負の側面が考えられる

(Miao et al. 2018)。相互依存度の高さによる弊害は，相互の学習意欲減退，関係

性に基づくなれ合い，前例踏襲的対応が，競争が激しい場合への対処に大きな障

害となりえる。 

ここまでの議論をまとめると，製造業にとってサプライヤーとの相互依存的な

関係は，自社にとって良い効果をもたらすとみなす傾向がある一方で，顧客との

関係性については，特に過度の依存においては，関係性による負の側面について

研究展開がみられる。 

最期に，販売代理店との企業間関係については，プロアクティブ・チャネル・

パートナー(proactive channel partners)(Kowalkowski and Ulaga 2017)やサー

ビス化戦略の文脈においても，サービタイジング・ディストリビュータ

(servitizing independent distributors)(Hulova et al. 2019)といった販売代理店

の役割の重要性が強調されるようになっている。つまり，製造業の製品の再販売

業者から，サービス化における，より顧客中心のソリューションの提供への移行

に直面している流通業者であると定義されている(Hulova et al. 2019)。流通業者

にとって，サプライチェーンにおける役割を維持したいのであれば，高度なサー

ビスを備えた統合された製品を提供しなければならないという圧力が，強まって

いるのである(Hakanen et al. 2017）。 

 

調査 3 サプライヤーや顧客との企業間取引関係が製造業のサ

ービス化に与える影響の検討 

7.3  仮説導出  

7.3.1  製造業のサービス化と企業間関係 

 本節では，本章における仮説を導出する。 

理論部及び本章の既存研究レビュー部にて，取引依存関係はサービス化戦略に

正の効果をもたらす可能性が考えられる一方，様々な負の影響を生み出す可能性
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を指摘した。製造業にとって，調達先であるサプライヤーへの取引関係と，販売

先の顧客企業との取引関係を区別して考慮する必要がある。 

まず，製造業と上流のサプライヤーの企業間関係を考える。製造業が，ある特

定のサプライヤーに仕入が依存している場合，製造業は特定のサプライヤーに対

して，パワー関係の点においては劣位ではあるものの，安定的な関係性が構築さ

れていると考えることができる。これは，先に述べたように，相互依存の高い企

業どうしは，その関係を維持する傾向にあり(Dwyer et al. 1987)，互いがコミッ

トし続けていくことより，さらに安定的な関係性を保とうとする投資が促進され

やすくなると考えることができるためである。これにより，生産性の高さや，市

場への製品投入の速さなど良い面が促進される。そこでサプライヤーへの依存度

の高さは，正の影響をもたらす可能性が考えられる。 

また，製造業は，顧客より得られる様々なデータを仕入先に還元しながら，連

携強化を行おうとする。こういった仕入先との連携による生産システムの高度化

は，製造業がサービス化の成果を上げていくうえで，重要な基盤になると想定さ

れる。 

これに対して，製造業と顧客の企業関係を考える。製造業がある特定の顧客に

対して，販売が依存している傾向が強い場合には，サービス化戦略に対しては正

の成果は生まれにくくなると予想される。これは，サービス化戦略が稼働データ

の収集・共有といった，顧客の協力を強く必要とするために，顧客側にパワーが

あると考えられる場合には，顧客がそのパワーを行使する可能性があるためであ

る。 

前述したように，顧客との関係性は顧客価値創出や投資促進といった正の効果

を持つ半面，顧客との深い関係性は隠れたコスト(Selnes and Sallis 2003)や，顧

客特有の事業プロセスへの過剰な適合と投資，ロックイン関係からもたらされる

負の側面(Anderson and Jap 2005)，学習効果の減退と外部環境変化への対応の

遅れ(Fang et al. 2008)などが生じる可能性がある。 

これは，顧客が価値の共創に対して消極的になることは，データ開示に対する

リスク認識を理由として起こりうることであると議論されてきたが(Gebauer et 

al. 2005)，顧客側にパワーがある場合にはさらにこういった抵抗を強めると考え

ることができる。また，製造業は，ある特定の顧客に依存していることで，現状

を維持することを目的として革新的な変化を起こそうとしなくなることが考えら

れる。サービス化戦略は，既存の製品販売型の事業から，大きな変更を伴う場合

があるために，革新的な変化を受け入れ難い状況ではサービス化戦略は推進され

ないと考えられる。とりわけ特定顧客への依存度を高めていくことは， 既存顧客
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への適合度が高くなり，外部環境変化への対応といった点でサービス化へと促進

することへの阻害要因となることが想定される。従って以下の仮説を導出する。 

 

H1 仕入依存は生産財メーカーのサービス化の成果に正の影響を与える 

H2 販売依存は生産財メーカーのサービス化の成果に負の影響を与える 

  

7.3.2  製造業のサービス化と ICT の利用程度 

 ここまで，ICT 資源のイネーブラーとしての能力を活用することで，製造業の

サービス化戦略が促進されることを議論してきた。製造業のサービス化戦略は，

ICT 資源の利用により，製品の稼働状況データの取得や，製品の監視によって新

しい事業機会をもたらすと考えられる。多くの製造業は，これまで故障対応や保

守のプロセスについては，サービス部門やサービス子会社，あるいは代理店に担

当させてきたが，こうしたサービスの効率化にとどまらず，顧客と直接的につな

がることによって新たに，顧客に評価される価値を提供する機会が生じている。

そこで，ICT は製品の使用状況や顧客のニーズに関する情報収集及び情報共有を

可能にする特徴を持っていることから(Belvedere et al. 2013)，とりわけハードウ

ェアに通信機能を持たせることやソフトウェアによる制御が可能になった今，

ICT は製造業のサービス化に対して影響を与えると考えられる。 

 また，近年の ICT の発展によって生まれた ICT の新たな特徴である，リアル

タイム性，最適性，自律性(西岡・南 2017)は，製品が生み出す成果をサービス事

業として成り立たせるための重要な要素である。よって，サービス・ケイパビリ

ティとしてのサービス開発能力が ICT により，高まり，サービス化を促進すると

考えることができる。従って以下の仮説を導出する 

 

H3 ICT 利用のあるサービス開発能力は，製造業のサービス化に正の影響を与え

る 

 

7.4  研究方法 
7.4.1  調査概要 

 仮説検証を行うために，公開資料による定性的情報を計量化する手法を用い，

一般化線形モデルによる実証分析を行った。以下にデータ収集について述べる。 

調査対象の範囲は，東京証券取引所に上場している製造業のうち，機械，電気機

器，精密機器，輸送用機器の 4 業種に属する企業 632 社である。本論文では製造

業のうち，総務省の日本標準産業分類による重工業のうち，機械関連の加工組立
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型である製造業に焦点を当て，軽工業製造業，重工業の中でも化学工業，鉄鋼等

の素材型製造業については分析の対象外とする。 

内容分析の対象資料は，2019 年決算期公開資料である有価証券報告書及び決算

説明会資料を用いている。財務情報は，日経 Needs Financial Quest のデータベ

ースに収録されている財務データ，取引情報は Bloomberg の提供しているデータ

ベースを用いた。最終的な分析対象は，632 社の対象のうち，ICT 利用程度につ

いての情報が含まれる 144 社を分析対象とした。 

 

7.4.2  操作化手順 

 本項では，公開資料の内容分析により操作化し測定した変数について，その測

定の手順について説明する。 

 サービス化の測定方法については，公開資料における質的なテキスト・データ

の内容分析を行い計量化している。本調査では，前章における調査 2 と異なり，

サービス化は，代理変数としてサービス事業化数量を用いている。サービス事業

化数量については分析対象資料において，当該年度に新たにサービスとして市場

に投入された事業の個数をカウントした変数である。 

本変数は二段階の手順より測定される。第一段階では，「上市」「市場投入」「発

売」等のコードを用いて決算資料の対象年度内に新たに市場に投入された事業を

抽出する。第二段階では，抽出された事業の内「サービス」「ソリューション」「シ

ステム」を含む事業をサービス事業として特定し，カウント数を与える。第一段

階で事業を抽出することは，新事業に関連のないサービスに関する記述を抽出す

る誤りを防ぐためである。 

 ICT 利用程度については，調査 2 と同様に，公開資料における質的なテキス

ト・データについて内容分析を行い変数化している。測定に関して，ICT の持つ

技術レベルに着目し類型化された西岡・南 (2017)のフレームワークを参照した。

このフレームワークでは，ICT の技術的側面を 7 段階のレベルとして類型してい

る。さらに Cao and Li (2015)を参考にし，コードブックの作成を行った。各概念

の説明及びコードは調査 2 における，表 22 に示す。 

コーディングプロセスについては，コードブックを用いて対象資料内検索を行い，

文章内（テキスト・データ）に，「コード」として特定の言葉が含まれていればそ

の文章を抽出する。例えば「AI を活用した最新アプリケーションを導入していま

す。」という文章は，「AI」というコードを用いた検索により抽出され，「AI 利用」

というラベルを与える。AI 利用を行っていることは，ICT レベルの 6 段階目に該

当するため本記述の見られた企業の ICT 利用程度はレベル 6 と判断する。 
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コーディングプロセスでは，信頼性チェックのため，2 名のダブル・コーディン

グを行った。1 名は著者，2 人目は研究組織外から選んでいる。2 名のコーダーの

一致度合いにより信頼性を確認した。信頼性チェックの手順と水準については，

Riffe et al.(2014)を参照した。 

 

7.4.3  変数定義 

 本節では，分析に用いた変数についての説明を行う。「Serv(サービス化)」は，

2019 年決算期公開資料より測定しているため，2018 年度中にみられたサービス

事業化数量を代理変数として設定している。この変数はコーディングによって測

定されている。なお，該当年においてサービス事業についての記述がみられない

場合については 0 を与えている。 

「PD(仕入れ依存)」及び「SD(販売依存)」は，仕入先もしくは販売先企業の集

中度合いを捉える変数である。それぞれ総購買金額，総販売金額のうち総量の多

い上位 5 社が占める割合を与えており，値が高い場合，それぞれ上位の 5 社に対

して仕入・販売が依存傾向にあることを示す。2018 年 4 月 1 日現在の値を使用

している。 

「サービス開発能力(SC)」は，ICT の利用程度と売上高研究開発費率を掛け合

わせた変数であり，ICT の利用状況を鑑みたサービス開発能力を捉える変数であ

る。本論における分析のサンプルサイズは，ICT の利用程度が測定できている 144

社であり，全てのサンプルが ICT 利用程度は 1 以上のいずれかの値を持ってい

る。本変数を捉えるために，ICT 利用程度を測定している。 

統制変数として，企業規模を表す変数として，連結子会社数を用いている。変

数名「企業規模」としている。成長性を表す変数として，前年比売上高倍を用い

ている。これは，売上高が前年に比べ，何倍であるかを示す。変数名「企業規模」

としている。 

市場競争状況を示す変数として，市場のセグメントごとに得られる HHI(ハー

フィンダール・ハーシュマン指数)を用い，変数名「競争状況」としている。HHI

は，同一市場内の全ての事業者の市場占有率を二乗した合計である。0 から 1 の

範囲の値をとり，市場が独占状態であれば 1 を示す。市場セグメントの範囲は東

洋経済が公開している業種分類における小分類に従っている72。また，ある企業

がどのセグメントに該当するかは，有価証券報告書のデータベース（eol）より取

 
72 東洋経済業種は大分類（8 分類），中分類（31 分類），小分類（60 分類），細分類（481

分類）に分類されている。 
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得し，本調査のサンプルは結果として 20 セグメントに分けられている。これは，

日本産業分類における三桁分類に従う場合には，企業情報を基に，所属する産業

を特定する作業が必要であり恣意性が存在するために，eol における東洋経済分

類に従っている。 変数定義表は表 28 に示している。 

表 28 変数定義表 

変数名 定義 

サービス化(Serv) コーディングにより測定されたサービス事業の数量。

コーディングプロセスについての詳細は本文を参照。 

仕入れ依存(PD) 総仕入金額に占める上位 5 社の金額の割合。 

販売依存(SD) 総販売金額に占める上位 5 社の金額の割合。 

サービス開発能力(SC) ICT の利用程度と売上高研究開発費率を掛け合わせ

た変数。 

企業規模 連結子会社数量。 

成長性 前年比売上高の倍数。 

市場競争状況 HHI(ハーフィンダール・ハーシュマン指数)同一市場

内の全ての事業者の市場占有率を 2 乗した合計。 

 

7.4.4  分析モデル 

 本論における分析モデルを以下に示す。Serv(サービス化)を被説明変数とし，

PD(仕入れ依存)，SD(販売依存)，SC(サービス開発能力) を説明変数とし，統制変

数として企業規模，成長性，市場競争状況を投入している。 

Serv(サービス化)の度数分布は，図 7 に示すように，対象企業のサービス化活

動については偏りがある。被説明変数がポアソン分布に従う場合の一般化線形モ

デルで分析を行っている。 

 

𝑆𝑒𝑟𝑣~𝑃𝑜𝑠𝑠𝑖𝑜𝑛(𝜇)                           (1) 

log⁡(𝜇) = 𝛼 + 𝛽1𝑃𝐷 + 𝛽2𝑆𝐷 + 𝛽3𝑆𝐶 + 𝐶𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙_𝑉𝑎𝑟𝑖𝑎𝑏𝑙𝑒𝑠                   (2)
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図 7  Serv(サービス化)度数分布 

 

7.5  分析結果 
7.5.1  記述統計 

 分析で用いる変数の平均値，標準誤差，最小値，最大値についての基本統計量

は表 29 に示す。それぞれの変数の相関係数については表 30 に示している。VIF

を確認し，多重共線性の問題はないことが確認されている。 

 

表 29 基本統計量 
 

変数 観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

1 サービス化 144 2.20 2.86 0 22 

2 仕入れ依存 144 3.84 4.52 0.01 25.72 

3 販売依存 144 25.08 21.60 0.17 100 

4 サービス開発能力 144 18.59 28.41 0.15 251.44 

5 企業規模 144 48.77 87.94 1 803 

6 成長性 144 4.29 11.03 1 79.9 

7 市場競争状況 144 0.07 0.06 0.003 0.312 

 

表 30 相関係数 

 変数 1 2 3 4 5 6 7 

1 サービス化 1.000       

2 仕入れ依存 .150 1.000      

3 販売依存 -.183 .062 1.000     

4 サービス開発能力 .100 .002 .118 1.000    

5 企業規模 .240 .085 -.072 .019 1.000   

6 成長性 .006 .003 .106 .040 .062 1.000  

7 市場競争状況 .023 .091 -.018 .024 .323 -.047 1.000 
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7.5.2  分析結果  

 サービス化に対して，取引依存関係としての仕入依存と販売依存，サービス開

発能力がどのように影響しているかを確認する。分析の結果は表 31 にまとめて

いる。 

仕入依存が Serv に対して 1％水準で統計的に有意に正の影響を与えることが

示された(β=.031, p<.001)。これは，仕入依存が，サービス化に対して正に影響

するという仮説 1 と整合的な結果である。 

また，販売依存が Serv に対して 1％の水準で統計的に有意に負の影響を与える

ことが示された(β=-.014, p<.01)。これは，販売依存が，サービス化に対して負に

影響するという仮説 2 と整合的な結果である。 

サービス開発能力が Serv に対して 1％水準で統計的に有意に正の影響を与え

ることが示された(β=.005, p<.001)。これは，サービス開発能力が，サービス化

に対して正に影響するという仮説 3 に整合的な結果である。 

統制変数である，企業規模と市場競争状況は 1％水準で統計的に有意な結果を

えた。 

 

表 31 分析結果 

被説明変数 サービス化(Serv) 

説明変数  Poisson 

 β 標準誤差  

仕入れ依存 .031 .009 *** 

販売依存 -.014 .003 *** 

サービス開発能力 .005 .001 *** 

企業規模 .001 .000 *** 

成長性 .003 .004  

市場競争状況 2.897 .798 *** 

定数 .565 .120 *** 

サンプルサイズ 144 

Log-likelihood -329.415 

AIC 4.672 

BIC -295.473 

注)  *** は 1%水準，** は 5%水準，*は 10%水準で有意であることを示す。 
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7.6  ディスカッション  

7.6.1  理論的貢献  

本論文の貢献を以下に示す。 

第一は，サプライヤーとの企業間関係がサービス化を促進するという結果が得

られたことは，サプライヤーへの取引依存的な傾向により構築された関係性がサ

ービス化を促進する可能性を示唆している。この結果に対してはまず，製造業が

特定のサプライヤーに取引依存的な傾向にあることは，特定のサプライヤーが製

造業への関与を高めるモチベーションとして働いていると考えることができる。

そうした積極的な関与により企業間関係が緊密になっている場合には，製造業は

サプライヤーとの関係性を通して，製品開発活動の活性化，製品・サービス品質

の向上(Menguc et al. 2014)といった効果が得られる。分析の結果はそのような効

果が，サービス化の推進にも影響していると考えられる。これは，既存研究にお

いて，新たなサービスとして価値を創造するためには，どの活動を自社で行い，

どの活動をサプライヤー，パートナー企業，流通業者，顧客に任すべきかという

意思決定が必要であるとされるなかで(Salonen and Jaakkola 2015)，自社外への

資源にもアクセスし，バリューチェーン間で連携することがサービス化の推進に

とって重要であることを裏付ける結果といえる。 

第二に，顧客との企業間関係がサービス化に負の影響を与える可能性が示され

たことは，顧客との取引関係による負の側面の影響を，サービス化を推進する場

合には受けているという可能性が示唆できる。サービス化が稼働データの収集・

共有といった顧客の協力を強く必要とする上で，顧客側にパワーがある場合には，

顧客がそのパワーを行使する可能性が考えられるという予想に整合的な結果であ

る。顧客との依存による深い関係性は隠れたコスト(Selnes and Sallis 2003)や，

顧客特有の事業プロセスへの過剰な適合と投資，ロックイン関係からもたらされ

る負の側面(Anderson and Jap 2005），学習効果の減退と外部環境変化への対応

の遅れ(Fang et al. 2008)などが生じる可能性を示唆する結果となった。 

上述した二つの発見については，企業間関係の側面より検討し，相互の依存関

係がサービス化に対して与える効果を検討したことは，既存研究の限界を克服し，

理論的貢献があると思われる。 

製造業のサービス化の関心の多くは，企業内部のマネジメント要素に向けられ

てきており(Rabetino et al. 2021)，サプライヤーや顧客との取引における関係性

の側面がどのようにサービス化に影響するかについては，議論の余地が残されて

いる。サービス化を推進するためには，既存の自社資源の枠組みを超えて，資源

の獲得や統合を行うために，既存のバリューチェーンのアクター間で，コンフリ
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クトが発生する可能性については議論されてきた(例えば，Paiola and Gebauer 

2020)。しかし，取引関係による影響を捉えられていないために議論の余地が残さ

れていた。特に上流のサプライヤーとの関係性がサービス化に与える影響につい

て検討できたことに貢献点があると思われる。また，顧客より受ける負の側面が

サービス化を推進しようとする場合にも発生する可能性を示唆したことは，当該

分野に貢献していると考えられる。 

第三に，ICT 利用を伴ったサービス開発能力が，サービス化に対して正の影響

を与える可能性が示唆されたことは，高いデジタル技術導入がサービス化の促進

要因になることを示す結果である。製造業において，デジタル技術は事業にとっ

て重要な要素であると認められつつあるものの，その概念の意味することや，事

業への影響メカニズムについてはさらに議論の余地が残されている(Ritter and 

Pedersen 2020)。これに対して，本調査は部分的ではあるが，デジタル技術のサ

ービス化への影響のメカニズムについて検討したことで既存研究の限界を克服し

た。また，製造業のサービス化研究の限界に対しても，サービスを推進するには，

単に ICT 利用を促進するにとどまらず，デジタイゼーションとしての目標から，

デジタライゼーションとして事業そのものを変更しようとする目標へと拡張し，

つまりは，高度な ICT 利用を伴う事業変革を推進しようとすることが重要である

と示唆した点が貢献として挙げられる。 

また，ICT 導入の効果の測定困難性より実証的に影響を捉えることは難しいと

されてきた。本論では，IR 資料の内容分析を行うことで，ICT 利用状況を測定し，

一定の結果を得たことにより当該分野に貢献している。 

  

7.6.2  限界と今後の研究 

 本論の限界を以下に示す。まず，企業間の関係の影響について，これは，関係

性がいつから継続され，どういった変遷をたどったかという経年的変化の側面に

ついて捉えられていないために，さらに検討の余地がある。したがって今後の研

究の方向性としては時系列データとして企業間関係の変化を捉えながら改めてサ

ービス化に与える影響について議論することが望まれる。同様に，サービス化の

測定方法についても，複数年での傾向を測定するなど更なる改善の余地が考えら

れる。 

 次に，サプライヤーとの関係性がサービス化程度に与える影響について得られ

た結果については，今後はさらにそのメカニズムを議論する必要がある。例えば，

サプライヤーとの企業間関係に基づいて形成される資源は，企業間に特有の資源

として形成されるために多重利用性は高くないとされる。つまりは，サービス化
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推進という大きな環境変化に対してはネガティブに働く可能性についても考えら

れる。 

最後に，企業規模や市場競争環境の与える影響を正確に捉える必要性がある。

分析の結果，企業規模や市場競争環境はサービス化に対して，有意に正の影響を

与えることが確認されたことから，企業規模や市場環境が与える影響について，

さらに考えなければならない。今後の研究は，サービス化において提供されたサ

ービスの種類やレベルの側面にも注目しながら，分析することが望まれる。 

また，サプライヤーや顧客との取引関係については，製造業固有の取引形態や

関係性構築プロセスの側面を踏まえる必要があるだろう。 

 

調査4 販売代理店との企業間関係が製造業のサービス

化に与える影響の検討 

7.7  研究方法 
7.7.1  事例研究の目的 

本項では，本事例研究をなぜ行うかについて説明する。 

本章では，研究課題に基づき，販売代理店との企業間関係と製造業のサービス

化の，それぞれの概念間の関係を明らかにすることを目的とし，事例分析を行う

(Voss et al. 2002)。Voss et al. (2002)は，変数間には何の法則や関係があるかを

明らかにしようとする場合には，変数間の関係を特定することを目的として事例

分析を行うべきであると説明する。本論文ではこれに依拠し，販売代理店との企

業間関係と製造業のサービス化の変数間の関係を明らかにするために，事例分析

を行う。また，Voss et al. (2002)は，二つの変数間の関係性を議論する上で，マ

ルチサイトによる比較的視点の導入が重要であることを示唆していることから，

本章の事例分析では，同一企業ではあるものの，異なる商品である異なる事例を

採用することで，比較検討を行っている。 

また，本事例分析は，先の実証分析によって明らかになった，サプライヤーや

顧客との関係性が製造業のサービス化に影響することを明らかにした結果を踏ま

え，それが，代理店との関係性であった場合には，製造業のサービス化にどのよ

うな影響をもたらしうるかを，探索的に分析することも同時に目的としている側

面がある。これは，製造業のサービス化の文脈において，代理店との企業間関係

と製造業のサービス化の関係を説明する研究は少なく，研究として，初期の段階

にあることためである。これを踏まえれば，事例分析において「そこでは何が起
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きているか」(Flick 2015)を明らかにする目的を合わせて持ち，説明的に事例分析

を行う必要が考えられる。 

以上のことから，研究課題に基づき，主たる事例分析の目的として，代理店と

の企業間関係と製造業のサービス化の関係を特定することがあり，製造業のサー

ビス化の既存研究と先の実証分析の結果を踏まえ，そこでは何が起きているかを

明らかにすることを副次的な目的としている。 

次に，事例分析の目的を踏まえて，事例分析の方法を説明する 

 

7.7.2  事例分析の方法 

 本項では，事例分析の方法について説明する。 

事例分析に用いたデータは，自動車用伝達ベルトを取り扱う A 社へのインタビ

ューと公開資料やニュース記事といった二次資料である。インタビューは，半構

造化インタビューを採用する。これは，回答自由度の高いインタビュー状況の中

で，インタビュイーのものの見方が明らかになるとの期待があるインタビュー方

式であるとの考えに従っているためである(Flick 2015)。インタビューのガイド

は，Flick (2015)に倣い，インタビューのトピックを事前に作成している73。イン

タビューは，Ａ社経営企画部のマネージャーを対象に，2019 年 6 月までに，のべ

50 時間以上にわたり，インタビューを行っている。この時間には，製品に関する

基本的な説明の時間，インタビューデータの解釈結果の確認のための時間といっ

た時間を含む。A 社のサービス化についての成功事例として，異なる商品である

二つの事例についてのデータを得た。 

 インタビューデータは，定性コーディングの方法を取った。インタビューの音

声は，文字起こしを行い，合計で 27 枚のワードファイルにまとめられた。コーデ

ィングは，Flick (2015)に倣い，データを意味や概念ごとに類型し，カテゴリごと

に整理を行った。ここでは，カテゴリごとに整理することが目的である。得られ

た分析の結果は，インタビュイーに対して，コミュニケーションによる妥当化

(Flick 2015)を行い，解釈に齟齬がないことを確認している。分析においては，事

実の説明を中心に行いながら，二つの事例の特徴の違いを基に，代理店との企業

間取引関係と製造業のサービス化の概念間の関係について検討した。 

 以上の分析方法によって，本論文の三つ目の RQ である，「サプライヤーや顧客

 
73 ガイドラインについては，以下に示す。Raddats et al.(2019)に倣い，大きく

4 つのテーマについて，インタビューを行っている。 

①戦略と組織構造について②モチベーションとパフォーマンスについて③資源と

能力について④サービスの開発・販売・提供について 
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との連携はサービス化に如何に影響するのか？」という問いに対して，代理店と

の企業間取引関係と製造業のサービス化の概念間の関係を明らかにすることを目

的として事例分析を行っている。 

  

7.7.3  事例選択の妥当性 

 本項では，事例選択の妥当性について説明する。 

事例選択の妥当性について，本事例を取り上げる理由について説明する。本調

査では，日本の A 社を選択した。A 社は，自動車用動力伝達ベルト製品を主に取

り扱う，製造業である。 

事例として取り上げる理由として，第一に，当時 A 社には製品中心の事業モデ

ルからサービス中心の事業モデルへの転換を図る動機があるとみなすことができ

るためである(Oliva and Kallenberg 2003)。その背景には，売上・利益ともに緩

やかな減少傾向にあったことが挙げられるが74，それは，A 社の主力事業である，

自動車用ベルト製品の市場状況は，コモディティ化による影響と自動車用エンジ

ンの電気化の動きによる生産数減の影響を受けているためであると考えられた。

新たな競争優位の源泉として，事業領域の拡大をサービスによる収益力強化に求

める動機があったと考えることができる。第二に，そうした背景を基に，既にい

くつかのサービス化戦略を採用し，サービスに注力することを明示しているため

である75。また，A 社の販売形態については，自社販売代理店，資本提携の無い販

売代理店，直接販売といった複数の流通経路をもっており，本論文の RQ3 である

「サプライヤー，顧客，販売代理店との関係性はサービス化に如何に影響するの

か？」という問いに対して，販売代理店との関係性が如何にサービス化に影響を

与えるかについて検討することに適している事例であると考えることができる。 

つまり，本事例は，サービス化を推進しようとする動機を持っており，国内に

おける代表事例であると考えられるため，また，販売代理店による流通経路を保

有していることから，事例として採用している。 

 

7.7.4  事例分析の妥当性 

 本項では，分析の妥当性について説明する。 

 本事例分析については，先の事例分析と同様に，事例分析としての妥当性を保

証するために，Yin (1994)が提示する妥当性及び信頼性を確保するための戦術に

 
74 2018 年決算説明会資料より引用。 
75 2018 年決算説明会資料より引用。 
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倣い，分析を行っている。 

構成概念妥当性(Construct validity)については，本事例分析においては，情報提

供者としてのインタビュイーの発言を引用し，本論文の読者に対して証拠の提供を行

う。また，インタビュイーに対して，事例の解釈の結果を確認することにより，その

妥当性を確認している。 

内的妥当性(Internal validity)については，探索的(exploratory)事例研究では相対的

に強くは懸念されないが，Yin (1994)に倣い，因果関係について議論する場合には，

その推論結果について事実としての誤りがないか，インタビュイーと繰り返し議

論することでその誤りを防ぐ努力を行っている。 

外的妥当性(External validity)については，本事例分析においては，事例の分析結

果の解釈を基に，サービス化研究における販売代理店の既存の議論を援用しながら，

理論的に結論を議論することで，本妥当性について考慮している。 

信頼性(Reliability)については，本事例分析においては，標準化されたインタビュ

ーのためのガイドラインを設計しており，結果の解釈に誤りがないか，議論を繰り返

し行っている。 

本論文の事例分析においては，結果の解釈の妥当性を確保するために，以上の

点に注意を払い分析を進めている。 

 

7.7.5  事例概要  

 本項は，A 社の詳細について説明する。 

 A 社は，兵庫県に本社を置く，自動車用伝達ベルト製造業である。売上高は，

2019 年 3 月 31 日現在，連結で 94,157 百万円であり，東京証券取引所一部上場

企業である。主な事業として，自動車部品，産業資材，高機能エラストマー製品 

を展開している。A 社の基本情報ついては，表 32 にまとめる。 

 本調査においては，半構造化インタビューによって得られた，サービス化の取

り組みがみられた二つの商品についての事例を取り上げる。本事例は，A 社内に

おける成功事例発表会において発表された事例である。76本項以降，それぞれ商

品 a，商品 b と明記し，分析結果にまとめる。 

  

表 32 A 社事例の詳細 

項目 詳細 

商号 A 社 

 
76 発言内容については巻末付録を参照。 
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創業 1906 年(明治 39 年) 4 月 14 日  

資本金 10,951 百万円 (2019 年 3 月 31 日現在)(東証１部) 

売上高 94,157 百万円(連結)，50,423 百万円(単体) (2019 年 3 月期) 

従業員 4,083 名(連結)，1,283 名(単体) (2019 年 3 月 31 日現在) 

本社所在地 兵庫県 

主な事業 

自動車部品 

自動車用伝動ベルト製品(補機駆動用伝動ベルトおよび補機駆

動用伝動システム製品，スクーター用変速ベルトなど) 

 産業資材 

産業用伝動ベルト製品(産業機械用 v ベルト，歯付ベルト，プー

リなど）その他伝動用製品，運搬ベルト(コンベヤベルト，樹脂

コンベヤベルト，同期搬送用ベルト)，運搬システム製品，もみ

すりロールなど 

 高機能エラストマー製品 

クリーニングブレード，高機能ローラ，精密ベルト，ポリウレタ

ン機能部品，精密研磨材，建築資材用フイルム，医療用フイル

ム，装飾表示用フイルム，工業用フイルムなど 

 その他事業 

ロボット関連デバイス，ナノ粒子関連製品など 

 

7.8  分析結果 

 本節では，半構造化インタビューによって得られた，サービス化の取り組みが

みられた二つの商品についての事例をそれぞれ，商品 a，商品 b として説明する。   

本節においては，事例研究の妥当性の確認のために発言の記述を掲載しながら

も，議論を明確化するために，インタビュイーの発言については，主たる部分を

本節にて記述をまとめ，その他の部分は文末付録にまとめる。 

まず，総じて A 社はサービス化に対してどのような動機づけを持っていたのか

についてまとめる。サービス化を促進しようとする動機づけについて，次のよう

に説明する。 

 

「一つは，製品だけであれば，どうしてもコモディティ化していくので，それだ

けなんですよね。どこもやってるような製品ばかりですから，まあ価格だけにな
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るっていったところも多いんですよね。そうなるとやっぱり製品の単品売りだけ

ではないんでまあこういうセット販売，セット設計，システム設計というのも一

つのサービスですし。それからコンベアだけでも本当に多くの金額ですけどもで

も，収益は薄いんですよね。それに成り立たせて行こうとするとサービス等の付

加価値をつけていかないといけないのかなというとこですね。」 

 

 自社事業について，製品がコモディティ化し，価格競争に陥ってしまう可能性

があることを，認識していることが分かる。またそれが，A 社にとって，サービ

スを重視する一つの動機づけとなっている。具体的には，産業用運搬ベルトにつ

いては，A 社が公開する決算説明会資料において，中長期計画として，サービタ

イゼーションを確立することを打ち出していることが確認できる77。 

実際に，主力事業における自動車用ベルトに比べて，産業用ベルトは，搬送用

ベルトとして設置範囲が，巨大であるため，その売上高も高いが78，その利益は A

社において，主たる割合を占めてはいない。また，ゴムベルト技術の拡張可能性

についても，現状においては，改善や顧客ニーズに沿った開発に終始していると

認識して79おり，技術的な革新による企業差は生まれにくいと認識している。 

ここから，商品 a について，説明する。商品 a は，自動車用ベルトと性能評価

サービスが統合された商品である。商品 a の主たる販売先である，自動車メーカ

ーにおいて，自動車エンジンの設計・開発過程を考えた場合に，通常であれば，

自動車用ベルトは，自動車エンジンに自動車メーカーのもとで装着され，ベルト

の製品評価が行われる。それが，新エンジンの開発であった場合には，色々な自

動車用ベルトを試作して，新エンジンに搭載するベルトを決定するというよりも，

価格によってベルトが選ばれたり，競売によって選ばれたりする場合が多い。 

一方で，商品 a については，A 社は，自社ベルトを装着した自動車のエンジン

を，顧客先ではなく A 社自身が評価を行い，その評価を製品と併せて販売してい

たのである。言い換えれば，自動車用ベルトを単体で販売するのではなく，評価

を代替するサービスを付随したのである。そのアイデアの背景については，A 社

は次のように説明する。 

 

「エンジンメーカーの設計者にとって，何が嬉しいのかなあと言った時に，エン

ジンメーカー設計者が置かれてる立場はどうなのかなってことを考えると，エン

 
77 2018 年度決算説明会資料より引用。 
78 2018 年度決算説明会資料より引用。 
79 発言内容については巻末付録を参照。 
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ジンがどんどん高性能化していきますと。実に複雑化していて，小型化軽量化も

求められますと。その当時なんですけども低燃費，低燃費と競争が激しかったん

ですね。かといって質は落とせませんと。そうすると開発工数はどんどん増加し

てきます。それと同時にいろんなもんが付加されますので評価もいろんなものを

していかないといけないですが工数も増えていきますので。しかも日本の自動車

メーカーで結構あのモデルチェンジが早いんです。それでかといって開発陣が大

幅に増やしてもらえるかいうとそうでもない訳でして，そんなに増えてなかった

んで，なんかすごい負荷が(設計者に)80どんどんかかってきてますと。」 

 

商品 a が提供されるに至った当時の背景として，顧客の現場における作業工程

数の増加と，その負荷が増大していたことが分かる81。自動車用ベルトの販売先

である自動車エンジンのメーカーは，短期開発の場合には，10 年 20 年と研究開

発に時間をかけられない一方で，求められる評価数の増加により，作業工程数は

増加している。そういった工程数の増加によって，エンジンの評価は台上評価82

で行われるが，研究室内の評価設備が埋まってしまい評価ができないことも，多

発していた83。そういった顧客の背景に対して，考えられた商品 a について，一

つの特徴を次のように説明する。 

 

「当社はまず一つは，これとこれと三つセットで売ることができます。それでシ

ステムとしての，ここの評価も全部できたよと，セット販売ができます。他の B

社84だったらベルトだけ，メーカーさんが別にバラバラで買わないといけないけ

ども，当社はこの三つのセットでご提供できますっていうのがまず一つですね。」 

 

 その特徴として，まず，製品をセット販売にすることを進めた。自動車エンジ

ンに搭載される自動車用ベルトは，複数の部品から構成されるが，A 社はこれを

まずセットで販売する方式を進めた。のちに，全社的にその方式は採用されるこ

とになる85。本特徴に加えて，二つ目の商品 a の特徴は，評価サービスを付帯さ

せたことにある。その特徴について次のように説明する。 

 
80 括弧内筆者補足。 
81 発言内容については巻末付録を参照。 
82 自動車に搭載して評価を行うのではなく，台上で稼働させて評価する方法。 
83 発言内容については巻末付録を参照。 
84 他企業への配慮より筆者変更。 
85 発言内容については巻末付録を参照。 
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「エンジン自体をうちが借りて，うちの台上で評価をやりますよと。それが，で

きるのはこの 3 点セットだからです。B 社は単品なんで，別に評価これだけやっ

ても意味ないんですけど，うちはこの 3 点セットでやりました。これはちょっと

対応力としての，サービスになるのかなとって言ったとこですね。この取り組み

は評価をしてもらってですね，信頼してもらえてといった感じですね。データの

拡張性もちゃんと信頼してもらわないいけないですから。まず一つはシステム化

っていうのが一段階あって第二段階としてこの評価も売って，信頼と安心感をも

ってもらおうじゃないかという取り組みをしたというのがこの話ですかね。」 

 

「要は(顧客企業名)86の開発室だけじゃなくて，うちの開発室も使ってもらっ

て第二の開発室みたいな形でやってもらったらいいんじゃないかなって。」 

 

通常であれば，顧客は，自動車用ベルトを導入し，自社内で性能評価を行うが，

A 社は自動車用ベルトという商品を単体で販売しないで，顧客の事業プロセスを

サポートするサービスを付随させた。これは，顧客の事業プロセスを代替したと

言える。背景にあるように，顧客企業にとっては，新車用エンジンの開発工程に

おいては，その他の工程に時間を取られることが多く，評価を代替してくれるこ

とに価値を感じたと考えることができる。 

また，顧客の視点で考えれば，開発中のエンジンを自社外に持ち出すことのリ

スクがあるにもかかわらず，A 社の商品 a を採用したと考えられる。この点につ

いては，次のように説明する。 

 

「開発中のエンジンをよく貸してくれたなと。信頼なのか，よっぽど時間がない

のか。まだ世に出てないエンジンですから，それを貸してくださっているとは。

当然会社対会社でその部品取引契約書って言うね，それは当然やってるんですけ

ど。」 

 

これは，これまでの発言にあるように，既存の取引による信頼関係による結果

である可能性も考えられる。一方で，顧客にとって，評価を代替するという A 社

のサービスによる支援が非常に価値のあるものであったと考えることができる。

本商品 a は，顧客によって価値が認められ，コンペティションを避け採用された

 
86 他企業への配慮より筆者変更。 
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ことで，A 社は，売上を伸ばすことができた。本事例の成果について，次のよう

に説明する。 

 

「関係性もさらに構築できたのと，こういうセットで評価をしていると，この

セットを崩すと，もう 1回評価もやらないといけないのでこれはもう A社でいき

たいといったところを調達担当者も理解してくださってて，コンペなしでいった

んで，まあ比較的利益に結びついたという事例です。こちらの言い値に近い形で

やり取りできたので，利益的にもよかったといったところです。」 

 

商品 a は，元々は，顧客企業におけるエンジンの開発担当者の事業プロセスを

代替することを背景としたアイデアであったものの，別の調達担当者にとっても，

評価の結果とセットになっていることは好影響であり，再評価の手間等を鑑みて

も採用することに前向きであったことが分かる。 

その後の展開として，大きく二つの展開がみられた。一つは，本事例における

成功を基に，顧客企業との関係性をさらに強化し，他の先行開発に同様の方法で

参加する機会を得たことである。二つは，他の自動車メーカーへの提供の拡張で

ある。 

一つ目の同一顧客企業内における拡張について，次のように説明する。 

 

「Ａ社は評価もやってくれるんだという話が回って，(顧客企業の)87開発部隊が

(市名)88にあるんですけど，そこはすぐに 3 年後に自動車として発売される開発

をやっています。今回は主にそことの話ですが，そこの担当者とのつながりで，

10 年 20 年先の先行開発部隊でも，評価をやりたいけどどうか？と声をかけても

らってですね。先行開発の情報も入るし，その先の評価方法についても勉強にな

るし，っていう話になって，試作品みたいなんでモノは入れていますが，評価費

用で結構お金を頂いたんです。評価技術を売ったって感じですかね。」 

 

A 社が評価を代替するというサービスについて，短期開発の部署のみならず，

同一顧客企業内での，先行開発部署においても採用され，売上を伸ばしたことが

分かる。これまでの取引にあったように，A 社は，本顧客企業との関係性をサー

ビスの追加によって，結果としてより強めることになっており，それにより，他

 
87 括弧内筆者補足。 
88 他企業への配慮より筆者変更。 
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の部署への展開がみられた。また，先行開発に参加することができたことによっ

て，A 社自身もその評価技術を向上させたことが分かる89。 

第二に，評価技術を用いて，他社自動車メーカーへの展開がみられる。この点

について，次のように説明する。 

 

「(顧客企業名)と(顧客企業名)の 2社には展開できましたね。ただ，そこまでで，

他のメーカーに全部展開できるかとそこまでができてないかな。全て評価は自社

内で行う場合もあって，それが徹底されている場合もありますね。他にも，(顧客

企業名)さんはどうだろうと，拡張したら行けたんですが，一方で(顧客企業名)は

新しいものが出たときに，実績ありますか？と聞かれる。ないといえば，じゃあ

無理ですと。」 

 

顧客企業の設計業務に対する，認識の違いによっては，安易に受け入れられて

いるわけではないということが分かるものの，同様の方法によって，一定の拡張

ができたことも確認できる。商品 a について，製品の評価を代替するということ

に価値があることを A 社は認め，他の自動車メーカーにもそのサービスを拡張し

ようとしている。 

ここまでが，A 社における商品 a の事例である。考察は次項にて行う。 

 

ここからは，商品 b について説明する。商品 b は，アミューズメント関連機器

用ベルトと保守・修理サービスが統合されたものである。 

A 社は，アミューズメント関連機器用ベルトの保守・修理サービスを既に行っ

ていたが，その効率性の改善に努めたことで，その価値が顧客から認められ，結

果として前年より，多く採用されることとなった。商品 b について，次のように

説明する。 

 

「(顧客企業名)90という会社があります。それは，一番有名なのは紙幣鑑別機で，

そういった製品のメーカーです。そこのメーカーとやり取りした事例なんですけ

ども，ようはそういう当社が代理店を通じて販売しているような製品，一般産業

用ベルトって呼ばれるんですけど，こういう製品の事例です。」 

 

 
89 発言内容については巻末付録を参照。 
90 他企業への配慮より筆者変更。 
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「ここに対しては(遊技機に対して)91シェアゼロでした。どこが強かったとい

うと(競合企業名)92が 100％でした。ゼロから 100％にしたという事例です。 

また，(競合企業名)よりも若干安くはあったのですが，でもいわゆる利益率が

いい市場がここで，ここを狙った理由としては，ここのメーカーに対して紙幣鑑

別のシェアは結構高いんですね。ただこの紙幣鑑別機も波があって，例えば何か

偽札が出たらまたどーんと(出荷数が下がる)93。そういうちょっと波があるんで，

あの下になった時に補完策は必要だなというところでも遊技機もやっぱりやらな

いといけないなというのがありました。」 

 

商品 b は，通常は，代理店を利用して販売を行っている，一般産業用ベルトの

事例である。本商品の顧客企業は金銭機械を主に扱うメーカーであるが，本商品

はアミューズメント遊技機向けのベルトにおけるサービス化の事例である。94 

商品 b を提供するに至った背景としては，顧客企業に対して，紙幣鑑別機用の

ベルトのシェアは高かったものの，遊技機用のベルトは競合他社に独占されてい

たこと，紙幣鑑別機の需要変化の予測が難しいこと等が理由に挙げられる。また，

代理店を利用した販売方法については，日頃より課題を感じている部分があった

ことが分かる。代理店営業について，次のように説明する。 

 

「その代理店営業なんですけども，あの代理店営業ですと結構代理店さんに任

せてしまって，ようは A 社の営業は代理店とのやりとりをやっとけばいいやって

いう営業マンが結構いるんですが，その先のところが結局売れない在庫がはけな

いので，まあ全員が全員そうじゃないんですけど，その先のお客さんをどうやっ

て攻略するかというのが一つポイントかなと思い取り組んだ事例ですかね。」 

 

競合他社に独占されていた現状への打開策として，また，新たな収益源として

の財務的な貢献への期待が商品 b の提供の背景にあったことに加え，代理店を利

用した営業における課題に取り組もうとする活動が組み合わされたことが背景に

あった。つまり，代理店への教育や協力体制を整備し，それを商品ｂに活かした

ことが本商品 b の特徴として挙げることができる。また，顧客としての金銭機械

メーカーの抱える課題については，次のように説明する。 

 
91 括弧内筆者補足。 
92 他企業への配慮より筆者変更。 
93 括弧内筆者補足。 
94 発言内容については巻末付録を参照。 
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「自社の営業が行くのは，設計する技術者の所に行くんですけども，技術者に行

ったらやっぱりコストの面と，それから(競合企業名)95を今使ってて大きな問題

もないし，評価するにも時間が工数も取られると。なかなかそこが真剣に取り合

ってくれてないっていうのがありました。それでなかなか切り替えをしてもらえ

なかった。だったらようは，技術を攻略するのではなくて，営業を攻略した(工夫

した)96っていうのが一つの特徴です。実際に，営業への不満は結構あったんです

よ。(競合企業名)97の対応が悪いとか。サービスと言えるかどうかはあれなんです

けどもだからどっちかいうとこれもベルトを売るというよりも購買担当者のヒア

リングをして苦情を聞いてそれを改善実現していくというのがちょっと重きを置

いたところですね。」 

 

顧客企業は既に，競合企業のベルトを採用した遊技機を生産していたために，

新製品に対しても，競合企業のベルトを採用する，もしくは価格で選択する傾向

にあった。一方で，製品自体には不満は特になかったものの，事後的な対応や保

守に関する業務への不満があることが分かる。そこで，A 社は，技術者に技術的

な側面についての要望をヒアリングするのみならず，事後対応側面での不満など

について，総合的にヒアリングを行った。 

金銭機械メーカーの課題のヒアリングを丁寧に行ったことで，顧客企業である

金銭機械メーカーの課題として，遊技機の販売後の事後対応において，課題を持

っており，現状の競合企業の担当者の場合は，その対応が上手くできていないこ

とが明らかになった。その課題については，次のように説明する。 

 

「一番困ってたというのがベルトの交換性っていうところで，(競合企業名)は対

合が良くなかったと。何かと言いますと，えーっとですね，市場でパチンコが稼

働してる時にプチっと切れたらそこ止まってしまうんですよね。それがやっぱり

一番の機会損失。そしたらすぐパチンコ屋さんからこの(金銭機械メーカー)の営

業がすぐ呼ばれるわけなんですよね。すぐ直せ，みたいな。その時にやっぱりベ

ルトが，すぐ在庫があればいいんですけども，なければ(競合企業名)に発注をし

てものが来てそれで交換って言う。ようは現場ですぐ対応するっていうのがなか

なかなのでできないと。」 

 
95 他企業への配慮より筆者変更。 
96 括弧内筆者補足。 
97 他企業への配慮より筆者変更。 
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アミューズメント関連機器用ベルトの場合，大型の運搬用ベルトコンベア用ベ

ルトと異なり，破損(ゴムの裂傷)に対しては，基本的に事後対応を行っている。そ

れは，相対的に運搬用の大型ベルトコンベアより，ベルトの破損による機器の停

止による被害が大きくないこともあるが，アミューズメント関連機器用ベルトの

場合，個々の遊技機ごとに事前に故障を把握するようなシステムを導入すること

は，当時は考えられていなかったためである98。 

ここまでの背景と，顧客企業へのサービスの視点でのヒアリングを通して，商

品 b では，その解決策として，代理店との協力体制を整える方法を取った。ここ

では，大きく二つの点を行っている。 

一つは，資本提携の無い販売代理店に対して，教育活動を行い，A 社製品知識

や商品 b の保守方法を学ぶ機会を与えた。代理店への教育活動全体については次

のように話す。 

 

「販売士制度というのがありまして，販売士制度で 3 級販売士の資格を取ってい

ただく。これは，代理店さんの教育の一環なんですよね。電動ベルト販売士って

いうのが 3級 2 級 1 級とあって。そういう資格を取ってもらって，モチベーショ

ンを挙げようと，提案型をしてもらおうということです。当社の製品を知っても

らわなきゃということで。システム手帳を挙げたり，販売カードも作ってもらっ

たりしてちょっとそういったところで結構代理店さんに対してもある種，教育み

たいな。合格したら，革張りの手帳も挙げて，全国で拡大している所です。」 

 

また，そこでは代理店としての事業の在り方や営業方法についても指導を行っ

ている。これは，元々は，販売代理店によっても，営業の仕方や能力，営業に対

するモチベーションがばらついていたために行っていた。代理店について，次の

ように話す。 

 

「代理店にも色々あってですね，今回の代理店は OEM とかに強い代理店でしたの

ので，厚意にしていました。でも本当に御用聞きだけをしている代理店さんもい

るんですよ。1次代理店の営業マンに自分も同行したことがあるんですが，朝 9時

に出発してお客さん A を回って「なんかないですか。ないです。ありがとうござ

います。」Bにいってなんかないですか。単純にこれだけをやってて，提案を何も

 
98 発言内容については巻末付録を参照。 
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しない。さっきの(商品 bに関係する)99代理店は提案をしている。こういう代理店

さんもいるんですよね。何かありますかばかりで。なんかゴキブリホイホイじゃ

ないけど，スプレーみたいなあれがなくなったから欲しいってい言われたと。な

ら買ってきて，それでどうするんですか？と聞くと，ホームセンターで買ってき

てそれにマージンを乗っけて売るんですと。それだったら面白くないんで教育に

ついて，提案やっていきましょうよと。代理店さんを指導することでその人も売

れるっていうことが分かって，やり方をマスターしてくれて，それで一緒に行っ

て提案してもらったら，今まで(競合他社名)100だったけども A 社さんから買うわ

というような話にもなるかもしれないなと。切るんじゃなくていかに育てるかが

重要だと思いますね。自分のために，もう手となり足となり働いてくれる人をい

かに増やすか，そういった意味も代理店への教育っていうのはあるように思いま

す。」 

 

これまで，代理店への教育活動を行ってきた背景として，代理店によっても，

その事業や取り組みへの関心が希薄であったり，販売方法が成熟していなかった

りする傾向があったことが分かる。一方で，能力不足の代理店であっても，A 社

は，代理店の存在の重要性を認識しており，排除するよりも教育することを選ん

できた101。これらの教育活動によって，A 社への連携の重要性や，顧客企業への

提案活動といった側面を重要視する代理店が存在し，商品 b の提供に関しても，

A 社との連携強化を可能にしたと考えることができる。 

二つは，遊技機用のベルトを接着するために必要な機械を小型化し，簡素化す

ることで，現場で代理店の担当者が対応できるようにした。代理店との連携側面

を強化することに加えて，代理店自身が，修理対応できるように，保守用機械の

小型化を図った。 

 

「ベルトがあってですね，破断したら，くっつける時に，こういう風にギザギザ

にして溶着するんですけど，要はこれを現場でできるような機械も当社で作って，

現場で施工しやすくしました。あの当然(競合他社)の場合も現場でできるものは

あるんですけども，現場で使うには，機械が結構大きかったんですよ。だから結

構，それを持ってきて作業をして，ベルトつなげてそれから機械に入れるとか，

そういうところの保守メンテという所で，ちょっと不満が結構あったといったと

 
99 括弧内筆者補足。 
100 他企業への配慮より筆者変更。 
101 発言内容については巻末付録を参照。 
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ころがありましたので，それの対応としては，一つは代理店と協力してまずその

長さの在庫を結構持ってもらったと，それが一つあります。ただそのずばりのベ

ルトがあればいいんですけども，無い時には現場で溶着ができるコンパクトな機

械を作って，でっかい機械を持ってきてそこで溶着するのじゃなくてその機械を

買ってもらったらそこで現場でできるって言うような機械もちょっと作ったんで

すね。」 

 

保守用機械の小型化を図ったことで，代理店とさらに連携を強化することがで

き，A 社と代理店が一体となって，金銭機械メーカーの抱える課題を解決するに

至った。その結果，急に遊技機用ベルトが切れても，販売代理店が個別に対応し

て修理できるようになった。修理対応を簡単化しようとする志向は，メンテナン

スフリーを訴求して展示会に出展を行っていることからも分かるように，全社的

に共有されてきた可能性がある102。 

さらに，ベルト破損後の急な修理対応のために，販売代理店にベルトを余剰に

在庫を確保することをA社はお願いした。それは，生産のタイミングによっては，

交換用ベルトが欠損することを防ぐためである。これは，資本提携の無い販売代

理店においては，在庫を余剰に抱えることになるために，容易に受け入れられる

ものではないと考えられるが，本事例に関係した代理店は，A 社がサービス提供

側面を推進することに協力しようとする志向があったとみられる。これまでの教

育活動や A 社の働き掛けの成果である。実際に代理店側の変化について，次のよ

うに説明する。 

 

「実はこれを開発するにあたって，当社の中でちょっと色々できなかった問題が

出てきたんですよ。技術的に。まー色々あのいろんな縛りがあるんでそれででき

ないという部分があったんですけども，そこの部分も代理店さんがカバーしてく

れたんですよ。そこでじゃあうちでやりますわと。そういう協力の仕方をしてく

れたんですね。ものづくりのところでちょっとあの当社でネックになってたとこ

ろここがカバーしてくれた。商社機能もありますんでそういうところちょっと知

ってるからちょっとそれについてやり取りするわ。といった感じでした。」 

 

以上のことから，商品 b の提供を支援した代理店には，A 社を支援しようとす

 
102 ゴム報知新聞「バンドー化学、関西機械要素技術展に出展」

(https://gomuhouchi.com/wp-content/uploads/2019/10/20191021-004-

001.pdf)(2019 年 11 月 20 日アクセス) 
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る動機づけと，課題を解決できるだけの能力があったことが分かる。代理店への

教育活動や修理用機械の代理店用の改善等を通して，代理店との連携強化を促進

し，サービス側面をより強化したことで，金銭機械メーカーのアミューズメント

遊技機におけるベルトを新たに導入することができるようになり，競合企業から

のスイッチを促すことができた事例である。 

ここまでが，A 社における商品 b の事例である。考察は次項にて行う。 

 

7.9  ディスカッション  
 本節では，事例の記述を踏まえて，それぞれの特徴の違いについて，本論文の

三つ目の RQ である，「サプライヤーや顧客との連携はサービス化に如何に影響

するのか？」という問いに対して，販売代理店との関係性が如何にサービス化に

影響を与えるかという視点に基づいて議論する。 

商品 a については，これはサービスの形態は，ソリューション型サービスの一

種であると考えることができる(Tukker 2004)。A 社は自動車用ベルトという商品

を単に販売するだけでなく，セット販売の方式を用いて，また，顧客の事業プロ

セスに関与し，そのプロセスを代替していた。加えて，そのサービス提供方法に

ついては，顧客との直接的な取引が志向されており，直接的な販売方法をとって

いるために，販売代理店は関与していない。 

一方で，商品 b は，ソリューション型のサービスではない。また，それは基本

的な修理対応としての保守サービスであって，製品に付帯的なサービスである

(Mathieu 2001)。デジタル技術導入による製品に付帯的なサービスの高度化も確

認できなかった。加えて，顧客とは間接的な取引が志向されており，販売代理店

への教育と連携に資源を割き，間接的な販売が行われていた。 

どちらも，結果としてサービスの側面が評価されており，サービスを志向して

事業プロセスを変更したため，サービス化が促進されたとみなすことができるわ

けであるが，これらの違いについて，販売代理店が与えている影響という視点に

て，議論する。 

これらの違いは，以下のように考えることができる。 

まず，販売代理店が単に「再販業者」であることから，「積極的なチャネルパー

トナー」(Kowalkowski and Ulaga 2017)としての「サービサイジング代理店」

(Hulova 2019)を志向していることの影響が考えられる。 

商品 b において，販売代理店は，メーカーである A 社に積極的に貢献する動機

づけを持っていたのである。それは，日頃の教育活動を通して，信頼関係が構築

されていたからであると考えることができる。実際に，その他の販売代理店の多
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くは，再販売を行うことに集中しているが，商品 b を提供することに協力した販

売代理店は，日頃から積極的に顧客のもとに伺い，困りごとを聞くなど，積極性

をもって活動していたことが確認できる。製造業がサービスの提供を志向した場

合に，販売代理店が一種のサービス提供者として，積極的に参加しそれを支援で

きたことが，A 社のサービス提供を促進した可能性が指摘できる。これは，Ａ社

にとっては，自社内でサービス提供の能力を持ち合わせていなかったが，販売代

理店との連携によってその能力が調達でき，サービス化を進めることができたと

考えることができる。 

一方で，商品 a については，販売代理店にとって，高度な能力が必要となるた

めに，同じような傾向は見られないと考えることができる。商品提供に必要な情

報や知識の量が商品 a の方が多いため，販売代理店もその商品を提供するための

能力を獲得することは難しい。A 社についてはベルトの装着試験を自社で行って

きた環境があったために，サービスを開発する能力は自社内で開発できたとみな

すことができる。主力事業における，重要顧客であることや，顧客総数が商品 b 

とは異なるという影響は無視できないが，販売代理店が，積極的に川上の製造業

のサービス化プロセスに関与し，支援したことにより，サービス化が促進される

状況があると認められる事例であると考える。 

 

7.10  事例分析のまとめ 

 本節では，本調査の結論についてまとめる。 

 本調査は，半構造化インタビューを採用し，自動車用伝達ベルトを取り扱う A

社の製造業のサービス化戦略事例を取り上げて，分析した。「サプライヤー，顧客，

販売代理店との関係性はサービス化に如何に影響するのか？」という問いに対し

て，企業間取引関係が製造業のサービス化に与える影響を捉えるために，販売代

理店との関係性が如何にサービス化に影響を与えるかについて検討を行ってきた。 

調査 3 に加えて，本調査を導入することで，販売代理店との企業間関係が製造業

のサービス化について与える影響について，併せて検討することができる。 

 本調査によって，資本提携の無い独立した販売代理店であっても，製造業によ

る教育活動や，既存の取引より構築された信頼関係を通して，サービス化が促進

される可能性が示唆された。また，販売代理店自身にもサービス化への積極的な

関与とその活動への理解がある場合には，相互に連携することでサービス化が促

進される可能性が示唆された。本分析結果より，製造業がサービス化を促進しよ

うとする場合には，製造業のサービス化戦略の促進要因として，既存の取引や教
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育活動により獲得された，販売代理店との企業間関係が挙げられることを示唆す

ることができる。ただ，これは単に信頼関係を企業間関係として構築していれば，

サービス化が促進されると結論づけるより，販売代理店側にも，単にルート営業

を行う「再販業者」であることから，「積極的なチャネルパートナー」(Kowalkowski 

and Ulaga 2017)である，「サービサイジング代理店」(Hulova 2019)を志向してい

るような積極性がある必要があることも同時に事例より示されている。さらに，

既存の製造業側の教育活動としての投資行動は，本来，サービス化戦略の推進を

促すものではないことから，投資的効果の別の側面として，新たな視座を与えて

いる点も今後の研究の方向性を示した点で貢献として考えられる。本調査は，調

査 3 とは異なり，企業間関係について，製造業側がこれまでに積極的に投資を行

ってきたことによる，信頼関係を捉えているが，一方で，販売代理店側からの製

造業側への依存程度については捉えれれていないために，今後は，広義に依存状

態を扱う場合の調査を行いたい。 
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8 結論 

8.1  発見事項のまとめ 

 本章では，ここまでに議論してきた結果を踏まえ，それぞれの発見物と本論文

としての主張点をまとめる。 

本論文では，三つの研究課題を設定している。 

RQ1 サービス・ケイパビリティは如何に内部開発されるか？ 

RQ2 サービス・ケイパビリティは，サービス化を促進するのか。そして促進す

る場合に，ICT はイネーブラーとしての役割を持つのか？ 

RQ3 サプライヤー，顧客，販売代理店との関係性はサービス化に如何に影響す

るのか？ 

本論文では，これら三つの研究課題に対して，四つの調査を行うことで議論を

行ってきた。 

第五章において，RQ1 である「サービス・ケイパビリティは，如何なる過程で

内部開発されるか？」について，調査 1「サービス・ケイパビリティとしてのサ

ービス開発能力とサービス化志向の内部開発過程の検討」を行っている。調査 1

は，三菱電機株式会社への半構造化インタビュー調査と社内質問紙調査を行い，

サービス・ケイパビリティの獲得の過程を明らかにしようとしたものである。調

査の結果として，サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力は，自社

のサービス子会社を，製作所での開発方針会議に早期の段階で参画させることや，

相互の出向と相互の技術供与，営業やマーケティング担当者との定例会議を行う

等を通して，サービス子会社との連携側面を強化していくことで，自社内のサー

ビス開発能力を新たに開発しようとしていることが分かった。サービス・ケイパ

ビリティとしてのサービス化志向は，組織内でサービスとは何であるかという解

釈の多義性による認識のばらつきが確認され，それがゆえに内部でのサービス化

志向の開発を困難にしている現状が明らかになった。これらの発見は，本論文で

主として取り扱うサービス・ケイパビリティの特徴を明らかにしたプレスタディ

としての本論文全体への貢献に留まらず，サービス・ケイパビリティの開発過程

を鮮明にしたことは，既存資源の再配置という議論視座とは異なる，サービス・

ケイパビリティの獲得という新たな視座による議論の重要性を与えたという点で，

既存研究の限界を克服したと考えられる。さらには，サービス・ケイパビリティ

の獲得の困難さを示唆する結論を得たことは，サービス化志向の形成の困難さが，

サービス・パラドクスに陥る要因として検討されるべき可能性を示すという点で，

貢献があったと考えられる。  
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第六章において，RQ2 である「サービス・ケイパビリティは，サービス化を促

進するのか。そして促進する場合に，ICT はイネーブラーとしての役割を持つの

か？」について，調査 2「ICT が製造業のサービス化に与えるイネーブラー効果

の検討」を行った。調査 2 は，東京証券取引所に属する加工組立型製造業 4 業種，

117 社のデータを用いて，サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力

及びサービス化志向を扱い，ICT が如何に影響するのかについて実証分析を行っ

た。また，サービス化程度及び ICT 利用程度については，公開資料の内容分析に

よる量的変数化を行った。分析の結果として，サービス・ケイパビリティとして

のサービス開発能力がサービス化を促進すること，また高度な ICT 利用がサービ

ス・ケイパビリティを促進するイネーブラー効果が示された。つまり，サービス・

ケイパビリティがサービス化戦略の促進要因となる議論を裏付ける結果に加え，

ICT の利活用の水準がサービス・ケイパビリティに与えるイネーブラー効果を明

らかにしたといえる。これは，サービス・ケイパビリティと ICT 資源の相互作用

的効果がサービス化戦略にもたらす影響について明らかにした点で貢献があった

と考えられる。さらに，サービス化程度及び ICT 利用程度の測定の困難さの課題

に対処し，実証的なアプローチを導入したことは，製造業のサービス化研究にお

ける限界を克服したといえる。 

第七章において， RQ3 である「サプライヤー，顧客，販売代理店との関係性

はサービス化に如何に影響するのか？」について，調査 3「サプライヤーや顧客

との企業間取引関係が製造業のサービス化に与える影響の検討」及び調査 4「販

売代理店の企業間関係が製造業のサービス化に与える影響の検討」を行った。調

査 3 は，サプライヤーや顧客との取引関係が製造業のサービス化に如何に影響す

るかを実証分析し，サプライヤーとの企業間関係はサービス化を促進することを

示唆する結果が示された一方で，顧客との企業間関係は，サービス化を阻害する

ということを示唆する結果を得た。これは，無形資源としての企業間関係につい

て，取引依存状態を基に，製造業のサービス化への影響を実証する最初の論文で

あり，既存研究の限界を克服するものであると考えられる。調査 4 は，販売代理

店との企業間関係が製造業のサービス化に如何に影響するか，A 社への半構造化

インタビュー調査によって分析し，販売代理店への教育活動や技術支援によって，

信頼関係が構築され，資本提携の無い販売代理店であるにもかかわらず，A 社が

サービス化を促進するために協力することが明らかにされた。これは，無形資源

としての企業間関係の議論を，販売代理店との企業間関係が製造業のサービス化

戦略に与える影響として，拡張したのみならず，既存バリューチェーンの役割の

再定義が必要とされるサービス化戦略において，新たな示唆を与える点が貢献と
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して考えられる。 

 

8.2  貢献 

8.2.1  理論的貢献 

 本節では，前節の発見事項を踏まえ，本論文全体としての，理論的貢献をまと

める。各章にて，貢献をまとめてきたが，ここでは本論文全体の貢献について検

討する。 

 本論文の主たる理論的貢献は，製造業のサービス化戦略研究における，戦略の

失敗を意味する，サービス・パラドクス(Gebauer et al. 2005)の問題に対して，資

源ベース理論に基づく無形資源について議論し，促進もしくは阻害要因を特定す

ることにより，パラドクスを克服するための示唆を与えた点にある。 

かくして，本論文の主張は，第一に，製造業はサービス化戦略の推進のために

サービス・ケイパビリティを必要とすること，そしてそれは無形資源として，新

たに獲得するための努力が必要になるということ。第二に，サービス・ケイパビ

リティを単に獲得するのみならず，サービス事業化するためには，ICT 資源との

相互作用の側面について，特に汎用的な ICT 資源の導入に限らず，高度な ICT 利

用が重要であるということ。第三に，製造業のサービス化戦略は，自社資源の利

活用の問題としてのみ捉えるのではなく，既存のバリューチェーン全体における

役割や企業間における関係性がもたらす影響について議論する必要があるという

こと。特に，サプライヤーや販売代理店との企業間関係はサービス化戦略を促進

する可能性がある一方で，顧客との企業間関係はサービス化を阻害する可能性が

ある結果は，企業間関係がもたらす製造業のサービス化戦略の影響を無視できな

いということである。 

 次に，これらの本論文の主張点について，理論的な貢献点を順にまとめる。 

 第一は，製造業はサービス化戦略の推進のためにサービス・ケイパビリティを

必要とすること，そしてそれは無形資源として，新たに獲得する努力が必要にな

るという点について，製造業のサービス化戦略において，新たに必要となる資源

を無形資源の枠組みで特定し，またその獲得の過程について明らかにしたことが

貢献であると考えられる。既存研究は，有形・無形問わずある資源が促進もしく

は阻害要因となる可能性について検討してきた(例えば，Ulaga and Reinartz 

2011)。彼らの発見は，製造業のサービス化戦略を推進するために必要とされる有

形・無形資源を明らかにした点において，製造業のサービス化戦略研究を大きく

進めたことは間違いない。しかし，資源の再配置の問題として議論することによ

る限界が指摘できた。つまりは，製造業が既に持つ固有資源が，競争優位を持つ
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資源であれば，その資源が再配置された場合に，サービス化戦略も達成されると

する論理に矛盾があると本論では考えてきた。これらの理論的課題に対して本論

は，第一に，資源ベース理論を Barney(1991)のフレームワークに依拠するのみな

らず，Penrose(1959)に戻り，資源が持つ特徴を鮮明にしたことが，製造業のサー

ビス化研究において資源を議論する既存研究の議論を補助した点で，貢献として

考えられる。これは，資源ベース理論を論理的説明に用いる研究の課題としても

指摘されるが(Priem and Butler 2001)，Barney(1991)を引用し，その説明に終始

するのみの研究が多いためである。製造業のサービス化研究においても資源をど

のようにみなすことができるかに労力が多分に割かれて説明されてきた訳ではな

い。理由の一つに，製造業のサービス化研究は，製品とサービスの統合をどのよ

うな戦略としてみなすか，概念を定義するか議論が分かれてきたことによる議論

の整理の困難さ(Gebauer et al. 2016)があるだろう。第二に，サービス・ケイパビ

リティを，Gebauer et al. (2017)に倣い再定義したことが貢献として考えられる。

製造業のサービス化研究における促進もしくは阻害要因としての資源を有形資源

と無形資源にわけて整理し，特に無形資源について議論展開が盛んにある背景を

踏まえ，サービス・ケイパビリティを主たる重要な資源として扱うが，その定義

の曖昧さを，既存研究の課題を基に，再定義した。サービス・ケイパビリティは，

サービス業で培われる無形資源でもあるという点で，複合的な概念であった。一

方で，製造業のサービス化戦略として議論する上では，製品の製造を主体として

きた製造業が，サービス化戦略を推進するという文脈における，サービスの開発・

生産・提供のために必要となる無形資源が重要であると考えられることから，再

定義している。第三に，サービス・ケイパビリティがサービス化の促進要因とな

る結果を実証分析によって明らかにした点は，特に，サービス化程度を測定する

フレームワークを検討し，測定する方法を示したことは，サービス化程度の測定

の問題についてコンセンサスが得られていない課題に対して(Calabrese et al. 

2019)，貢献があると考えられる。 

 第二は，サービス・ケイパビリティを単に獲得するのみならず， ICT 資源との

相互作用の側面について，高度な ICT 利用が重要であるということについて，

ICT 資源がサービス・ケイパビリティに与えるイネーブラー効果を明らかにした

点に，貢献があると考えられる。第一に，サービス・ケイパビリティについては，

その他の資源との相互作用的影響については，研究蓄積が多くはなく，今後更な

る研究展望が望まれていることを，背景として整理した。本課題に対して本論文

では，ICT 資源がサービス・ケイパビリティを活性化し，サービス化を推進する

こと，さらには，サービスレベルを高度化することを明らかにしたことは理論的
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なフレームワーク構築につながる貢献として考えられる。さらに，ICT 資源の効

果を測定する方法を検討し，実証分析を行ったことは，貢献であると考えること

ができる。ICT 資源の効果については，測定方法に限界があった。本論文では，

既存研究のフレームワークに基づいて，コードブックを作成し，質的データを計

量化し，分析した点について，既存研究の限界を部分的に克服したと言える。ま

た，上述した，サービス化程度や ICT 利用程度の測定をはじめとする，実証分析

を積極的に行った点については，事例研究に基づく記述的な研究蓄積が多いとい

うサービス化研究における課題(Baines et al. 2020)に対して，部分的ではあるが

貢献点として挙げることができるだろう。Baines et al. (2020)が指摘するのは，

事例研究が，相対的に実証研究より劣っているという点ではなく，製造業のサー

ビス化研究の特徴として，実務的な関心が多くある一方で，一般的な結論を用意

し難い現状に対してである。本論文は，二つの実証分析を行うことで，サービス

化戦略の促進もしくは阻害要因を実証的な結果を基に，影響を明らかにしたこと

が，貢献と考えられる。 

 第三は，製造業のサービス化戦略は，自社資源の利活用の問題ではなく，既存

のバリューチェーン全体における役割や企業間の関係性がもたらす影響について

議論する必要があるということについて，特に，サプライヤーや販売代理店との

企業間関係はサービス化戦略を促進する可能性がある一方で，顧客との企業間関

係はサービス化を阻害する可能性がある結果は，企業間関係がもたらす製造業の

サービス化戦略への影響を無視できないという点を示唆したことが，貢献として

考えられる。第一に，本貢献は，製造業のサービス化戦略研究の関心の多くが，

企業内部のマネジメント要素に向けられてきた(Rabetino et al. 2021)点に対して，

新たな視座を与えたことが既存研究の限界を克服しているといえる。これは，資

源ベース理論に基づいて，製造業のサービス化戦略における促進もしくは阻害要

因となる資源を，有形資源及び無形資源と再整理したことで，無形資源として議

論すべき範囲を拡張している。第二に，無形資源である企業間関係について，取

引依存状態を用いて，製造業のサービス化への影響を実証する点は，既存研究の

限界を克服するものであると考えられる。Paiola and Gebauer (2020)が議論する

ように，製造業がサービス化戦略を推進することで，バリューチェーンのアクタ

ー間での争いが発生する可能性は，事例研究を通して示唆されているが，取引デ

ータによる，依存状態を基に，サービス化への影響を捉えるモデルは，既存研究

にはなく本論文が最初の論文として当該分野に影響を与えていると考えることが

できる。サービス化戦略により，サービスを通して価値を創造するためには，ど

の活動を自社で行い，どの活動をサプライヤー，パートナー企業，流通業者，顧
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客に任すべきかという意思決定が必要であるとされるなかで (Salonen and 

Jaakkola 2015)，サプライヤーと顧客の企業間関係が与える影響を捉えたことは

貢献として考えられる。 

 

8.2.2  実務的貢献 

 本論文としての，実務的貢献について，まとめる。 

第一は，製造業がサービス化を推進しようとする状況に対して，サービス・ケ

イパビリティの内部開発過程を明らかにした点は，サービス・ケイパビリティを

獲得するための指標として活用できる可能性がある。分析結果から，サービス子

会社との連携側面が，サービス・ケイパビリティとしてのサービス開発能力を高

める可能性を示唆することが明らかになったことは，既存のサービス組織との接

触数を積極的に増やすべき理由として考えられる。つまり，実践として，研究開

発段階でのサービス担当者の貢献について検討する必要性が示唆できる。 

第二に，ICT 資源のイネーブラーとしての効果を検証できたことは，特に，高

度な ICT 利用がサービス・ケイパビリティを活性化する可能性が示唆されたこと

は，ICT 導入に際し，その導入目的としての達成したい事業の変革を明確に検討

すべきであることを示唆したことは意味があると考えられる。 

 第三に，企業間関係が製造業のサービス化に与える影響について明らかにした

ことは，企業間関係のマネジメント側面について，企業内部の要因のみならず，

取引関係について考慮が必要であることを示唆する結果であるといえる。実務的

には，サービス化による変革は自社内のマネジメント要素の変更に加えて，既存

の企業間関係に与える影響と，その関係性から受け取る影響を考慮して経営戦略

を立てる必要があることが示唆される。 

 

8.3  本論文の限界と今後の研究 

 本論文としての限界と今後の研究について，まとめる。 

 前節において，本論文の結論として主張すべき点をまとめ，主として三点の理

論的貢献と三点の実務的貢献があることを説明した。しかし，本論文は，その他

の論文と同様にいくつかの限界を残している。 

 本論文の主張の第一は，製造業はサービス化戦略を推進するために，サービス・

ケイパビリティを必要とする。そしてそれは無形資源として，新たに獲得するた

めの努力が必要になるという点である。本発見は，五章での調査によって，サー

ビス・ケイパビリティの獲得の過程を鮮明にすることで，その本質について議論

してきたこと，第六章での実証分析によって，サービス・ケイパビリティがサー
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ビス化を促進する要因であることを明らかにしてきたことで導いたものである。

本発見については，第一に，サービス・ケイパビリティの獲得過程について，一

般化の問題を検討しなければならない。つまり，本論文が，サービス・ケイパビ

リティ獲得の過程として，サービス組織の関与の重要性を説明したことは，頑健

なサービス組織が存在する文脈に依存している可能性はある。特に，対象とした

事例におけるサービス組織は，取り扱う製品が，法定点検を伴う，つまりは，一

定の整備基準を順守する能力が求められている業種に属しており，これがサービ

ス組織の成長に影響している可能性はある。今後は，業種の異なる製造業におい

て，また，サービス組織の関与が低い文脈において，如何なる過程でサービス・

ケイパビリティを獲得するかについて，議論を展開する必要がある。しかし，本

限界については，Gebauer et al. (2017)において整理された過去のサービス・ケ

イパビリティについても，文脈依存的な獲得過程によって説明される場合もある

ことから，本論文の第一の主張についても既存研究と同様に受け入れられると考

えられる。また，サービス・ケイパビリティは，ケイパビリティ視角の文脈では，

如何なる議論ができるかについては，本論文が残す限界である。本論文では，資

源ベース理論に基づき，無形資源として，サービス・ケイパビリティを捉え，議

論してきた訳であるが，ケイパビリティ主たる視角とする場合の説明は持ち合わ

せていない。これはつまり，製造業のサービス化という新たな事業機会に対応す

るダイナミック・ケイパビリティ(Teece 2007)での文脈では議論していない。し

かし，三章の資源ベース理論の限界でも議論したように，ケイパビリティの重要

性は，資源ベース理論においても認められる所であり，今後のさらに資源ベース

理論の枠組みに留まらず，議論が展開されるべきである。 

 本論文の主張の第二は，サービス・ケイパビリティを単に獲得するのみならず，

製造業がサービスを事業化するためには，ICT 資源との相互作用の側面について，

特に高度な ICT 利用が重要であるという点である。本発見は主として，六章にお

ける実証研究を通して明らかになった訳であるが，本主張についても，限界はあ

る。第一に，方法論的限界が残されている。六章での限界でも議論したように，

測定されたサービスレベルのみで議論することには，限界がある可能性がある。 

つまり，現実で観測されないサービスレベルがあったことについて，さらに慎重

に議論する必要がある。本法論的妥当性や正確性を確保するために，製造業のサ

ービス化の専門家と繰り返し議論を行ってきたが，改善の余地を残している点に

ついては引き続き精度の向上をはかりたい。 

本論文の主張の第三は，製造業のサービス化戦略は，自社資源の利活用の問題

としてのみ捉えるのではなく，既存のバリューチェーン全体における役割や企業
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間における関係性がもたらす影響について議論する必要があるという点を示唆し

たことである。特に，分析結果にあるように，サプライヤーや販売代理店との企

業間関係はサービス化戦略を促進する可能性がある一方で，顧客との企業間関係

はサービス化を阻害する可能性がある。それはつまり，企業間関係がもたらす製

造業のサービス化戦略の影響を無視できないということを示唆した。本発見につ

いては，主として七章における調査を通して明らかになった訳であるが，本発見

に関連しても，いくつかの限界がある。第一に，企業間関係として，全ての関係

性を捉えている訳ではないことは限界として考えられる。本論文では，主として

取引依存関係を扱っている訳であるが，依存関係以外にも，関係性により構築さ

れる信頼がある。さらに，依存関係についても，依存状態は，相互依存と相互で

はない依存が考えられる。今後は，企業間関係の側面について，他の関係性へと

議論を拡張する研究の展開が望まれる。第二に，企業規模や市場競争環境の与え

る影響を慎重に議論する必要がある。これは，七章の議論に依る結論に限った点

ではないが，七章での分析結果が示しているように，企業規模や市場競争環境が，

サービス化戦略に対して影響があることが確認されたことは，今後の研究展望と

して，業界横断的調査や市場競争環境を考慮した調査が必要とされている。 

本論文の結論として主張すべき点に沿って，本論文の限界を整理してきた。こ

こまで，確認してきたように，方法論的改善の必要な点については，今後，慎重

に検討する必要がある。そして，製造業のサービス化戦略において，サービス化

戦略を促進する要因もしくは阻害する要因については，全てが明らかになったと

は限らない。製造業がサービス・パラドクスを克服するためには，引き続きその

メカニズムを解明しようとする研究が望まれるだろう。 
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付録 A 調査 1-1 の発言の記録 

インタビュイーの発言記録の抜粋 

注釈 46  

「基本的には，販社営業のスタイルですけど，関連販売会社がですね，通称 LE

さんっていうんですけど，三菱電機住環境システムズ。客先っていうのは，この

販社ですね。それで，代理店さんや LEの支店や営業所を通して，サブコンや工

事店さんに売り込みをかけていくと。和歌山にも営業部隊はありますけど，基本

的には販社を経由して販売していく形ですかね。」 

 

注釈 49 

「工場が長く介在するというよりかは，その販売会社さんとか代理店さんの方か

らそういう，各エリアですね，ビルテクノサービスのところに問い合わせをして

出向いてもらったりとか，するということですね，我々はどっちかっていうとそ

ういう行政的な立場の中で，メルテックさんやビルテクノサービスさんとやりと

りをすることが多くって，さっきの連絡会にしてもそうですけど，ちょっと上流

側のどういうふうに事業運用していくかっていうところの議論をしてますし，う

ちの他の営業課の中でも機種をいろいろ皆さん持ってる中で，その自分の機種を

どういうふうに売っていくかっていうところとかに関して，ビルテクノサービス

さんに例えば研修をして，更新提案をしてもらったりっていうのを，しやすくす

るとかですね，メルテックのサービスのところで施行したときの，経験値なんか

基づいて，これ加工してほしいという意見をもらったりとかしてっていうよう

な，行政的というか運営的というか，それのやり方でビッグサイズとかから見る

感じですかね。」 

 

注釈 54 

「昇降機事業がですね 2400億弱ぐらいですね。ファシリティ事業って言ってる

のは空調冷熱含む，例えばセンサーとかあんなんも入っちゃうんですけど，  

設備系のものはですね 1000億ぐらいということで，もう倍半分以上ですねエレ

ベーターの方が強いというのが今の立ち位置になります。」 

「支社の営業部隊ってのがいるんですね。扱ってるのはエレベーターですね，ビ

ルに収めるっていうところの営業活動するってのが彼らの仕事なんですけど。エ

レベーターですね標準的なものはいいんですけど，基本的にカスタマイズしてで

すねお客さんに一品一様で売ってるっていう世界のものになってくるので，あま
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り利益が取れないっていうのはですね，常でございまして，どう儲けるかという

とですねもう完全にビルテクノサービスさんが保守メンテをしなきゃいけない

ね，定期保守をするっていうのは，この世界ですね法令で決まってるところあり

ますんで。」 

「メーカーサービスもいるし一般ですねそういうサービス会社さんも実はいるん

ですけど，昇降機はメーカーサービス使わなければいけないみたいですね。ちょ

っと文化みたいのがちょっと根付いてる部分もあって，8割から 9割ぐらいです

ねそういうメーカーサービスで，どこもやってるというところになってましてう

ちも例外ではないと。ていうことで，そこの保守メンテ代で儲けに行くっていう

のか，このビルの大立ち位置ということです。，戻りまして，昇降機事業のとこ

ろですねこの人たちは儲けているんですよ。」 

 

注釈 56 

「基本的に先ほど言ったように，そのただただ定期メンテナンスで何ヶ月にいっ

ぺん空調機の調子を確認しに行きます。というタイプと，まあそこまで別にはっ

てなら，異常発生時にはお客さんのところに向かいますって形になるんですけ

ど，そこからさらにさっき言ったクールリモートメンテナンスとか入ってまあ冷

媒漏えいの故障検知であるだとか，まあそれをちょっとある程度早めに感知する

ような仕組みであるだとか。あとはちょっと今フロンの漏えいとかがあるので完

全保守契約点検，保守契約と。あと，もうフロンの漏洩だけ点検しますよと言う

ものとありまして，もうええ，まあ，完全保持契約だとこれ結んでいると全部あ

の無償無償というか，もうお金いただいている形で修理致しますと。点検，保証

契約とかだととえっと，まあ，故障費修理費とかかかってきますよとでこれにプ

ラスしてさっき言ったあのクールリモートメンテナンスデータ見ます。でこれ月

1でえっとデータを収集してて。で，ここの空調機ちょっと冷え悪かったですね

と言うグラフをお客様に提出でよく見ているお客様だと，えっと，ここなんでこ

んなに運転悪いのとかあとは先ほど言ったように，営業の者が行ってちょっとこ

こよろしくないですね。ちょっとリプレイスとか，まあこういうしませんかとか

ってご提案をしたりしてますで，あとエコリモートでまあ電力量ですね。」 

 

注釈 57 

「例えば代理店さんとかから情報がくるときは，エラーの情報だけあって原因を

教えてくださいって言う。どうやって分かんねんっていうような？それをまず順

番にやっていかないいけないんですけれども，まあこうやったらこういうエラー



 

173 

 

が出たとか，こういう時にこうエラーが出たぐらいの情報は，やっぱりサービス

会社さんからですと最低入ってくるんで。まあ，そのがまとめた情報なんかどう

かっていうところが整理っていうのが必要になってくるんですけど，やっぱま

あ，代理店さんとかこれよりは精度が高い情報が出るって言うところがありま

す。」 

 

注釈 60  

「多分エレベーターの場合は死亡事故とかちょこちょこ起こったんで，多分ああ

いうのをトリガーにして，厳しくなってるはずなんですよね。ただね，先ほどの

病院とか，そもそも壊れることを前提として冗長性というか。そもそも壊れても

いいようになっているから，危機的なダメージを与えるという可能性を低くして

いる。今日ちょうど去年の夏，一昨年の夏か岐阜の高齢者施設でエアコンがたま

っちゃって，壊れちゃって，夏のエアコン効かなくって，熱中症になってってあ

って，そこはもうスッゴイ古いこと使ってたんすけどね。何か一つのモデルとし

て，さっき冗長性っていう話がやっぱりフロア全部，運転できますと言いますけ

れども，それはそれでいいんですけどそうしたときに，室外機が駄目になっちゃ

うと全部とまっちゃうので，例えばこことここの部屋は別の系統で作りましょ

う。ていうとか。」 

 

注釈 59 

「ドレンポンプ詰まっちゃったとかで水が垂れて来ててパソコン濡れたとか，あ

の実被害的なものが起きてくるとお客さんもちょっとどうしてくれんだとかそう

いう場合もある。例えば今言ったドレンポンプだとか Levがロックかかっちゃっ

たとかっていうのは，実際もう壊れたその状態にならないとわからないので，そ

れまで普通に動いてるんで，で急に止まった動かないぞっていう話になるので，

だいたいまあお客さんもまあ早く来てくれよって言うのとか。」 

 

注釈 63 

「性能向上させるために保守的なサービスを行っています。一応製品っていうの

はやっぱり作ったりすれば当然何かしらの問題が発生することがあります。まあ

そういった問題を吸い上げて情報整理して製造部門にフィードバックすることで 

よりよい製品にしていくっていう活動がまあ、フィールド・サービスの活動かな

と考えております。品証部というものがありましてで、まあちょっと代理店であ

る三菱住環境システムズとあとは，サービス会社ええまあ、大きいところでビル
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テクノサービス，システムサービスというところがありまして、ええと、そうい

ったところから不具合の情報や物件対応の相談っていうのが、フィールド・サー

ビスの方に行きます。で、こっちについてはシステムで結構はいちゃんと情報連

絡できるようになっております。で、そういった問い合わせに、対して情報を設

計や品管部門に展開してでその見解をもらって問い合わせに回答するというよう

なところをやっています。住環境システムをどうしても通さない為に、代理店さ

んからも直接まあ何度かお会いしたことある人やったら連絡が来たりすることも

あります。」 

「不具合の情報であれば，当然製品として改善しなければいけないものですの

で，改善するように強く情報展開しております。でただ，まあ，機能改善という

ところにつきましては，そこでコストが上がる場合もございますし，ただ逆にそ

の機能改善することによって売れる可能性もあります。っていうところで，まあ

そういった情報はええ，やはり営業部門だけが通常もらうようなものでですけれ

ども，我々もそういった情報をもらえるので展開する必要があるかと思いま

す。」 

 

注釈 65 

「この製品はもっとこういう機能が入らないのかとか、こういうこういうお客さ

んから要望が来てるんだけど、対応してくれないのかっていう話し合いを行う場

が設けられて，まあ、そこで意見交換は多少はされていると思っておりますけど

も、まあ全てを全て対応できるかっていうと，」 

「そうだね、半分もできてないかもしれないけどね。」 

「まあ、いろんなスペックのそのコントローラーをメルテックは知っているの

で、そのコントローラーにもできないのかと，言ってくるんだけど、ちょっとそ

こはだからちょっとそういったところが次のモデルでね。あのやらせて。ですと

かね。まあ、そういう答えずに怒られたりするんだけど、まあ、いくつかそうい

う風にしか答えられないものもあるかな。人感センサー照度センサーがあって、

いろいろついてるようなリモコン出すよりも、もう簡単な，すごい安いリモコン

の方を、もっと充実化してくれとか。お客さんはまたこんな機能求めてないか

ら。安く安くて簡易であのみんなが買ってくれるような製品を開発してください

とか言う要望が出たりとか。」 

 

注釈 66 

「人の交流と言うのはそこそこ。まあ最近ちょっととれていないけど。昔そのメ
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ルテックさんからうちに研修に来てもらってたり、もう一回来ると何か 3年とか

4年とかずっといて、メルテックのほうに戻っていってもらうんだけど。だいぶ

前にあの来てた人たちは、まあ、こういったところでも課長クラス。そうそう，

どちらも理解できてる人がもう全体把握しやすいということかもしれない。」 

 

注釈 67 

「大きな課題はないかなと思っておりまして。まあ、情報をもっと整理できる方

法があれば 1番いいかなというところがあるんですが，結構長年培ったシステム

でやっておりますので、本当大きな課題というのはないかなと。」 

「まず今ええ，冷電とメルテックさんビルテクノサービスさんで特に業務として

重複しているところでないと思っていますあの。サービス組織運営はもう完全に

ビルのサービスともにお願いしているような状況でして，我々はサービスに必要

な情報を出しているっていうところで，重複っていうのはほとんどしていないと

いうふうに思っておりまして，まあそこは良いのか悪いのかっていうところがあ

るんですけれども，重複することによって，よりええ改善であったり，良くして

いくっていうところはお互いの意見が。こんな意見を打ち合わせしながら進めて

いったりもできるんですけれども，まあそこは別れてしまっているので，まあ重

複していない，衝突が起きないんですけども，そういったところでもしかしたら

ええとより良くなっていくところが難しい部分もあるかもしれないなというとこ

ろはありますね。」 
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注釈 79 

「正直，結構このベルト関係っていうのは当社も，(競合企業名)103も結構マック

スのところいってますから改善の開発だけなんですよね。あの音が鳴らないとか

そういうベルトでの開発なんですよね。水がかかっても音が鳴らないとか。それ

からもうちょっと今薄れましたけど，曲げロスを低減させて燃費に効果を出させ

るとか。でもそれでもこのゴムを柔らかくする，そういう改良だけですから，本

当に現製品の改良だけなんですよね。だから別にその新しいかというとそうでは

ないですと。そうなるとやっぱり正直どこでもできるような形になってしまいま

す。製品の単品ではなくて，やっぱり売っていかないといけないのかなーってい

うとこでサービスの付加価値っていうのがありますね。その省エネも付加価値で

すけどまぁその付加価値というの本当に微々たるもんなんです。」 

 

注釈 76 

「当時私が当社の中で 事例発表会として市場深耕営業の成功事例発表みたい

で，それが年に 1回あります。で，各営業部からその年にあった成功事例とか，

それを代表で発表するというのが，・・・年に 1回あります。そこで発表した事

例ですね。2事例あります。」 

 

注釈 81 

「こちらとしても，評価をしてもらわないけないんで評価の担当者に依頼をかけ

るんですけども，結構評価の人もバタバタして忙しくなるんで全然評価が後追い

後追いになってしまう。うちの技術の人も評価の人のちょっとお手伝いしてあげ

ようかな形で評価担当者も巻き込んで進めるようになりましたね」 

 

注釈 83 

「評価担当者と話をしていくとやっぱりその台上評価って言うんですが，車にエ

ンジンを乗っけて評価するんじゃなくって，本当に台の上にでガソリンとか全部

繋いで電源を繋いで台上でがーっと回すような評価をするのですが，顧客の評価

設備の空きがない時がありましたね」 

 

注釈 85 

「この単品販売から，三点セット販売にしたことは組織的にやりました。東京名

 
103 他企業への配慮より筆者変更。 
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古屋大阪で共有しています。ただ，サービスをいったところでは，そこまでは，

前者には広がっていないですかね。取り込むか取り込まないかは個々人という

か。」 

 

注釈 89 

「やっぱり評価技術も上がりましたし，当社だけであれば，そういう技術は向上

しなかったのかなと。あの昔でしたら単純にガソリン入れて動かすって言うだけ

だったですけど本当にここ数年はコンピューター制御の知見もあって，増えてき

てますから，そういった知見を持つことでコンピューター制御のとも関連させて

向上できたと思います。」 

 

注釈 94 

「それからここが強いのがあともう一つがパチンコ業界，スロット業界。そこ

で紙幣鑑別機は一つと，もう一つはそこの遊戯関係って言うとパチンコとかスロ

ットのところのスロットマシンでコインを入れると周ります。コインが下に落ち

るんですねよそこでベルトで運ばれて上にまた搬送されてこの繰り返しをして

る。でここにベルトでそのコインを運ぶベルトでコインが右端に集められ，そこ

でコインを洗浄して，それでその下から上に上げてでまた上から補給をする。そ

この部分の製品を扱ってる会社がここ。そこに使われてるベルトの攻略。 

」 

注釈 98 

「完成品販売と比べると当社の様に部品で考えるとちょっと難しいのかなと。当

社の場合ベルトに何かをつけて，情報を取って，それが何かお客さんとってメリ

ットがあるかというと難しいのかもしれないなと。何があるのだろうといったと

ころ。車のベルトにセンサーを付けて，もう切れそうだとか何か異常があったと

きに，それがすぐベルトの交換前に切れる前に交換教えてくれるというサービス

なんかもできると思ってたんですが。今までのベルトが 100円です付加価値つけ

て 110円です。その代わり何かあったときにはにはすぐ交換します。あるいは

月々50円ずつできますのでって。そういうのベルトごときでやる人がいるか

な。最初の交換もそれ切れた交換すればいいんだろうって言うので。」 

 

注釈 101 

「そうですね，当社は比較的代理店には力を入れてるほうじゃないかなと思いま

す。それがあの自分らがそのもう本当にだって地盤のそういうベルト使っていた
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だけるところまではもう回れませんから，もうそこはもう本当に代理店さんが回

ってくださってるって言う。 

それをフォローしてかき集めで当社成り立ってると思いますので。」 

「やっぱり代理店さんの影響は大きいですね。例えば量産が決まりました，じゃ

あそれの納入のフォローとかそういうのは絶対当社ではできない，メーカーでは

できない。それも，在庫を持って行ってその先のお客さんとの納期管理とかもや

ってくれてそれもやっぱり代理店じゃないと。自動車みたいで量がポンと出るも

のについては，それでいいんですが，一般産業っていうのやっぱり量が決まって

ますし自動車に比べて少ないですのでそこの細かいフォローとか顧客と直接のフ

ォローって今やっぱり代理店さんはなしではね。」 

「ここまでの結論だと，代理店はやっぱり必要だと思いますね，モノタロウとか

のインターネットでも，あの汎用品とか別なんでもいいわっていう人はそれで買

ってもらったらいいかと思いますよ。やっぱり提案していてこんな困ってるんだ

ということで，言われるのはやっぱり代理店が行って聞いてこないといけない話

なんでもうなんとか自分でもこの本でいいやって言うんだったらもう Amazon で

買ったりしますけど何か見ながらあのジュンク堂行ったりしするのと一緒で，や

っぱりそこはいるんじゃないかなと思ってるんですよ 

付録 B 調査 1-2 の調査票と各尺度の記述統計 

冷電事業のサービス化アンケート, 神戸大経営大学

院インターンシップ 

(アンケートの完了までに約 8 分かかります。)  私は神戸大学大学院経営学研

究科の博士課程後期課程に所属している，須賀涼太と申します。現在，研究インタ

ーンシップの取り組みの一部としてサービス化戦略に関する状況調査をしておりま

す。大変ご多忙のことと思いますが，何卒ご理解の上アンケート調査の回答にご協

力いただけますようお願い申し上げます。ご回答に必要な時間の目安は 5分から

10分程度です。多くの方にご回答いただけるほど調査の信頼性が高まりますの

で，ご協力いただければありがたいです。  ご回答結果につきましては統計的に

処理し，個人名が公表されることはありません。収集したデータを研究チーム及び

インターンシップ関係者以外の第三者に提供することはありません。本調査の集

計・分析結果は，個人を識別・特定できないように加工した上で，統計データを作成

し，学会発表，学術論文，学術書等にて公開することがあります。 なお，今回の
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Fomrsでは「回答者名を記録しない設定」としていますので，個人の特定は行いま

せん。  

連絡先 ：  [研究グループ代表者] 省略 

[インターンシップ受入担当] 省略  

■質問 1 属性 

あなた自身のことについてお伺いいたします。最も当てはまるものひとつにチェック

☑を入れてください。空欄については記述ください。 

1. 性別 

男性 

女性 

回答しない 

2. 年齢 

25歳未満 

25~29歳 

30歳～34歳 

35歳～39歳 

40歳～44歳 

45歳～49歳 

50歳～54歳 

55歳～60歳 

60歳～64歳 

66歳以上 

 

3. 所属部署 (例：空シ部 空技一課) 

■質問 2 勤務状況 

あなたの勤務状況について，最も当てはまるものひとつにチェック☑をいれてくだ

さい。 

 

4.仕事の手順を決められる 

当てはまらない 

あまり当てはまらない 

どちらともいえない 
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やや当てはまる 

当てはまる 

(回答方式は以下同様のため，紙幅の都合で省略します) 

5.仕事量を決められる 

6.仕事の責任が重い 

7.時間をかけた分，成果が出る 

8.突発的な業務が頻繁に発生する 

9.チーム作業である 

10.達成すべきノルマ・目標が高い 

11.自分の代わりをできる人がいる 

質問 3 冷電事業としての「サービス」・「サービス化」

についてお伺いします。 

12.サービスとは一般的に「形のある物的な製品とは異なり，物的な形の

無い無形の財もしくは商品」を意味しますが，あなたにとって冷電事業に

おけるサービスとは具体的にどのようなことだと考えますか。(例：保守お

任せサービス，利用支援コンサルティング，く～るリモートメンテナンス，

冷電事業でサービスはない)(自由記述) 

※ここで記入したサービスを前提に，以降に続く質問にご回答ください。サービスは

ないとお考えの場合は，その前提で構いません。 

質問 4 サービス化志向 個人 

あなたの勤務状況について，最も当てはまるものひとつにチェック☑をいれてくだ

さい。 

17.サービスは，財務的に可能性があると思う 

当てはまらない 

あまり当てはまらない 

どちらともいえない 

やや当てはまる 

当てはまる 

(回答方式は以下同様のため，紙幅の都合で省略) 

18.サービスは，商品の売上を補うと思う 

19.サービスは，収益性が高いと思う 
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20.サービスは，製品の販売強化に役立つと思う 

21.サービスは，顧客との関係を改善すると思う 

22.サービスは，自分には関係が無いと思う 

23.サービスは，より多くの商品を販売するためにあると思う 

24.サービスについて議論する機会が増加していると思う 

25.サービスが，売上および市場シェア拡大に貢献していると思う 

26.サービスの事はサービスの担当者に任せるべきであると思う 

27.新たなサービスを考えることは簡単であると思う 

質問 5 サービス化志向 部署 

あなたの勤務状況について，最も当てはまるものひとつにチェック☑をいれてくだ

さい。 

28.顧客企業へのサービス提供全般について促進している 

 

当てはまらない 

あまり当てはまらない 

どちらともいえない 

やや当てはまる 

当てはまる 

(回答方式は以下同様のため，紙幅の都合で省略) 

29.新しいサービスの開発について積極的に推進している 

30.顧客への様々なサービス提供を重要課題と認識している 

31.サービス化のための目標は部署内で共有されている 

32.サービス化の進展が与える影響について理解し，共有されている 

33.サービス化のために他の部署と積極的に交流している 

34.他の部署と簡単に情報交換ができる 

35.サービスの開発を効率的に行うためのプロセスの標準化等の工夫を

行っている 

36.自社の製品や設備を通じて得られるデータを処理・分析し，製品・サー

ビスの改善を行っている 

37.部署内には新たなサービスによるビジネスを立ち上げることができる

人材がいる 
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質問 6 顧客志向 

あなたの勤務状況について，最も当てはまるものひとつにチェック☑をいれてくだ

さい。 

38.日常業務において顧客と接することがある 

当てはまらない 

あまり当てはまらない 

どちらともいえない 

やや当てはまる 

当てはまる 

(回答方式は以下同様のため，紙幅の都合で省略) 

39.顧客が満足のいく購買となるように心がけている 

40.顧客が自らのニーズに気づくように支援している 

41.顧客のニーズを満たすような商品を提供している 

42.商品について正しく説明している 

43.顧客をだましたり操ったりするような手段は使わないよう心がけている 

44.顧客について知らないことが多いと思う 

質問 7 デジタル志向 

あなたの勤務状況について，最も当てはまるものひとつにチェック☑をいれてくだ

さい。 

45.業務のデジタル化を積極的に推進している 

 

当てはまらない 

あまり当てはまらない 

どちらともいえない 

やや当てはまる 

当てはまる 

(回答方式は以下同様のため，紙幅の都合で省略) 

46.デジタル化の取り組みは他社より進んでいると思う 

47.デジタル化を重要課題と認識している 
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表 33 質問紙調査記述統計 

測定尺度 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

勤務状況について(出所 佐藤 2008) 

仕事の手順を決められる 80 3.83 1.11 1 5 

仕事量を決められる 80 2.78 1.32 1 5 

仕事の責任が重い 80 4.10 0.75 1 5 

時間をかけた分，成果が出

る 
80 3.11 1.05 1 5 

チーム作業である 80 3.73 1.14 1 5 

達成すべきノルマ・目標が

高い 
80 3.75 0.78 2 5 

自分の代わりをできる人が

いる 
80 3.62 1.19 1 5 

突発的な業務が頻繁に発生

する 
80 4.07 0.93 1 5 

個人のサービス化志向について(出所 Gebauer et al. 2010, Kowalkoski and 

Ulaga 2017) 

サービスは，財務的に可能

性があると思う 
80 3.68 1.10 1 5 

サービスは，商品の売上を

補うと思う 
80 4.23 0.90 1 5 

サービスは，収益性が高い

と思う 
80 3.60 1.09 1 5 

サービスは，自分には関係

が無いと思う 
80 2.10 1.28 1 5 

サービスは，より多くの商

品を販売するためにあると

思う 

80 3.90 1.10 1 5 

サービスは，製品の販売強

化に役立つと思う 
80 4.51 0.65 3 5 

サービスは，顧客との関係

を改善すると思う 
80 4.53 0.71 2 5 
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サービスについて議論する

機会が増加していると思う 
80 3.46 1.34 1 5 

サービスが，売上および市

場シェア拡大に貢献してい

ると思う 

80 3.70 1.15 1 5 

サービスの事はサービスの

担当者に任せるべきである

と思う 

80 2.11 1.23 1 5 

新たなサービスを考えるこ

とは簡単であると思う 
80 1.87 1.04 1 5 

部署のサービス化志向について(出所 Gebauer et al. 2008, Kowalkoski and 

Ulaga 2017) 

顧客企業へのサービス提供

全般について促進している 
80 2.72 1.25 1 5 

新しいサービスの開発につ

いて積極的に推進している 
80 2.73 1.29 1 5 

顧客への様々なサービス提

供を重要課題と認識してい

る 

80 3.58 1.27 1 5 

サービス化のための目標は

部署内で共有されている 
80 2.38 1.23 1 5 

サービス化の進展が与える

影響について理解し，共有

されている 

80 2.55 1.21 1 5 

サービス化のために他の部

署と積極的に交流している 
80 2.63 1.34 1 5 

他の部署と簡単に情報交換

ができる 
80 3.35 1.28 1 5 

サービスの開発を効率的に

行うためのプロセスの標準

化等の工夫を行っている 

80 2.11 1.04 1 5 
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自社の製品や設備を通じて

得られるデータを処理・分

析し，製品・サービスの改善

を行っている 

80 2.76 1.33 1 5 

部署内には新たなサービス

によるビジネスを立ち上げ

ることができる人材がいる 

80 2.37 1.18 1 5 

顧客志向について(出所 Saxe and Weitz 1982) 

日常業務において顧客と接

することがある 
80 2.20 1.44 1 5 

顧客が満足のいく購買とな

るように心がけている 
80 3.47 1.36 1 5 

顧客が自らのニーズに気づ

くように支援している 
80 2.47 1.17 1 5 

顧客のニーズを満たすよう

な商品を提供している 
80 3.28 1.14 1 5 

商品について正しく説明し

ている 
80 3.33 1.33 1 5 

顧客をだましたり操ったり

するような手段は使わない

よう心がけている 

80 4.28 1.13 1 5 

顧客について知らないこと

が多いと思う 
80 4.15 0.87 1 5 

デジタル志向について(出所 Gebauer et al. 2008 を参照し改編) 

業務のデジタル化を積極的

に推進している 
80 3.76 0.91 1 5 

デジタル化の取り組みは他

社より進んでいると思う 
80 1.95 0.82 1 3 

デジタル化を重要課題と認

識している 
80 4.26 0.86 1 5 

 


